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論文概要

鋼構造建物の柱梁接合部は,大地震時には大きな応力を受けるため,その設計は重要と

なる。通常,我が国の設計では,それらの接合部は完全な剛接合あるいはピン接合のどち

らかでモデル化される。しかし, Northridge地震や兵庫県南部地震では,溶接接合部の接合

部破断が数多く見られ,接合部自体の変形能力や靭性が重要であることが明らかとなった。

特に,欧米では接合部を,剛接合・半剛接合・ピン接合の3種類に分類する考え方が一般

の設計に用いられている。そ亡で,本研究は,建築骨組の構造解析に半剛接合部を効率よ

く考慮させるための解析法ならびに半剛接合部の建築骨組における最適配置および最適剛

性を求め,その応答特性を調査する。

本論文は以下の11章から構成されている。

第1章では,本研究の背景と目的について述べる。

第2章では,半剛接合部を有する建築骨組の剛性方程式の誘導方法についてまとめる。

このとき,半剛接はりの力学的意味を理解する上で有効となる代表的な4通りの導出法に

よる定式化を示し,いずれの導出法も最終的には同じ式の形となることを確認した。これ

らの半剛接合部の定式化は,通常のはり要素と同じ自由度で剛接合からピン接合までの接

合部特性を一般的に扱うことができる利点がある。

第3章では,第2章で示した半剛接はり要素モデルを固有振動解析と座屈解析に適用し

た場合の有効性を検討し,その適用限界を明らかにする。

第4章では,第3章までに示した半剛接はり要素モデルに新たにダッシュポット減衰を

考慮した要素を提案し,本要素の動的応答解析における節点自由度の静的縮約に関する誤

差に関する検討を行う。

第5章では,半剛接合部の非線形特性を考慮した建築骨組の静的弾塑性解析法を示し,

その特性を調査する。

第6章では,半剛接合部を有する建築骨組(半剛接骨組)の弾塑性地震応答解析法を示

し,激震時における半剛接骨組の基本的な地震応答特性を調査する。

第7章では,剛接鋼構造骨組を対象にした最適設計プログラムの開発に必要な理論およ

び計算法を示し,最小重量設計における局所解の発生パターンについての検討を行う。

第8章では,第7章に示した解析法をさらに発展させ,半剛接合部を有する建築骨組の

最小重量設計を行うための2通りの解析法を示す〕そして,剛接骨組と半剛接骨組との解

を比較することで,最小重量設計問題における半剛接合部の最適配置と最適剛性を調査す

る。

第9章では,第8章に示した方法をさらに発展させ,施工性等の観点から要求されるは



り成と幅厚比の制約を行った建築骨組の最小重量設計を示す。

第10章では,接合部のコストを考慮した半剛接骨組の最小コスト解析を示す。このとき,

接合部コストまで含めた建設コストの最小化を目的関数とし,長期及び短期荷重下におけ

る各部材の応力度と各層の層間変形角が許容値を満足するような最適設計問題を定式化し,

コストを最小にする半剛接合部の最適配置と最適剛性を調査する。

第11章では,各章で得られた事項を要約し,本研究の総括的な結論を示す。

以上,本研究では,半剛接合部を有する建築骨組の構造解析を行う際に必要とされる,

より一般的で汎用性の高い半剛接骨組要素を提案し,半剛接合部を有する建築骨組の静的

応力解析,固有振動解析,座屈解析,動的弾塑性解析の一連の解析法を開発し,建築骨組

における半剛接合部の力学的特性を調査する。また,部材に生じる応力と層間変形角の制

約条件下における半剛接骨組の最適設-*プログラムを開発し,半剛接合部の最適配置およ

び最適剛性を求め,建築骨組における半剛接合部の応答特性を示す。
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記号表

記号表

A :部材断面積

4　:層せん断力係数の建物高さ方向の分布

Ao　:初期断面積

Af　:フランジの断面積

Aw　:ウェブの断面積

4B　:梁の断面積

Af　:柱の断面積

AL　　断面積の下限値

耳　:断面積の上限値

AL　　断面積の修正下限値

Au　　断面積の修正上限値

A　　:規格部材の断面積

Af　:規格部材のフランジ面積

五　:規格部材のウェブ面積

¢　:節点iのⅩ方向のダッシュポット減衰

C;  :節点jのⅩ方向のダッシュポット減衰

c,　　節点iのy方向のダッシュポット減衰

C;  :節点jのy方向のダッシュポット減衰

Cサ　:節点iのZ方向のダッシュポット減衰

C,T　:節点jのZ方向のダッシュポット減衰

c>　:節点iのx軸まわりのダッシュポット減衰

節点jのⅩ軸まわりのダッシュポット減衰

:節点iのy軸まわりのダッシュポット減衰

・節点jのy軸まわりのダッシュポット減衰

Cl-　:節点iのZ軸まわりのダッシュポット減衰

<?　　節点jのZ軸まわりのダッシュポット減衰
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記号表

E　　:ヤング係数

Err　　数学的最適部材断面と規格部材断面の誤差

1　:建物の層数

fb　:許容曲げ応力度

£　:許容圧縮応力度

£　:許容せん断応力度

L　　節点iのx方向節点力

u　:節点jのⅩ方向節点力

u　‥節点iのy方向節点力

u　　節点jのy方向節点力

u　　節点iのZ方向節点力

/ォ　:節点jのZ方向節点力

F　　:基準強度

F,  :降伏関数

g　:重力加速度

G　　:せん断弾性係数

h,  : 1次モードの減衰定数

I, :断面2次半径(-m)
I　:断面2次モーメント(平面骨組の定式化時)

Ix　:サンブナンのねじれ定数

/,　-y軸まわりの断面2次モーメント

I,  :z軸まわりの断面2次モーメント

I　　:規格部材の断面2次モーメント

Ke　:接合部Mle関係を規定するRichardのべき乗関数の弾性剛性

Kp :接合部M-0関係を規定するRichardのべき乗関数の塑性剛性

k:　　柱端部のバネ剛性

K　　　半剛接合部のバネ剛性

K一　　　節点iのⅩ方向の接合部剛性

K]　節点jのⅩ方向の接合部剛性

k:　節点iのy方向の接合部剛性

K":　節点jのy方向の接合部剛性

k:　節点iのZ方向の接合部剛性

KJ　　節点jのZ方向の接合部剛性

Kズ　:節点iのⅩ軸まわりの接合部剛性
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記号表

K　　　節点jのⅩ軸まわりの接合部剛性

K　　　節点iのy軸まわりの接合部剛性

k:　　節点jのy軸まわりの接合部剛性

K　　　節点iのZ軸まわりの接合部剛性

*?　‥節点jのZ軸まわりの輝合部剛性

J　　:要素長

Ib　:座屈長さ

L,　　部材グループ別総長さ

LF　:梁の部材グループ別総長さ

Lf　:柱の部材グループ別総長さ

m　　:部材グループの総数

mr　　　節点iのx軸まわりのねじりモーメント

m.　　節点jのⅩ軸まわりのねじりモーメント

m,.　節点iのy軸まわりの曲げモーメント

m..　節点jのy軸まわりの曲げモーメント

m,.　節点iの`Z軸まわりの曲げモーメント

m.　節点jのZ軸まわりの曲げモーメント

Mo　:接合部Ml0関係を規定するRichardのべき乗関数の全塑性曲げモーメント

Mi :要素i端の曲げモ∴メント(平面骨組の定式化時)

〟ノ　:要素j端の曲げモーメント(平面骨組の定式化時)

〟γ　:y軸まわりの曲げモーメント

M,　　軸まわりの曲げモーメント

〟〝 :y軸まわりの全塑性曲げモーメント

〟"　‥y軸まわりの降伏曲げモーメント

M,　　軸まわりの全塑性曲げモーメント

M.　　軸まわりの降伏曲げモーメント

lv　　: 'toll h

No　:接合部M-0関係を規定するRichardのべき乗関数の形状を決定するパラメータ

Nb　:はりの部材種別数

Ⅳ。  :柱の部材種別数

Ni　:要素i端の軸方向節点力(平面骨組の定式化時)

Nj　:要素j端の軸方向節点力(平面骨組の定式化時)

N.　　最大圧縮降伏軸耐力+最大引張降伏軸耐力) /2

:V.　: I;;,:(-畑¥->J

Ⅴ



記号表

Qi　:要素i端のせん断力

fi/　要素j端のせん断力

ui　:節点iのⅩ方向変位

・ノ　:節点jのⅩ方向変位

Vi　:節点iのy方向変位

vJ　'蝣節点jのy方向変位

w.　　節点iのZ方向変位

wj　:節点jのZ方向変位

W　:鋼材総重量

(平面骨組の定式化時)

(平面骨組の定式化時)

wl　　最小重量解(最適鋼材総重量)

Z　　:断面係数(平面骨組の定式化時)

i　　:規格部材の断面係数

α,a2　降伏関数の指数パラメータ(断面形状により指定)

a,　　梁コスト係数

α　a, a. αAw, αAI :規格部材から危険側部材を選択しないようにするための誤差

の重み係数

βL　:柱コスト係数

γ　:要素の単位体積重量

yi　: i部材の断面内応力度比

γ　: i部材の断面内応力度比の許容値

r*　　比負化と無次元化による断面内応力度比の修正許容値

∂j　: j層の層間変形角

∂　: j層の層間変形角の許容値

∂ai　:比負化と無次元化による層間変形角の修正許容値

叫:差分増分量
M,　最適断面積増減量

A耳　:無次元化設計変数

AA;　最適接合係数増減量

Si　:断面積増減量の許容変動量

£!  :叫の許容変動量

AA;の許容変動量

β　　:接合部の相対回転角

op　:全塑性相対回転角

βγ　:降伏相対回転角
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記号表

o*　:節点iのⅩ軸まわりの回転角

㌔　:節点jのⅩ軸まわりの回転角

**　　節点iのy軸まわりの回転角

**　:節点jのy軸まわりの回転角

*　　:節点iのZ軸まわりの回転角

ozj　:節点jのZ軸まわりの回転角

K　　:部材断面の有効せん断係数

A :塑性剛性低下率(あるいは接合係数)

As:部材の細長比

K節点iのⅩ方向の接合係数

7"A.;節点jのⅩ方向の接合係数

A;:節点iのy方向の接合係数

a;:節点jのy方向の接合係数

K節点iのZ方向の接合係数

Aw.
7.節点jのZ方向の接合係数

Vズ:節点iのⅩ軸まわりの接合係数

a;<:節点jのⅩ軸まわりの接合係数

K一蝣蝣節点iのy軸まわりの接合係数

tf節点jのy軸まわりの接合係数

K'節点iのZ軸まわりの接合係数

^‥節点jのZ軸まわりの接合係数

A:限界細長比

A*.最大塑性率<*,/',}

β:鋼材の単位体積重量

ov曲げ応力度

α。:軸方向応力度

T:せん断応力度

Q,:降伏曲率

co,次固有円振動数

∞:無限大

∂:偏微分記号
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第1章　序論

1.1半剛接合部に関する既往の研究

通常の構造設計では,建築物の接合部は完全な剛接合か,完全なピン接合のどちらかで

取り扱われる。しかしながら,鋼構造物の接合部にはさまざまな形態の接合形式が考えら

れ,剛接合とピン接合の中間的性状を示す,いわゆる半剛接合部が存布する。特に,欧米

では,半剛接合部の特性に関する実験的あるいは解析的研究が古くから精力的に行われて

おり, 1917年に鉄骨骨組の嘩合部の剛性を評価するための最初の実験がIllinois大学で,

Young ', WilsonとMoore2'によって行われている。我が国では,半剛接合部のモデル化に

バネを用いた研究が, 1977年に河島と藤本3)によって行われ　解析と実験の振動応答値が

比較され　良好な一致を示している。

1ダブルウェブアングル接合

3　エクステンディッドエンドプレート接

5　ヘッダープレート接合

2　トップアンドシートアングル接合

4　フラッシュエンドプレート接合

6　ヘッダープレートアンドシートアングル接

7　ダブルウェブアンドシートアングル接

図1-1半剛接合部のタイプ

1
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また,アメリカにおいて, 1986年から, 1990年までの高カボルト接合あるいは溶接接合

部の実験結果を総括的に見ると,図1-1,表1-1に示す7タイプに分類することができる4)o

表1-1半剛接合部のタイプ

Numb er Ty

1

2

3

4

5

6

7

ダブルウェブアングル(Double-web angle)

トップアンドシートアングル(Top-and-seat angle)

エクステンディッドエンドプレート(Extended end plate)

フラッシュエンドプレート(Flush end plate)

ヘッダープレート(Header plate)
ヘッダープレートアンドシートアングル(Header-plate and seat angle)
ダブルウェブアンドシートアングル Double-web and seat an

我が国の従来の設計計算では,接合部は剛接合かピン接合,柱脚の場合は固定支持かピ

ン支持,といった理想的な力学モデルが通常用いられる。しかしながら,欧米では半剛接

合の取り扱いをすることが多い,これは接合部の基本力学煙状をどう分類すべきかという

ことに大きく関わる問題であり,欧米の鋼構造規準における接合形式による骨組の分類を

表1_2にまとめておく5)。米国鋼構造協会(AISC : American Institute of Steel Construction)

から出版されている規準には,許容応力度設計法(ASD :〟lowableStressDesign) }と荷重

耐力係数設計法(LRFD : Load and Resistance Factor Design) 7)の2本立てのモデル規準があ

るが,許容応力度設計では以前からの分類でタイプ1, 2, 3に分かれており,タイプ3が

部分拘束(PartiallyRestrained)という半剛接合骨組であるo一方, LRFDでは,許容応力度

設計におけるタイプ2と3を統合して部分拘束に分類している。これは,どのような接合

部でも何らかの拘束があるという認識に基づくものであると解説されているが,従来のタ

イプ2 (Simple Framing)の取り扱いを排除しているわけではないoこれらは主に,実験デ

ータの蓄積により,ある程度実験的な裏付けのとれた半剛接合部の曲げモーメント回転角

関係を仮定できるようになったという機運が背景となっている。

ユーロコード3では,骨組の分類としてはAlscのタイプ1, 2, 3に対応するものになっ

ているが,弾性解析,剛塑性解析(極限解析),弾塑性解析のいずれを適用するかによって,

使用できる接合部タイプが指定されている8)。すなわち,接合部耐力に対しては,全強(Full

Strength),部分強度(Partial Strength),ピン(NominallyPinned)の3種,接合部剛性に関し

ては,剛(Rigid),半剛(se血i-Rigid),ピン(Nominally Pinned)の3種・というように剛

性と耐力に分けたきめ細かい分類がなされており,弾塑性解析を適用する場合には,耐力

と剛性の組み合わせで接合部の性能が指定されることになる。

2
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表1-2　欧米の規準における接合形式による骨組の分類

米国鋼構造協会 (A ISC ) ユーロコード3 (E C 3)

荷重耐力係数法 許容応力度法
骨組の分類 解析法

用いることのできる
(LR F D ) (A SD 接合部のタイプ

FR .
(Fully R estrained )
完全拘束

タイプ1 連続

弾性
剛 (R igid)
ピン

剛塑性
全強 (FullStrength)

(R igid Fram e) (C ontinuous) ピン

弾塑性
剛で全強

ピン

PR
(P artially R estrained)
部分拘束

タイプ2

(Sim ple Fram ing)
単純
(Sim ple)

静定 ピン (N om inally Pinned)

タイプ3
(Partially R estrained)

半連続

(Sem i-C ontinuous)

弾性
半剛 (Sem i-R igid)
剛
ピン

剛塑性
部分強度 (PartialStrength)

全強
ピン

弾塑性

半剛で部分強度 .
剛で部分強度

半剛で全強 .
剛で全強
ピン

文献5)によると　Lorenz.9)は,このような半剛接合部を,鋼構造物の設計に導入すること

によって期待される利点として,

1.接合部に内在する変形を考慮することによる部材への応力集中の緩和

2.地震荷重に対して接合部のエネルギー吸収による応答変位の抑制

3.終局限界状態よりは使用限界状態に達することが多いこと,被災後の既存建物の

補強設計が容易になること

4.半剛接合を構造解析で考慮することが刺激になって,構造設計プロセス自体に関

心が高まり,結果として良い設計が生まれること

5.仮に接合部の挙動の評価に誤差があっても,少なくとも完全剛やピンの仮定に基

づくものよりは,より真実に近い挙動に基づいて設計が行えること

などを指摘している。

1994年1月に起きたNorthridge地震では,鋼構造骨組で溶接接合部の破壊例が多数く観

察された10),H)我が国においても, 1年嘘の1995年1月の兵庫県南部地震において,鉄骨

ラーメンの柱梁溶接接合部近傍で多数の破壊例が観測され12)同じ問題が現実のものとな

りI,接合部自体の~変形能力や靭性が重要であることが明らかとなった。

軽量鉄骨や工業化システム住宅(いわゆるプレフアブ)の鉄骨建築等の分野においては,

既に半剛接合は一般に広く用いられている。それらの設計は,単品に対する構造設計では

なく,システムに対する構造設計であり,経済性や品質管理の容易さがきわめて重視され

るために,半剛接合部がいち早く導入されたものと思われる。これらの半剛接合部は,数

3
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多くの載荷実験結果に基づいて非線形回転バネがモデル化され,組織的な構造解析に用い

られている5).よって, L。renzの指摘した半剛接合の上記の利点4, 5は,我が国のプレフ

ァブの組織的な構造設計においては,すでに実証されており,今後,重量鉄骨の構造解析

の分野においても半剛接合部が設計の中に導入されていくものと思われるo

1.2　本研究の目的と概要

半剛接合部を骨組解析に導入する場合,計算の簡便さ,実験結果との整合性などにより

通常,変形を材端に集中させたモデル化が行われる。このような材端に変形集中部を持つ

はりの剛性方程式の誘導方法で,最も簡単な方法は,変形集中部をバネ要素でモデル化し,

通常のはり要素の剛性方程式の材端自由度に重ね合わせることで定式化する方法である・

この場合,通常のはり要素に比べ,材端に内節点自由度が付加される形となり,半剛接合

部を有するはり要素と有しないはり要素が混在する問題では,解析プログラムのアルゴリ

ズムが複雑になるという問題が生じる。また,大規模な立体構造物の解析では,大幅に解

析自由度が増加し,計算効率が悪くなる。このような問題を回避するためには,内節点自

由度を他の自由度との関係式を用いて縮約し,材端のバネ要素までを含めたはり要素を統

一的に定式化する必要がある。そのような内節点自由度の縮約を行った半剛接合部の定式

化には,いくつや、の方法があるが13),14),15)最も基本的なものとして,静的縮約法を用いた

方法がある16)この方法は,はり要素端部に長さOのバネ要素を付加し,はり要素とバネ

要素の接合節点である内節点自由度を節点力の釣合条件を用いて縮約する方法であるo平

面骨組に対する同様の手法は, ChenとLui17)によっても提案されており, ChiouとLin18)

は,部材要素に分布荷重が作用する場合の定式化も示している。立体骨組を対象としてい

るものはAl-BermaniとKitipornchai19), HsiehとDeirlein20)の論文に見られるが,いずれの研

究も半剛接バネは回転に関するバネに限定されている。また,半剛接合部を有する骨組の

静的な問題に関しては,幾何学的非線形を考慮した立体骨組の非線形解析にまで発展して

きている21)動的な問題に関する研究はGuo-Qiang Liら22)とL. E. Suarezら23)の論文等に

見られるが,本論文で提案する手法は,固有振動解析や座屈解析をはじめ16)動的解析に

も適応可能である24)。また,本手法は立体骨組解析への拡張も容易であり,曲げバネの他

にせん断バネ,軸方向バネをも統一的に定式化することができるため,免震装置として建

物の柱脚と基礎の間に用いられる積層ゴムアイソレータ(せん断バネ)や,杭基礎と地盤

の間に生じる抵抗バネ(軸方向バネ)等の任意自由度のバネを有する骨組解析を容易に行

うことができる。

本研究の第一の目的は,半剛接合部を有する骨組の構造解析を行う際に必要とされる,

より一般的で汎用性の高い半剛接骨組要素を提案し,半剛接合部を有する建築骨組の静的

応力解析,固有振動解析,座屈解析,動的弾塑性解析の⊥連の解析法を確立することにあ

る。

また,最近では,半剛接合部の最適設計に関する研究も盛んに行われており,海外では,

4
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弾性設計において半剛接骨組は剛接骨組よりも鋼材総重量を低減できるという報告もある

25)。ただし,この論文では水平力を考慮していないため,そのまま我が国に適用することは

困難である。

そこで,本研究の第二の目的は,我が国の設計基準に基づく応力と変形の制約条件下に

おける半剛接建築骨組の最適設計を行い,半剛接合部の最適配置および最適剛性を求め,

建築骨組における半剛接合部の応答特性を調査することにある。

本論文は,第1章序論を含め全11章により構成されている。第2章以後の概要を以下に

蝣):-

第2章では,半剛接合部を有する骨組の剛性方程式の誘導方法についてまとめる。この

とき,接合部の剛性は接合部分の相対回転角に対して作用するために,骨組解析の節点自

由度に内節点自由度を付加する必要があるが,この内節点自由度を要素レベルの段階で節

点間における力の釣合条件に基づいて縮約し,プログラミング上より扱いやすい要素の定

式化を行う。こ-のような要素の剛性方程式は,何らかの方法で導けばよいわけではあるが,

半剛接はりの力学的意味を理解する上で有効となる代表的な4通りの導出法による定式化

を示し,いずれの導出法も最終的には同じ形の式となることを示す。また,基本例題によ

って静的応力解析における半剛接合部の基本特性を示す。

第3章では,第2章で示した半剛接はり要素モデルを固有振動解析と座屈解析に適用し

た場合の有効性を検討し,その適用限界を明らかにする。

第4章では,第3章までに示した半剛接はり要素モデルに新たにダッシュポット減衰を

考慮した要素を提案し;本要素の動的応答解析における節点自由度の静的縮約に関する誤

差についての検討を行う。

第5`章では,半剛接合部の非線形特性を考慮した建築骨組の静的弾塑性解析を示す。そ

のとき,接合部の曲げモーメントと相対回転角の関係(〟-o'関係)を,これまで実験的研究

によって得られている6種の代表的な半剛接合部の非線形特性を用いて評価し,塑性ヒン

ジ法に基づく静的弾塑性解析を行う。接合部の〟-β関係は, Richardらによって提案されて

いる非線形関数で評価する。解析モデルには,実設計の立場から主要骨組に対レて塑性設

計が行われている6層3スパンの鉄骨造建物を用いて,そのすべての階のはり端を同一の

半剛接合部を仮定し,荷重増分法による静的弾塑性解析を示す。

第6、章では,第3章に示した固有振動解析をさらに発展させ,半剛接合部を有する骨組

の弾塑性地震応答解析法を示す。このとき,本手法は質量系を集中質量として扱う場合に

は内節点自由度の縮約誤差が生じないため,解析では集中質量系を仮定する。そして,第5

章と同様の6つの代表的な半剛接合部の〟 -β関係をBi-linear型復元力特性で近似して,

梁端に半剛接合部を有する建築骨組の激震時における地震応答特性を調査する。なお,第6

章の解析例では,第5章に示した解析モデルと同じ6層3スパン鉄骨建物を用いて動的弾

塑性解析を示す。

第7章では,剛接鉄骨骨組構造を対象にした最適設計プログラムの開発に必要な理論お

5
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よび計算法の概要を示し,最小重量設計における局所解の発生パターンについて検討を行

う。そのとき,本計算法は,逐次線形計画法(Sequential Linear Programming Method: SLP掛

を使用しているため,初期値に依存して異なる局所解に収束する場合があるoこの局所解

は建物の形状によってさまざまな傾向を示すが,本章では, 5層3スパン骨組構造モデルを

例にとり,初期断面と局所解の関連性についての検討を行う。

第8章では,第7章に示した解析法をさらに発展させ,半剛接合部を有する建築骨組の

最小重量設計を示す。半剛接合部を有する建築建物の最小重量設計は,接合部の剛性と部

材断面積を設計変数とし,,建物の鋼材総重量を目的関数として,逐次線形計画法によって

解析する方法(論文中,解析法1と表記)と,接合部の剛性を数種の離散値とし,その組

み合わせ最適問題を遺伝的アルゴリズムによって求める方法(論文中,解析法2と表記)

の2通りの解析法を示す。そして,剛接建物と半剛接建物の最小重量設計を行い,それら

の解を比較することで,半剛接合部の最適配置と最適剛性を調査する0

第9章では,第8章に示した方法をさらに発展させ,はり成と幅厚比の制約を行った建

築骨組の最小重量設計を示す。これは,施工性,保有耐力など第8章で示した本解析法の

制約条件にはない事項を考慮した解析法である。そのとき,鋼材データベースを作成し,

そのデータベースからユーザーが自由に使用部材系列を選択できるようにすることで,解

析プログラムに設計者が経験的に用いている部材の制約条件を解析に考慮させる。そして,

はり成と幅厚比の制約を行った建築骨組q)最小重量設計を示す・

第10章では,接合部コストまで含めた建設コストの最小化を目的関数とし,長期及び短

期荷重下における各部材の応力度比と各層の層間変形角が許容値を満足するような最適設

計問題を定式化する。このとき,接合部のコストは,ピン接合は細接合に比べて4割コス

ト低減すると仮定する。そして, 5層3スパンから10層5スパンまでの鉄骨建物の解析例

によって,コストを最小にする半剛接合部の最適剛性と配置を調査する。

最終第11章においては,前章までに得られた事項を要約し,本研究の総括的な結論を導

く。

1.3　関係論文

A.論文発表

1.松本慎也,藤井大地,藤谷義信:半剛接合部を有する骨組の弾塑性坤震応答解析,鋼

構造年次論文報告集,第4巻　pp.339-346, 1996年11月

2.松本慎也,藤井大地,藤谷義信:接合部の剛性と減衰を考慮した半剛接骨組要素の開

発と精度について,広島大学工学部研究報告,第46巻,第1号　pp.79-85, 1997年9

月

3.松本慎也,藤井大地,吉田長行,藤谷義信,貴弘量,日比野信一:地盤と建物の動的
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相互作用に及ぼす地盤改良の効果,日本地震工学シンポジウム論文集　pp.1855-1860,

1998年11月

4.松本慎也,荒井宏,春日康博,平田裕一,山本憲司,藤井大地,藤谷義信:鉄骨骨組

構造の最小重量設計に由ナる局所解の一例,構造工学論文集, Vol.45B, pp.249-258, 1999

年4月

5.松本慎也,平田裕一,藤井大地,藤谷轟信:端部に変形集中部を持つ鋼構造はりモデ

ルに関する研究,鋼構造年次論文報告集,第7巻　pp.419-426, 1999年11月

6.松本慎也,春日康博,藤井大地,藤谷義信:接合部のコストを考慮した半剛接鉄骨骨

組の最小コスト解析,日本建築学会構造系論文集,第528号　pp.113-119, 2000年2月

掲載決定

B.口頭発表(筆頭者が口頭発表者)

1.井上剛史,松本慎也,藤井大地,藤谷義信:有限要素法による半剛接接合部を有する

骨組の-解法　その1静変形解析,日本建築学会大会学術講演梗概集(北海道),棉

造B-l, pp.319-320, 1995年8月

2.松本慎也,井上剛史,藤井大地,藤谷義信:有限要素法による半剛接接合部を有する

骨組の-解法　その2　固有振動解析,日本建築学会大会学術講演梗概集(北海道),

構造B-1, pp.321-322, 1995年8月

3.松本慎也,藤井大地,藤谷義信:半剛接合部を有する骨組の地震応答解析,日本建築

学会中国・九州支部合同研究報告集,第10号　pp.357-360, 1996年3月

4.上杉義則,松本慎也,藤井大地,藤谷義信:半剛接合部を有する骨組の弾塑性解析-そ

の1静変形解析,日本建築学会大会学術講演梗概集(近畿),構造C-l, pp.567-568,
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本建築学会中国支部研究報告集,第20巻　pp.101-104, 1997年3月

7.上杉義則,松本慎也,藤井大地,藤谷義信:半剛接合部を有する骨組の静的醸塑性特

性,日本建築学会中国支部研究報告集,第20巻　pp.97-100, 1997年3月
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第2章

半剛接合部の定式化

2.1　はじめに

鉄骨骨組構造の接合部形式には様々なものがあり,通常の嘩造解析で仮定される剛接合

やピン接合の条件を満足しない場合がある。このような接合部のことを半剛接合部と言う。

現在,一般的に半剛接合部と札鉄骨骨組の柱梁接合部において,金物を介してはりを柱

に高カボルト接合する接合形式のことであり,このような接合形式は,従来の溶接接合の

ような剛接合とピン接合の中間的特性を示す-.骨組解析に半剛接合部の力学的特性を評価

する場合に,計算の簡便さ,実験結果との整合性などから,通常,変形を部材端に集中さ

せたモデルが用いられる.本章では,このような,半剛接合部を有する骨組の剛性方程式

の誘導方法につ高てまとめるOこのとき,接合部の剛性は接合部分の相対回転角に対して

作用するために,骨組解析の節点自由度に内節点自由度を付加する必要がある。本論文で

は,この内節点自由度を要素レベルの段階で節点間における力の釣合に基づいて縮約する

ことで,プログラミング上より扱いやすい要素の定式化を行う。このとき,このような要

覇の剛性方程式は,何らかの方法で導けばよいわけではあるが,半剛接はりの力学的意味

を理解する上で有効となる代表的な4通りの導出法による定式化を示す。なお,本研究で

は2.2節に示す導出法を基本導出法として,.第3章以降での半剛接合部の解析に用いる。

2.2　静的縮約法による半剛接合部の定式化

半剛接合部を有するはりの剛性方程式の導出法の中でも,もっとも基本的なものが,静

的縮約法による定式化である。この方法は,はり要素端部に長さOのバネ要素を付加し,

はり要素とバネ要素の接合節点(内節貞)の自由度を節点力の釣合条件を用いて縮約する

方法である1)。この方法の利点は,内節点の釣合条件に基づいて定式化が行われるため,は

り要素に分布荷重が作用し,内節点での力の釣合に外力項が存在する場合にも同様の手順

で定式化ができ,容易に分布荷重に対する等価節点力を導出できることである。以降,静

的縮約法による軍剛接合部の定式化を示す。このとき,要素に分布荷重が作用しない場合

と,作用する場合のそれぞれの定式化を示す。
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2.2.1要素に分布荷重が作用しない場合の定式化

(1)曲げバネを有するはり要素モデル

e卿o甲. -　O等感、04
i p q j

バネ剛性K >　　　　　　　　　　バネ剛性K-

図2-1曲げバネを有するはり要素モデル

図2-1に示すような,はりの軸方向座標をⅩ座標にとり,部材断面内方向をy,Z軸にと

り,要素両端に曲げバネ剛性　　　の畢さOのバネ要素を有するはり要素モデルを考えるo

このとき,要素ipの剛性方程式は次式となる.

-K->¥m-,

¥m-.(2.1)

ただLm,,は節点iのZ軸まわりの材端曲げモーメントでありm,,は節点pのZ軸まわ

りの材端曲げモーメントである。

また,要素qJ'の剛性方程式も同様に次式となる。

[葺劃¥m-

'ォI"1*(2.2)

ただしma?は節点qのZ軸まわりの材端曲げモーメントでありm,,は節点jのZ軸まわ

りの材端曲げモーメントである。

要素pqは通常のはり要素であり,剛性方程式は次式となる.

12EIJ 13

6EI2 /12

-12EIJ13

6EIJl 2

Vi

K

VJ・

zg

U

m甲

h

m'*!

(2.3)

ただし, Eははり材料のヤング係数, IzはZ軸まわりの断面2次モーメント, lは,はり

要素の長さであり/*サォ.zpは節点iのy方向の材端力と節点pのZ軸まわりの材端曲げモー
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メント'/*ササ,は節点jのy方向の材端力と節点qのZ軸まわりの材端曲げモーメントであ

る。 (2.1), (2.2), (2.3)式を重ね合わせることによって,全体要素ijの剛性方程式は次式とな

る。

UEIz

13

K

㌢　-a.:1

-号　0
㌢　o
O 0

早+K>
6EI,

12

2EI,

J

O

12EI,

;3

一旦竿十Kf;:

-K?　Kf

Vi

O*

0*

ft

*,

-1

/*

m,

mw

u

mzォ

m,

重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから　mzp>mzはoとなるので,

(2.4)式は次式となる。

UEI,

13

K>

竿　-K-

一撃-　o

iif-　( I

O 0

早+K'
6EI,

L2

2EI,

J

O

1 2EI.

L3

一昔　半十Ki-
t2

-*?　k:

(2.5)式の節点力がoとなるp,q節点に関する行を取り出すと・

(2.6)式をozp>dzqについて解くと,

6EIz (2EI, + K--1)

:::!-
l¥

6EI2 (2EIz + K->1)

l　　　βV

ft

6*

04,

VJ

0-*

*

h
m,,

0

u
0

f".i

A,旦　0
J2

0　-竺-*?
72

V.I

0ォ

VJ

**

l(4EI2 +Kfl) 6EIz (2EI2 +K 'l)　2EIzK"/l

βy l　　　βy

2EI KH　　6EIz (2EIz + K->1)

/>.,　　　　　　　/>'.

14

A

l(4EIz + K-'l)

V.・

On

V]
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ただし　pv -12(」/2f +4EIz(Kp +Kef)l+K?KfI2

一方. (2-5)式からi,j節点に関する行を取り出すと,

0

K->

0

0

0

0

Vi

ezi

lサ

ー1

(2.7)

(2.8)

(2.7)式を(2.8)式に代入すると,内節点自由度を縮約した要素剛性方程式が次式のように得

tynる、

*n Sym

v22

V33

V42　　V 43

V,

0*

VJ

O*

u
m,,

u
m,

(2.9)

ku-

*22 -

ここに,

12EIz l{EIz{K? + K7 ) + K?KP}

l3Ky

4EI2IK^(3EIz+Ke
j'l)

L32

*ォー

*43

/　　　　」

6EI IK^ (2EIz +Ke;l)

/　　　　　V,.

6EIz IK-> {2EIz + K-*l)

I2　　　　K

6EIz IK? (2EIz + K->1)

re,,

*3iォ-

k33 -

*ォ-

*21 -

6EIzlK!-(2EI,+KB
j-1)

K¥,

12EIz l{EIz(K-'+ K-') + K->K<;>1}

rK

12EI,l{EIt(Kf'+K'
j-)+K?-iq-1}.

2EI. l2K->Ke;

ォ44 -

/　　*-,ち

4EI2 IK-* (3EI2 + K->1)

'　　　　　*-,、

ただし　Fv -12(EIzf +4EIz(K-> +K?)l+K-*K]'I2

また,接合部剛性を剛接合からピン接合まで一般的に扱うために,次式のようなAを用い

て接合部剛性を表す。

V　4」/2
Kf- --
i-r-　i
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K?-
^　AEL
1-A*

(2.ll)

このときのAを接合係数と定義する(2.10), (2.ll)式中の接合係数はA-0のときピン接

令, A=lのとき剛接合,その間が半剛接合の接合部剛性となり,一般的な接合部剛性を表

現することができる(2.10), (2.ll)式を(2.9)式に代入し整理すると,要素剛性マトリックス

は次のようになる。

^l

"・31

V43

kn-

*22 -

i2Eiz　^ +a;- +2^-a;-

Z3　3+V'+^-K-A,午

4EIz V'W+3)

i　3+%・+*.;蝣-%蝣

6EL　　2¥'-(Å　+1)
*32 =-

*41 =

*ォ

I2　3+.V+AJ- -VA,午

6EI,　2tf(tf'+l)

i2　3+a;< +a** -a;*a;>

6EL　　2A?- (^- + l)

I2　3+Af +AJ--A/A.

*2I

6EIz　2^(A;-+1)

*31 -

*33 -

*42 -

Z23+tf十K-Btle>^X)

12ELv+Å+2a;A.

r3+ギ蝣+A7-4S>j92

ォIlet12EIzK*+*蝣?+W-*;

i3　3+a;<+Å　-KA,?Z

2EL　　　4^ a;*

*44 =

I　3+tf+tf-tf'tf

4EI,　A W'+3)
9サas</蝣3+A**+A;--%'k]

(2. 12)

ここに,

上式を用いることで,外節点のみの自由度を用いて半剛接合部を考慮した骨組解析を行

ぅことができる。また,上式は接合係数Aの値をOから1まで変化させることで,ピン接合

から剛接合までの要素剛性マトリックスとなり,骨組の接合部を一般的に扱うことができ

る。

相対回転角の計算方法

半剛接合部の接合部剛性は,要素端の外節点と内節点との相対回転角に対して定義され

るため,相対回転角を計算する必要があるoここでは,相対回転角の計算方法を示すo

(2.9)式の剛性方程式から求まった外節点変位を(2.7)式に代入することで,内節点変位が求

まる。このとき, (2.10)式, (2.ll)式の関係式を(2.7)式に代入すると次式となるo

16



第2章　半剛接合部の定式化

3(a;> -ixa;< +i) 4tf

1(3+^十　一%'k?) 3*%蝣+*.'蝣-%蝣A,?I

3(V十1)(A:I -1)　　2a;< (Å蝣r -D

1(3+a/> +xf -a/-x]>) 3+v +a;- -v-a;<

3(^ -1)(考+1)
/(3+vォ+x-> -^a;ォ)

W +i)(a;- -i)
/(3+^ォ+*.-< -Af'tf)

W -IK
3+A?'+X"'-k->A,?I

4a;-

3+A" +tf-V%

(2.13)

上式によって求めた内節点変位から,節点iと節点pおよび節点qと節点jの相対回転角

o*.Mま次式のように計算されるo

vzi -Vzp -6zi

dzj -dx, -dzj

(2)曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

バネ剛性K,y '、 、Ml"l性K¥

図2-2　曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

図212に示すような,要素両端にせん断バネ剛性k:,k]曲げバネ剛性Kl-Xfの長さO

のバネ要素を有するはり要素モデルを考える。こ`のとき,要素ipの剛性方程式は次式とな

る。

wW-i扇

1M-

A"

o jo

-k:　o k:

0　　-K K

K} -[v, szi vp 6zp], {fipf -[/,/ mzi fyp -zp]

ここに,

(2.16)

ただし' /wサmォは節点iのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであり,

17
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第2章　半剛接合部の定式化

fyp'mz,は節点わのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

また,要素q]'の剛性方程式は次式となるo

:mK) /.

kf-[v< eォv> ef]'M　-[fサmォf* mA

ここに,

(2.17)

ただし'/.サ.ォは節点qのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであり,

ら."nは節点jのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントである。

要素pqの剛性方程式は次式となるo

[*]{*}-{/}

12EIJ13

ft. -

ここに,

6EIJ12　4EIJI

-uEIJf　-6EI2/l2　yIEIJf

6EIJl2　2EIJI　-6EIJ12　AEIz/l

K)'-[サ,サ.甲　e*]> {ff>} -[fyp mv f>* m*A

(2. 18)

ただし/,yp>mzpは節点pのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであり,

・x>mォiは節点qのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

(2.16), (2.17), (2.18)式を重ね合わせることによって,全体要素ijの剛性方程式は次式と

なる。

ww-w

18

ここに,

(2.19)
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p. -

0　　-K?

0　　　0

管+K?
6 EI,

J2

¥ 2Bl,

早+K>
6」7,

12

o o　　等≡　　2竿
0　　　0　　　　0　　　　　0

0　　　0　　　　0　　　　　0

管+K]
6EIz

J2

-KJY

O

早+*?
K]

-*?

Kl-b甲2?ォ].

{/}-[f,imサfypm*pf,
Iyqmzqfyjmv]

重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから'fvサm窄>fyq>mzqはoとなる

ので, (2.19)式の3-6行目を取り出すと次式となる。

[*;]k}+MK)-M
ここに,

*-

土筆+k:
6EI,

12

12」/2

早+K-'
6EI,

J2

2EL

l

翠+kv;
-号　竿+K

・-

-K

O　　-K-

0　　　0

0　　　0

(2. 20)

W-h

したがって,内節点変位R.1と外節点変位Kとの関係式が次式のように導かれるo

{'-}蝣つ*-]" [<PR] W-p-] W

[c-]-

ここに,

K-knK<K-^K'ku

Kv
p'k2iKzp-k22蝣*¥ft23J^-zq"-24
TC蝣kKe-k'Kv-k'K6-k
AzpKi2^q"33Az?/C34

K<iK'k*K'KiKq-K

19

Cll C12　C13　C14

C21　C22　C23　C24

C31　C32　C33　C34

u43　　U44

(2.21)
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ただし　k'On-l-4, n-l-4)は[*-]蝣のマトリックス成分を表している。

マトリックス[¢∫]の成分を具体的に示すと以下のようになるo

+12EIzKf'KfI+12(EIzfK]l2十4EIX*Kv
}13+4EI2Kv
jKfI3+K?'K]Kef/4)

KJ [12(EIz fKf'+ 12(EIz fKf

6EIzK?'K'
}l(2EIx+Kfl)

c, =~

C14 =-

C31 =

A.

6EIzK]Kefl {lEIz + K?'l)

Pvc

Kf'[12(EIz )2KJ + 12(EIz )2K;

c13 =

P'ド

12EIzK] (EIzK-> +EIzKf蝣Kf-K'/l)

r>

6EIzK*K]l (lEIz十Kfl)
C21 =-

Hvs

+ 12EIzKJKfl + 12EIzK)KBfl + AEIzK]K]l3 + KJK'Kfl* )

6EIzKJK]l (2EIz + Kfl)

/*..I

A.

2EIzKf (6EIX + 6EI2K] - K^Kjl3 )

12EIzKl[EIzK-'+EIzKf+K?>Ke
j>l)

Pys

K] (12(」/2 fKf'+ 12(」/2 fKf

βvs

6EIzKjK*lfah + Kfl)
rt.

+12EIzK-<Ke
j'l+12(EIz)2K!l2+AEI^JK**?+AEI^JK]*?+KJKf'Kfl*)

6EIzK!K?l (2EIt + K-'l)

βvs

Cii --

2EIxK? (6EI*KI + 6EIzK] - KJK]!3 )

/サ: ,

A.

6EIziqK'
}l(ZEI,+Kf-1)

βus

eEix^i yiEi^ + K-* i)
Pps

ただし,

β-12(EIzYKJK-'+12{EIz)2K->K]+12(EI2)2K;Ke
j'+¥2{EIz)2K]Ke
j'+12EIzK*K->K->I+12EI2Kf'Kv
jKfl+12(EIzfK;Kv
jl2+AEIzK;K!'K^+AEIzK;Kv
!Ke
j'l'+W-K'

rf'l*

したがって, (2.21)式の関係より,節点自由度を外節点自由度のみに縮約する関係式が,

変換マトリックスfc]を用いて次式のように導かれるo

W-fc]R

20

ここに,

(2. 22)
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fc

1　0　　0

0　1　0

ci2　ci:

C21 C22　C23

C31 C32　C33

C41 C42　C43

0　　0　1

0　　0　　0

0

0

C14

C24

C34

C44

0

1

Hi -[v.

(2.22)式を(2.19)式に代入し,左からKJを掛けると,次式のような剛性方程式が得られ

る。

p]R}一括)

ここに,

ft] -fcj ft]fc].

ただし,

kn-

伍「-W /.

[f*　m,%　u

12EIXK] (EIz呼+ EI2Kf + K--Ke;l)

k31 --

^22 -

*v.∫

12EIzKJKv
j(EIzK?*+EIzKf+Kf'K'
1'l)

*",∫

m,{　軒

ku

""21 ""22

k31 k:32

V42　　V 43

6EIzK*K-*K]l (2EI, + KfI)

*'

6EIzK!K]Kefl {2EIz + Kf'l)

Kvs

4EI2K?>(3EIzKJKe
f+3EIzKv
jKf+3EIzKJKv
jl2+KJKv
jKfl3)

*,,

k32 千-

*33 -

*44 -

6EI2KJK->K]l(2EIz+Kfl)2EI,K?>Kf(T6EI2KJ-6EIzK]+K*Kv
jl3)

tt_

KV K,,,

12EIXK] (EIX- + EIzKf +Kf-Ke;I)　sEI^K]^I(2EIx + Kf-1)
Kvs

4EIzKe/ (3EItKJKf- + 3EIzK->K] + 3EIzKJK]l2 + KJKf'K]l3 )

K¥,

(2.23)

kvs-12(EIzfKJK->+12(EIz)2K->Kv
j+12{EIz)2KJK->+12(EIz)2K]Kf+12EIzK;K-'KB
j>l+12EIX'Kv
jKfl+12(EIz)2KjKv
jl2+4EI2K;Kf'Kv
}l3+4EIzKJKv
jKe
j'l3+KjK->K]Kefl

また,接合部剛性を剛接合からピン接合まで一般的に扱うために,次式のような接合係

数Aを用いて接合部剛性を表すと,

21
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K'
Kf- =-
1-tf

^

K'-一司
a;

K　=-
i-a;

*蝣]

x -仁万

4EL

1

4EL

J

12EL

/3

1 2EI,

13

(2.24)-(2.27)式を(2.23)式に代入すると要事剛性マトリックスは次のようになる。

kn

kkォ.21A-22

k31k32ky

v42

ここに,

*　-

*22 =

*32 =

*ォー

12EIz WW'+tf +W-tf)
K,,,

6EIz 2V-VW'十1)

4EL K>{Å;-a; -a/(-a* -3人; +W)}

K,,,

6EIz 2^KW +1)AJ
K,,.

6Eiz 2a;-^a;(V +i)
if,,,

6EIz 2A;-VW'+1)
*43 - -三≒÷

I2

k33 -

*42 -

(2.24)

(2.25)

(2・26)

(2. 27)

(2.28)

Kサ

12EI, VW'+Å　+2V-W
Kv,

1ZEI, W +X? +2tfA )a;
K...

2EIz 2^A.;-{-a; + ^(-i+ 4a;)}
/　　　K..

4」/z -^ {^ (Af(-l十a;)- a;)-3a;a;}
*44 =二÷ヱ

K.,,

K... -申; +^(a;> +3A,T一申JT)十^ (a; +2申; -a/(-1-2人+K +5桝;>)

上式を用いることで,外節点のみの自由度を用いて半剛接合部を考慮した骨組解析を行

うことができる。

相対回転角の計算方法

相対回転角の計算方法を示す。まず, (2.23)式の剛性方程式から求まった外節点変位を

22
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(2.21)式に代入することで,内節点変位が求まるo

このとき, (2.24)式, (2.25)式, (2.26)式, (2.27)式の関係式を(2.21)式に代入すると次式とな

る。

Vp

0,

Vq

K

cll c13

U22　　U23

U32　　U33

U43

Vi

d,:

V1

-1

(2.29)

ここに,

cll =

C13 =

v (-tf -3a; +^(-i+a;-(-2+3a;)))
α

(-i+ V)(^ + a;- + ^-a;-)A,Y

C21 =-

cn=

c,, =

-33

α

3(-i+ tf-)va+w
la

3(-i+^k(i+^m;
la

C22 =

TO* +a;- + 2^8-a;-x-i+a;)

w(-1十ォ+A m;

z(i+^x-i+wa;

x?'(-(1+2>Xf )AJ +XI(-1- IX) + X)'(-3十6a;サ)

(-i+ V'W- (-a;

α

+〟(-1+ 4AJ))
α

/A^A/a+AfX-L+ AJ)

-3A;" -Å　+^'(-l+(-2+3^)a;-) a;

C41 =-

C43 =

a

3(1+ ^ KH+ A;*)A,Y
la

3(t+ tfK(-i+ ^)A,T
la

C42 =-

α

za+v-)W(-i+*;)
、a-

4m-i+a;-X-a;十方(-i+ 4a;サ

Aサ< (-(l+3AfoAj +¥卜i-2a; +V(-3+6a;サ)

a-一桝; +^(-a;- ⊥3a; +桝;)+V (-(i+2a;-)a; +^ト112Å +a; +5申;>

(2.29)式より,内節点p,qの変位を求めることができるoその内節点変位とすでに求まっ

ている外節点変位の差を計算することで,相対回転角を求めることができる。

23



第2章　半剛接合部の定式化

(3)軸方向バネを有するはり要素モデル

p q

バネ剛性K,T　　　　　　　　バネ剛性KJT

図2_3　軸方向バネを有するはり要素モデル

このはり要素モデルは,前節と同様に通常の要素pqと半剛接バネ要素ip> qjの重ね合わ

せで表せるので,全体要素ijの剛性方程式は次式となるo

p]k"}-{tfi

囲-

A"

-k;壁+K?
J

0　-*ア
J
壁+K)
∫

-K*　　K]

KT-[ォォォ,ォ,サ;]・{/;}-[/* ^ ^ ^]

ここに,

(2.30)

重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから'Jxp>Jxq'まoとなるので,

(2.30)式の2, 3行目を取り出すと次式となるo

[<]W+ Fォ]RWO}

m
壁+Kサ
∫

EA

J

且4

J

壁+K]
∫

['サ]蝣言Eu一芸Jl

W-hォ.]・-{<} -[ォ・ォi]

24

ここに,

(2.31)
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したがって,内節点変位klと外節点変位軽)との関係式が次式のように導かれる。

teHqk)

--A--　　」-1 i¥-

' C21-

A Pu

(2.32)

ここに,

ただしpu-K?Kサ
]+竿(K?+K"

})

したがって, (2.32)式の関係より,.節点自由度を外節点自由度のみに縮約する関係式が,

変換マトリックスfclを用いて次式のように導かれるo

M-fc]{可

1

cn

4

0

極) -[-, ",]

(2.33)

ここに,

(2.33)式を(2.30)式に代入し,左から[㌔rを掛けると,次式のような剛性方程式が得られ

る。

囲ft}一回

ここに,

酎-Dr.J [*,"]&:
EAKI K] eak; k)

EAK"+EAK+K?K"
}1EAKl+EAK"
,+K;K]l
EAK" K"　　　　　　　EAK? K"

-1t.J f;¥

-[/- /*蝣

(2.34)

且AKu
t+EAK]+K"Kujl且4K;+EAKj+K^K]l

25
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また,接合部剛性を剛接合からピン接合まで一般的に扱うために,次式のような接合係

数Aを用いて接合部剛性を表すと,

K?=
a; ea

1-Af /

a; ea

トÅ; ～

(2.34)式の剛性マトリックスは次のようになるo

EA X^ X)

/ a;+a;-a;a;

E l A.:L

i a;+a;-a;a;

以　　a*a;

/KAuIUlll
蝣--A;A;

EAa;a;

lギ+a;;-^a;

(2・35)

(2.36)

(2.37)

上式を用いることで,外節点のみの自由度を用いて半剛接合部を考慮した骨組解析を行

うことができる。

相対回転角の計算方法

相対回転角の計算方法を示す。まず, (2.34)式の剛性方程式から求まった外節点変位を

(2.32)式に代入することで,内節点変位が求まるo

このとき, (2.35)式, (2.36)式の関係式を(2.32)式に代入すると次式となるo

/.:"　　　　Au - A."1/-;

a;+A.. -A-Aj At +A. -A.A,T

K -KX)　　　A,T

a;+a;-a;a; v A..-A;A蝣

(2.38)

(2.38)式により求めた内節点変位とすでに求まっている外節点変位との差を計算すること

で相対回転角を求めることができる。
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(4)ねじりバネを有するはり要素モデル

L. e-,伝
oォ　　　　　　　　K

i P

バネ剛性K->　　　　　　　　バネ剛性*?

図2-4　ねじりバネを有するはり要素モデル

このはり要素モデル札前節と同様に通常の要素pqと半剛接バネ要素iP'qjの重ね合わ

せで表せるので,全体要素ijの剛性方程式は次式となる。

ft'l KM'.'}

w

Ki

-K'旦+*r
J

GL

J
盟+*?
∫

-K-　　X?

{<}r-p, *　exq exj], {/・} -[m, m甲m-　-A

ここに,

(2.39)

重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから, m坪m*<iはoとなるので,

(2.39)式の2, 3行目を取り出すと次式となるo

[*:;]R}+[<]k>M

ォー
旦+ K¥ex

～

c;i、

1

(>i.

J

隻+*?
∫

[・・-]蝣-R芯]

K}r-K M'M-Io- eA

27

ここに,

(2.40)
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したがって,内節点変可c)と外節点変位{<}との関係式が次式のように導かれるo

K}-P]k*}
ここに,

i^K一　竿^-∴
-21

ft..　　　　　#.

ただし, β -K>畔十号(K-*+Kf)

(2.41)

したがって, (2.41)式の関係より,節点自由度を外節点自由度のみに縮約する関係式が・

変換マトリックスfc]を用いて次式のように導かれるo

k}-fc]{舶

1　0

c,i

u22

0　1

t軒-p- e*]

(2. 42)

ここに,

(2.42)式を(2.39)式に代入し,左からWを掛けると,次式のような剛性方程式が得られ

る。

[*?]#}-{#}
ここに,

p]-[rj [*,'][*;]
GIxK?'K'' GIxK-> Kj*

GIxK-* +GIズKf +K-*KefI GIxKf +GI*Kf +^i K71

GL Kf- Kf GIX'K]ex

GIX'+GIxKef +KfズKfl GIxKf +GI*Kf +Ki K71

28

(2.43)

{/?}-fcr{/;i

-[< -*i]
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また,接合部剛性を剛接合からピン接合まで一般的に扱うために,次式のような接合係

数Aを用いて接合由剛性を表すと,

(2.44)

(2.45)

(2.43)式の剛性マトリックスは次のようになるe

GL x-* x
6,

∫

/tf十a--a;e,oe,A.

GLtfA?

i KZ十A:2 -K>x]>

GL e'ye*#x

/ k-- +Xf -X->A,Pz

GIr W
/ tf +*.'蝣-%蝣A,チ

(2.46)

上式を用いることで,外節点のみの自由度を用いて半剛接合部を考慮した骨組解析を行

うことができる。

相対回転角の計算方法

相対回転角の計算方法を示す。まず, (2.43)式の剛性方程式から求まった外節点変位を

(2.41)式に代入することで,内節点変位が求まるo

このとき, (2.44)式, (2.45)式の関係式を(2.41)式に代入すると次式となる。

・.. -/.. /.:I

" >3> r>+Å　-K骨
矛-vA,午

tf+Å蝣j -Ai Ai

A,

拷+*;--矛*?矛・考-K骨

(2.47)

(2.47)式により求めた内節点変位とすでに求まっている外節点変位との葦を計算すること

で相対回転角を求めることができる。
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2.2.2　要素に分布荷重が作用する場合の定式化

(1)曲げバネを有するはり要素モデル

L,畢整-「十一一誓畢ozj
バネ剛性K?　　　　　　　　　バネ剛性K",

図2_5　曲げバネを有するはり要素モデル

図2_5に示すような,要素両端に曲げバネ剛性*?',*;・の長さOのバネ要素を有するはり

要素モデル壷考える。このとき,要素ipの剛性方程式は次式となるo

劃I結I�"-

¥mzp(2.48)

ただLm,,は節点iのZ軸まわりの材端曲げモーメントでありm,,は節点pのZ軸まわ

りの材端曲げモーメントである。

また,要素qJ'の剛性方程式も同様に次式となるo

糧苛¥m*?

-*¥m,{(2.49)

ただLm,,は節点qのZ軸まわりの材端曲げモーメントでありm,は節点jのZ軸まわ

りの材端曲げモーメントである。

要素pqは通常のはり要素であり,剛性方程式は次式となるo

12EIJ 13

6EIJl z

- 12EIJ13

(サ」/.//-

V;

ZP

V;

*,

/

m,,

u

m.

蝣/ yi

w

req

m:

(2.50)

ここに'U>mvは節点iのy方向の材端力と節点pのZ軸まわりの材端曲げモーメントで

あり'fyj>mziは節点jのy方向の材端力と節点qのZ軸まわりの材端曲げモーメントである。

またff-nF-f?fH-Ht*m'ま各節点の分布荷重に対する等価節点力であるO図2-5には,一様
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分布荷重の図を示したが,ここでは等価節点力を用いて要素の中間荷重を定式化している。

よって,本定式化によれば,等価節点力を用いて,一般的な要素の中由荷重を考慮するこ

とができる。

(2.48), (2.49), (2.50)式を重ね合わせることによって,全体要素ijの剛性方程式は次式と

なる。

早+K
12EIz　　　　　6 EI,

J3　　　　　J2

2」/z

J2　　　　　　J

-K

0 0

12EIz

13

6EIz

12

0、

0

早+K->
Ki

-K?　　　*Z

Vi

-*

VJ・

-m

O*

0*

/,蝣

0

u

0

AH.

m-.

reqJyi

ml

/:-

m:

0

0

ただし,重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから'mzp>mzqはoとな

る。

(2.51)式の3行目と5行目を取り出すと,

竿ォ,-*ro*竿+K K一号uJ・十争--;

竿ui・争zp孝uj+竿十*? K-*;%-<

(2.52)式を6*,Aqについて解くと,

ー12

^22蝣-13

U23^24^25^-26

31
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VJ
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(2.52)

(2.53)

ここに,
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V

cin　=-

t:H --

c,, =-

6」I2 {2EIz + K]-1)

l　　　βV

,c　-K7-
l(4EI2 + K->l)

2EIzKj'l ∴ l(4EIz +Kfl)

6EIz (2EI, + K?l)

・24　**蝣)

/¥

1{AEIz + K-'l)

lELK 'l
,c:

Pv

6EIz (2EIz + K]>1)

s^^^KH

mz?

6EIZ (2EIz十KM

βv l　　　βV

,Cが-些星サC>C26 -
V

β、.

l(4EIz + K?'t)
ml

ただし,

β-12{EIzf十9Z,24EIz(K->+Ke
j')l+K-'K-'l

(2.53)式より内節点自由度の縮約を行う変換マトリックスfcが次式のように導かれるo

M-Mm

Kl'-h　甲　0m****]・W-[vォサーv;ォ*"Ii]

cn

0

C1

0

0

0　　0　　0　　0　　0

y

cl2　　　Cu　<」

0　　0　　0

・22　　　　　^24　　　　　U26

0　　0　　0　　0

0　　0　　　　0　　0

ここに,

(2.54)

(2.54)式を(2.51)式に代入し,両辺に左側からMを掛けると次式のような剛性方程式が

得られる。

*11

V22

V33

v43

0　0　0　0　A:,,

0　　0　　0　　0　L

Vi

6.,

V]・

*ォ

1

1

32

/;<+ォ; +ォ
<iK + c芸am4

/,7 +cl>2 + c芸xin,

<Xp + C24�"4

clsm7p + clsmzl

ォ> c芸s<

ここに,
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*　-

*22 -

12EI,l{EIt(&蝣+K9
,')+K?-K)-1}
r

AEIz K {3EIz +Kp)

*"32

*ォ=

/　　v

6EIz IK-> (2EIz + K-'l)

*r.

6EIz IKf (2EIz + K->l)

K43 --

*55 -

K,.

6EI2 lKf (2EI2 + K-'l)

K¥,

l(AEIz + KB;l)m竺

Kv　　‥pZP

""31 --

k33 -

K42 -

k21 -

6EI,lK?-(2EIt+K'
}-1)

K,,

i2Eit i{Eiz(」r + Ki- ) + K;-r]-i}

i3K

12EI,1{EIz(K?+KB
j')+K^Kp}

2EI2 12K-*K->

*44 -

*65 --

^^^K3花

4EI2 1KBf (3EIz + K-*l)

'　　　　　A",

2EIJm%m%　　l(4EI2 + K-'l)
*66 =
*v Kv

ただしicv -12(EIzf +4EIz(K? +K?)l +K?K)>V

・鱈二

(2.55)式の5行目と6行目は恒等式となるので,除くことができるので,次式となるo

knSym

ft21"-22

k31k32k33

klfkk"・41/t42"-43""44

ft

e,:

VJ.

*ォ

I,T十　¥mZ +c蝣2^;,

ォ+c芸2�"4
# +<」< +<」,m芸

ci,m;; + c-Mm-

(2.56)

(2.56)式の要素剛性マトリックスは,分布荷重の作用しない場合の(2.9)式の要素剛性マト

リックスと同じものとなり右辺の外力ベクトルに分布荷重の影響項が付加された形となる。

(2.56)式を用いることで,外節点のみの自由度を用いて分布荷重等による等価節点力が作用

する場合の半剛接骨組の解析を行うことができる。

(2)曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

バネ剛性K,y　　　　　　　　　バネ剛性K,T

図2-6　曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル
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図216に示すような,要素両端にせん断バネ剛性k:,k]曲げバネ剛性　　　の長さO

のバネ要素を有するはり要素モデルを考える。このとき,要素ipの剛性方程式は次式とな

る。

wK)-W

K}r -[v, e* vp ev], {fip} -[fyi mzi fyp m,p]

ここに,

(2.57)

ただし/w."1*は節点iのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであり,

fyp>m*は節点pのy方向の材喝力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

また,要素ql'の剛性方程式は次式となるo

[MM-M

*. -

KJT

*?

-K]　O K)

-Kf

w一巨　eォvj ev]>{4}　-[fサm*> fy> mA

ここに,

(2.58)

ただし　fy。>m*は節点qのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであり,

・yl'mi'ま節点jのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

要素pqの剛性方程式は次式となる。

;*ォ] W - {/ォ}+{tf}

34
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*サ　ー

12EIJP

6EIJ12　4EIJI

-12EIJ13　-6EIJ12 12EIJ13

6EIJl2　zEIJl　-6EIJ12　AEIJl

K}r-[vp ev vォe*]'M -[fyp m*p fy* mA

¥JpqJ yjyp '"zp Jyq '"zqJ

ただし'fyp>mzpは節点pのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであり,

yq,mzqは節点qのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるoまた,

feqmeqfJyp>mzp>J3m:は各節点の分布荷重に対する等価節点力であるo

(2.57),(2.58),(2.59)式を重ね合わせることによって,全体要素ijの剛性方程式は次式と

なる。

fc]W-W+W}
ここに,

ォ. -

0　　-K- '

0　　　0

讐ア+ k:
6EIz

J2

12EI,

早+」,蝣
6EI,

J2

6」/z2EIz
I
0000g;

0

響-+k:
6EL

早+K->
K]

-Kf 0 K*

(2.60)

Kr-h *-vp e*r^o*v>d*]>m-[**mォーーーーf*m-]

{/"}-[o o f%mi ft<o o]

ただし,重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから'/サォサ/サ>ォ;は

oとなる。

(2.60)式の3-6行目を取り出すと次式となるo

[*;]W+wW-{/ォ}

35
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ここに,

[M-

響-+k:
6EL

L2

UEI,

早+K>
6EI,

L2

2EIz

J

響-+K]
6EIz AEIz Jr ez

M-

-K

O　　-K'

0　　-K]

0　　　0　　　0

M - [v,　'蝣<]

したがって,内節点変位Mと外節点変位wとの関係式が次式のように導かれる.

w-[*;r[^] W+[*ォnォ}-p-] M十'.　(2.62)

ここに,

[C]

K-KiK<Kl<K~ku

K<K'k22K<K'kサ

-^p'^31K&'^32Kq'^33^zq'^34

ir-k'
n<<2ki-K,Kd
2q-kこ

{^-

l.13

U23

^33

"42

Ki-fv+Ki-mypも¥-%+*サ蝣<

・蝣21蝣f:+&22蝣m器+k芸/*+**・<芸

k31r:+.*;蝣myp+47J+*ォmm,.冒

*ォ'yp+*ォ蝣m;+*ォ/J+*
'y?こmyq

ただし　jfcl蝣Gn-l-4,ォ-1-4)は[*-]蝣のマトリックス成分を表しているo

マトリックス[<? ]の成分を具体的に示すと以下のようになる。

+12EIxKfKfl+12(EI*fKT+AEI*K?'K*
iP+4ei,k"
jK]l

蝣Kf'ICjK'-l* )

K; (12(EI2 yK-> + 12(EIz)2Kf

6EI2K-'Kv
jl(2EIz+Kfl)

C12 =-

C14 =-

/v

6EIzK]Kefl [2EIz + Kpl)

/v

c13 =

βvs

12EIzK] (EIzK-'+ EIzKf + K^Kfl)

βvs

6EIXK]l (2EIz + Kef l)
,　C21""-

Kf'[12(EI2)2KJ + ¥2{EIz)2K]

l¥ニ

+ V2EI2K!Kef l + 12EIzK]Kfl + 4EIzKIK]l3 + KJK^Kfl4 )

6EIzK;K]l (2EI2 + Kefl)

/-'.

/・蝣・

2EIzKf(6EIX+6EIzKv
j-k;kv
j13j

/-'..
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yIEIzK¥ (E!zK-'+ EI Ksr +K-'Kfl)

βV,

K] (¥2{EIz fK-<

・44

6EI2KJK->l(2EI2 + Kfl)

/¥,

+ 12(」/zfKf +12EIzK?'KfI +12(EIz)2KJl2 + 4EIzK!K-*I3十4EIzK;Kj<I3 + KJKf'Kfl4 )

6EIzKJKfl(2EIz + 」?'/)

βV,

2EIzKf'(^IzK!+6EIzKv
j-KJK]?)

βYE

l¥

6EIzK!K]l [2EI2 + K?*l)

βvs

6EIzK;K]1 (2EIz + K-*l)
cォ=

βvs

Kf(12(EIz)2K;+12(EI2)2Kv
j+12EIzK;K-*1+12EI2K!>Kv
jI+4EIzKJKv
jl3+K*K-'Kv
jl4)
/'サ

ただし,

β-12(EIz)2K*K-'+12(EIz)2K->Kv
j+12(Erz)2K*Kf+12(EIzfK]Kef+12EIzKJK->Ke
j*l十12EI2K->Kv
jKfni2(EIz)2KIKv
jl2+4EI2KJK?*K]l3+4EIzK?Kv
jKe;f+Kv
lK->K]Kefl

したがって, (2.62)式の関係より,節点自由度を外節点自由度のみに縮約する関係式が,

変換マトリックスLVを用いて次式のように導かれるo

W-WK

1. 0　　0　0

0　　0

0

0

0

0

・-12Culc*feq
KuJypKiK

・21k"feq
H¥Jypk22m;i

kfeqkm
"・31JypK32'nyp

eq

l-42U43lr'feqlcmeq

0010

0001

0　　　　0

0　　　　0

*u/jeq

"・23Jvi

・eg-2iJyq

"33Jyq

k"feq
K43Jyq

*.'.′′ら

--IArrieg
M"-yq
*34サS

KK

0　　　　0

0

Rl-b e-,vj-*111n

ここに,

(2.63)

(2.63)式を(2.60)式に代入し,左からMを掛けると,次式のような剛性方程式が得られ
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p]R}-ftl十回

[*サ] -[r-r[*サ][r-]一陣[r-TW
[f*m-　U mガ11111

{/,-} -[r-r {/r}

rfeォーt-rm"14-rfeq+cfqCllJyp+Cnmyp+C¥-iJyq+C14Jyq

c^+creqreq
22myp+C23Jyq+C24Jyq
・hifS+camZ+CafZ+cfq

cォ/3?+cォサ5+cォ/3+cォf」

(*x;c+*x+*3^+*ォ<)/.eq

yp

匿#+*>2+4#+*>2)'サ芸

k"feg十*>:+*サ#十」4>;芸)/,eq

[kj;i+*>s+kj;i+*>sk冨

(2.64)

る。

ここに,

(2.64)式の5行目から8行目の式は恒等式となるので,除去することによって,次式のよ

うに,内節点自由度を縮約した要素剛性方程式が得られる.

kn S ym

"・21 "-22

V32

V43

Vi

O*

Vj

-1

cufS+CUK+cufZ+ciJ:
lyq
C2ifZ+cnm%+C23/,eq
2-iJyq+CufS
feq+c
蝣31Jyp-TW'yp

meqreqfeq

mvp+C33Jyq+CMJyq

cォ/y;+CA2mZ+Cttfyq+CuJyq

ただし,

*n-

12EItKIKv
s(EIxKf-+EIzKf十Kf・g*-1)

ォ31 =-

*22 =

Kvs

12EIzKJK]{EIzK-'+EIzKe
f+Kf-K8
}-1)

*サ

4EI,K!-[3EIzKJKef+3EI2Kv
jKf

6EI,K;K!'Kv
ll(2EIt+K''l)

*ォ

bEIXK]^1 ^1! * ^*1)
K¥,

+3eizk:kv
ji2+kjk;k6
j'13)

L32

i.33

eEI&Kf'K'
jlfali+K'-1)

hp l・J

2EIzK-*Kef(-6EIX-6EIzKv
j+K^Kv
]l3-)

12EIzKJKv
j(EIzK-'+EIzKf+Kf-K'-1)

K¥. ,

38

^,l・S

6EIXK]KefI (2EIz + K?'l)
K..



第2章　半剛接合部の定式化

*44 =

4EI,K''(3EI2KJK-'+3EIzK?'Kv
j+3EIzKJK]l2+KJK-'Kv
jl3)

hl l・∫

icm-12{EIzfK]K->+12(EI2yK->Kv
j+12(EIzfK;Kf+12(EIzyK)K->+12EI2Kv
iK->KB;l・12EIzK->K]Kfl+12(EIzyK*Kv
jl2+4EI2K;K->Kv
jP+4EIzKJK]K>*13+KfKf'K]K-'I*

(2.65)式の要素剛性マトリックスは,分布荷重の作用しない場合の(2.23)式の要素剛性マト

リックスと同じものとなり右辺の外力ベクトルに分布荷重の影響項が付加された形となる。

(3)軸方向バネを有するはり要素モデル

p q

バネ剛性K"　　　　　　　バネ剛性KJT

図2-7　軸方向バネを有するはり要素モデル

このはり要素モデルは,前節と同様に通常の要素pqと半剛接バネ要素Ip, qjの重ね合わ

せで表せるので,全体要素ijの剛性方程式は次式となる。

[*?]K"}-{/;}+ r

*s　-

K.?

-K.T型+Kォ
J

0　-�"
J
壁+K]
∫

-A" '　　A":

ここに,

¥"",}'-b　　ォ,]. {/;}'-[/., oサ/,]・/,"} -[サc /," -]

(2.66)

ただし,重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから* Jxp'Jxqはoとな

る。 (2.66)式の2, 3行目を取り出すと次式となる。
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[*ォ]te.}+[*]{<}- 」'

K}-
壁+K"
∫

EA

J

EA

l

壁+k;
∫

ここに,

[*]-「言-K一蝣{舶? ".]

{<}r-[vォ,]. {/;"} -[/j /*.]

(2.67)

したがって,内節点変位Mと外節点変位<との関係式が次式のように導かれる.

K}-pサ]{<}+^}

p-]-c"{*.}-c"+c."

U2324

竿K;　竿k;
-"　--」

ft*　　　~ A　　八

警Jxq　警Jxp
' C23-

/>',　　　　　/>,

(2.68)

ここに,

ただし-」7it;+竿(*Z+k"

j)

したがって, (2.68)式の関係より,節点自由度を外節点自由度のみに縮約する関係式が,

変換マトリックスft.拝用いて次式めように導かれるo

擁}-fe]k

40

ここ(-.
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000

uacccchiC12-13U14

uu
^24

00

併[ォ,ォ;11]

(2.69)式を(2.66)式に代入し,左からfcjを掛けると,次式のような剛性方程式が得られ

る。

p]{可-{*}蝣匝eq)

匪]-[r-I p][r-].
m-M{芳)

・[/-　U　--]

¥fr)-M ¥fr}-

cf+」21Jxq

・uJxp+c芸:req
2Jxq
r"feq+r芸req

・14Txp+cufq

(2.70)

ここに,

(2.70)式の3行目から4行目の式は恒等式となるので,除去することによって,次式のよ

うに,内節点自由度を縮約した要素剛性方程式が得られる.

朋k; k;

eak: +且4k; +k;k;i

eak; k;

eak; +eak; +k;k;i

eak; k;

eak; +且4k; + k;k;i

eak; k;

且4k; + eak; + k;k;i

u.

uJ¥flKfZ+c

r"feq+c;feq
iJxq

req
23xq

(2.71)

(2.71)式の要素剛性マトリックスは,分布荷重の作用しない場合の(2.34)式の要素剛性マト

リックスと同じものとなり右辺の外力ベクトルに分布荷重の影響項が付加された形となる。
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(4)ねじりバネを有するはり要素モデル

(1、　　　　　　　　0

i p q J

バネ剛性K '　　　　　　　バネ剛性埠

図2-8　ねじりバネを有するはり要素モデル

このはり要素モデルは,前節と同様に通常の要素pqと半剛接バネ要素Ip, qjの重ね合わ

せで表せるので,全体要素ijの剛性方程式は次式となるo

mM-KHjt

[*・]-

*r

-K　旦+kBx
J ・

O　等 盟+K-<～

-K?　K]>

(2. 72)

ここに,

{<}'-[サ., 6L 6>　-i「{//}'-[-- 0 0サ], {/,"} -[O ml --冨0]

ただし,重ね合わせを行うことにより,内節点力は釣り合うことから　mw,mxqはoとな

る(2.72)式の2, 3行目を取り出すと次式となるo

[%]KHz]{*r}-{fr¥
ここに,

ォー
旦-+K
∫

GIx

J

GIェ

J

盟+K
～

[<.]--K一針<}r-[^ *,]

KT-p- M　　　-: <]
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したがって,内節点変可pI¥と外節点変位{<}との関係式が次式のように導かれる。

W-F.]K>{5}

[c.]ce'¥F-r¥c'+c-

U22IC23^C24

/>・.　'.-　　/),(

GI^+Kf'¥m:

4-
fa fa
4=

(2.74)

ここに,

ただし, β -K-'Kd;'+竿軽+K--

したがって, (2.74)式の関係より,節点自由度を外節点自由度のみに縮約する関係式が,

変換々トリックス[Vを用いて次式のように導かれるo

M-[rォ碑)

0　　0　　0

β　　　　β

U12　　UI3

β　　　　　　　　　β

^ 23　　蝣- 24

0　　0

搾　-[*-ォill]

(2.75)

ここに,

(2.42)式を(2.39)式に代入し,左からMを掛けると,次式のような剛性方程式が得られ

る。

p]{<}-RWr]
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[9]-[M [*J][rォ].

{SHr-H/;}
m-I mガ　0　01

r}-[a{r}-

cnK + c2i<q
<2< +4<
C,3ォ2 + c覧m"

c>z + c>:i

(2.76)式の3行目から4行目の式は恒等式となるので,除去することによって,次式のよ

うに,内節点自由度を縮約した要素剛性方程式が得られる。

GIxK-> K?

GIxK-> + GIxK-'+ K->K-*l

GIx K-* Kj'

GIzK?'+GIxK-'+K-*Kei*l
xix.jij

GLK-* K?

GIK　十GIr埠+k?*kU

GIX'K?

GIK-* +GI埠十Kf'Kfl

¥m-;蛋::蓋竃)

(2. 77)

(2.77)式の要素剛性マトリックスは,分布荷重の作用しない場合の(2.43)式の要素剛性マト

リックスと同じものとなり右辺の外力ベクトルに分布荷重の影響項が付加された形となる。

2.3　たわみ性関係式を用いる方法

半剛接合部を効率よく計算する方法として,従来から用いられている方法に,たわみ性

関係式を用いた計算法がある2)。この方法は,はり要素と半剛接要素のたわみ性マトリック

スを利用し,釣合マトリックスを用いて部材を直列結合する方法である。この方法の利点

は,釣合マトリックスを用いるので,はり部材に剛域を考慮する場合にも同様の手順で定

式化できる点にある。

2.3.1曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

バネ剛性KiV バネ剛性KJY

図219　曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル
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図2-9に示すような,要素両端に曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデルを考える。

このとき,図2-10のように,要素左端部のみを取り出してi端を固定する。 p端の荷重

ベクトルをMとしたとき, p端の変位ベクトルKは次のようになるo

M-wfo} (2.78)

ここに,

陣控O.'wr-[v, ezp], {fpf-[fyp -.]

ただし>　fnサmvは節点pのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

このとき[">]はi端を固定としたときのip部分のたわみ性マトリクスであるo

同様にq端を固定としたときのq]'部分のたわみ性マトリックスは次式となる。

M- [*-]{//} (2.79)

ここに,

["4　雷,7品wr-h- *,]. {/,r-[/, -,]
ただし/w'サ4は節点jのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

また, p端を固定としたときのpq部分のたわみ性マトリックスは次式となる。

K}-[^]{/,}
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[*-]蝣:/3EIz

/2EIz12/2EIZ

l/EIzKir-h*..]・ur-[4mA

ただし'fyq>mzqは節点qのy方向の材端力とZ軸まわりの材端曲げモーメントであるo

半剛部分の長さは無視しているので,節点pと節点jの荷重の釣合条件式は次式のように

表される。

W+ p*]{/iH-}

[*-]蝣n

ここに,

(2.81)

このとき[">.]はp点よりも右側の釣合マトリクスであるo

また,q点よりも右側の釣合マトリックス[ffォ]は単位マトリックスとなるoLかがって,

i端を固定としたときの要素全体のたわみ性マトリックス出は(2.78), (2.79), (2.80), (2.81)

式より,次式のように表される。

囲'[**} F>][**]+[Fォ]+[F*]
1　1　g3　　　　　g2
+　　+

k: K] 3」*　　　2EL

l2　　　　　1　1　1

2EI 再+可+貢

(2.82)

(2.82)式のたわみ性マトリックス匝]の逆行列を求めることで, i端を固定としたときのj

端に関する剛性マトリックスが次式のように求まる。

12EIzK;Kv
j(elzK^+EIzKe
i+Kf-Ke
]'l) α

6EIzKJK]Kf l (2EI2 + Kf'l )

α

6EIzK]K]Kef l (2EIz + K^l)

α
4EIzKf(lEIXKf-+3EI,Kf-K]+3EI2K;Kv
j12+K?-K?'K]f)

α

(2.83)
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ここに,

a-12(EIzfK?K->+12{EIxfKi'K]十12(EIzfK;K-'+12{EIzfK]Kf+12EI2K;K-'K-*1

・12EIzK^Kv
jKfl+12(EIz)2K;K]l2+4EIzKJK-'Kv
jl3+4EIzKJKv
jKfl3+KJK^K]Kfr

以上より,要素全体の剛性マトリックスは釣合マトリックスを用いて次式のように導か

れる。

:斗錘: -f/3 i二!jI
*ii

*21 ^22

^32

"・41　*-42　"-43

ここに,

*n
12EIxKJKvJ (EIxK!'+ EIzKf + Kf'Kefl)

*31--

t22

*ォ

yIEIzKv
iK](EIX'+EhK"
f+K-*Kfl)

K
l!Ai

6EI2K"
iK"lK]l¥2Eh+KP)

Kリ∫

eEI^K^Kfl fal, + K->l)
Kvs

4EItKf-(3EIzKJKf+3EIzK]Kf+?>EIzK*K]l2+Kv
iK]Kefli)

A, l・J

*32 =-

ォ33 -

K-

dEIxKv
iKe
i-K]l[lEI2+K?l)2EIzK-*Kf(-6EIX-6EIzK]+K;K]l3)

K...　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K, ,.

12EIxK^K'
](EI,Kf-+ElzKe
f+K?>Ks
j>l)eEI^K^K]*I[2EIz+Kf'l)

A- l・S

AEIzKef (lEIzK]K-> + 3EIzK-'K] + 3EIzK*K]l2 + K?K-'K]l3 )

Kys

(2.84)

kvs-12{EIZ)2KJK^'+12(EIz)2Ke
i'K]+12(EIz)2KJKf+12(EIz)2Kv
jKf+¥2EIzK¥K->Ke>l・12EIzK-*Kv
jKe
j>l+12(EIzyK?Kv
jf+4EIzK!K->K]r+AEIXK]Kff+K?K-'Kv
jKyl

なお, (2.84)式の要素剛性マトリックスは,前節で導いたものと同一であるo
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2.4　伝達方程式を用いる方法

この方法は,要素i端の情報を伝達マトリックスを利用し,要素j端に伝達する関係式を

求めることで,剛性マトリックスを導く方法である3)。この方法の利点は,内節点自由度が

自動的に縮約されるため,動的解析の場合に生じる縮約誤差の影響項を厳密に定式化でき

る点にある。

2.4.1曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

バネ剛性KJ バネ剛性KJT

図2-11曲.げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

要素ipの剛性マトリックス

[MI

IK}
(2.85)

ここに,

{*,}'-[/-zi],{Fpf-[fypmzp],{Ut}T-[v,ozi],{Up}-[v,6zp]

M-K*0

0Kf'¥>w-「k:0

-Ki-rn-「言-K!,¥-w-k;O

。Kf-

(2.85)式のwとKを入れ替えて,左辺を節点p,右辺を節点iに関する状態量ベクト

ルで表すと次式となる。

-wつ*. ]　w

[K3]-[KjK2Y [Kl] [KjK2T

(2.86)式を具体的に計算すると次式となるo
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Vp

午

I,p

m,,

1　o　--　　O

KiV

1.
0　1　　0　　--

K>

0　0　　-1

0　0　　0　　　-1

IK

*a

/

"I.

(2.87)

(2.87)式は節点iの状態量ベクトルを節点pに伝達する役割を果たす伝達方程式であり,

要素pq,要素qJ'に関しても同様に以下のように求まる。

要素pqの伝達方程式は次式となる。

Vq

K

yg

rn-

2EI.

0　0　　-1

0　0　1

要素q]'の伝達方程式は次式となる。

Vj

O*

u

m.

1 0_⊥　o
K¥

1
0　1　　0

Kf

O　0　　-1

0　0　　0　　　-1

vォ

ーm

Tyq

"'.

(2.88)

(2.89)

(2.89)式に(2.88)式, (2.87)式を代入し,要素ijに関する伝達方程式を求める。このとき, (2.88)

式, (2.87)式の節点p, qの状態量ベクトルにおける断面力は逆符号となることに注意して次

式のように代入する。
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v>

**

u
w,

1 0⊥　o
K,Y

01 0　⊥

A.".'

0　0　1

0　0　　0

0

0

0

1　1

1 /

2EL

～

EL

O

l

73　　　1　12

1 0_⊥　o
h"

1

0　1　　0　　--
K

O　0　　-1

0　0　　0　　　-1

k:k:6elX?2EL

01K",孟1r6'I

EL

001

0O-1

Vll

0*

f*

m,,

V.I

0,,

u

m,

(2.86)式の関係式を用いて, (2.90)式を再び節点i, jの断面力と変位の関係式に式変形する

ことで,要素ijの剛性方程式が次式のように求まる。

/,蝣

m,

I,i

m

*11

V22

*31""32""33

kkkft41A'421t43

0...

VJ

o*

(2.91)

ここに,

ku-

12EIzKJKv
;(EIzK?'+EIzKf+K->Kfl)

*---"・31-

*22 =

*サ

12EIXK-] {eIzK^ + EIzKf + K-'Kfl)
*¥.,

6EIzKIK^K]l (lEIz + Kfl)

*'

6EI&&,!」'
,'l(2Etz+K->1)

*'

4EIzKf(3EIzK*Kf+3EIzK]Kf+3EIzK?Kv
jl2十KJICjKff)

K¥. ,

*32 --

蝣33

kォ-

6EI;K:K->K]1(2EIz + Kfl)　2EIzK?zKf (-6EIzKJ - 6EI2K] + K'K'l3 )
・ォ・.

K,,,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K,,

12EIzKJK] (EIzK?'+ EIz畔蝣Kf-K'-1)　6EIzK*K]Kefl (2EIz + K->l)

Kサ

4EIzK'
j'(SEItfK!'+3EIX'Kv
j+3EIzKJK?2+KJK^Kv
jl3) K¥,

icm-12(EIJ2K;K->+12{EIzfK^K]+12(ElzfK*K->+12(EIz)2K]K-'+12EIzKJK^K^l

・12EIzK^Kv
jKfl+12(EIz)2KJKv
jl2+4EI2K;K-'Kv
jl3+4EIzK*K]KfI3+KjK^K^KfV
なお,(2.91)式の要素剛性マトリックスは,前節で導いたものと同一であるo
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2.5　流れ則を用いる方法

半剛接合部を有する骨組解析では,通常,半剛接合部の特性を材端に集中させたモデル

化が行われる。このようなモデル化は,骨組の弾塑性解析によく用いられる塑性ヒンジ法

の概念と共通している。塑性ヒンジ法による骨組の弾塑性解析4),5)では,塑性流れ則に基づ

き,塑性剛性方程式が導かれるが,このとき各塑性変形の達成を考えず,それぞれ独立な

ものと仮定して塑性剛性マトリックスを導くと,半剛接合部を有する骨組要素の剛性マト

リックスと塑性ヒンジ法の塑性剛性マトリックスは等価となる。そこで,本節では,流れ

則を用いる方法で半剛接合部を有するはりの定式化を示す。この方法の利点は,定式化の

顔階で,流れ則の基本式にかえれば,各自由度のバネ剛性の達成効果を考慮できる点にあ

る。

2.5.1曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

バネ剛性K,y バネ剛性K,T

図2-12　曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル

図2-12に示すような,要素両端に曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデルを考える。

まず,図2-13に示すような,左端にのみに曲げバネを有するはり要素モデル(状態cl)

の敵性マトリックスを導出する。このとき,次式の変位は等しくなる。

od拒尋rl p J
バネ剛性K?

図2-13　左端に曲げバネを有するはり要素モデル(状態cl)
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要素pqの剛性マトリックスは次式となる。

fc. -

12EIJ 13

6EIJ12　4EIJI

-uEIJl3　-6EIJl2 12EIJ13

6EIJl2　2EIJI　-6EIJ12　AEIJl

(2.95)

半剛接曲げバネ要素ipを付加することにより,状態clにおける全体要素ijの剛性マトリ

ックス陣ま,流れ則を用いて・要素pqの剛性マトリックス[*ォ]との差とLIT・次式の

ように表される。

[*サ蝣'] - [*-] -

Mm
<*+k) [mki

{r,*} -[0 1 0 0]

ここに,

(2.96)式のォーは曲げバネ要素ipによって生じる変位の単位成分ベクトルであるo

(2.96)式を計算すると,次式のような剛性マトリックスが導かれるo

12EIz (eI2 + Kf-1)

(4EIz +K->1)

6ELK >

KJ-
l(AEIz +Kf-1)

12EIz (eI2 + K->l)

・(4EIl + K!-1)

6EIz (2EIz + Kf'l)

(4EII + Kf'l)

4ELK >

4EIz + K->1

6EIzKf　12EIz(EIz+K-'l)

l(4EIz +K->l) 13(4EIz +K-'l)

2EI K-

Sym.

(2.96)

6EI2 [2EIz +K-*l) AEIz (3EIz +K?-1)

諒「If了　~~/-(4/:/
蝣Kf'l) l(4EIz+K-'l)

(2・97)

次に,図2-14に示すように,図2-13のはり要素モデルの右端に曲げバネ要素を付加し

たはり要素モデル(状態C2)の剛性マトリックスを導出する。このとき,次式の変位は等

しくなる。
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v,- =yp

-VJ

・*掛箇zji   P                H   J

バネ剛性K -　　　　　　　　　バネ剛性呼

図2-14　両端に曲げバネを有するはり要素モデル(状態C2)

半剛接曲げバネ要素qJ'を付加することにより,状態C2における全体要素ijの剛性マトリ

ックス陣ま,ー流れ則を用いて剛性マトリックス酌との差として,次式のように表さ

れる。

p2]-[*."]-

{r)<2} -[0 0 0 1]

ここに,

(2. 100)

(2.100)式のklは曲げバネ要素qjこよって生じる変位の単位成分ベクトルである。

(2.100)式を計算すると,次式のような剛性マトリックスが導かれる。

kg

kc2kc2
K21ft22

・02
"・31"・32kc2
"・33
・C2kc2

(2.101)

ここに,

kc2 -
12EIt (EIz呼+EI,K-- +K・K}1)

I2[12(EIzf+4EIzK-*l+4EIzKe
j'l+K-'Kfl2

*,? --
12EI. [eizk-> +EIzK''-+K[蝣K?l)

k
6EIzK-> (2EIz + Kefl)

テ'凡I(12(」/2f +4EI2K--I+^EIzKefI+KpKfI2)

(12(」/zf + 4EIxKf-I + 4EIzKfI + K->KfI2 )
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kc2

"・42

4EIzK-'(3EIz+Ke
j'l)

12(EI2f + 4EIEKf'l +4EIzKfl +Kt Kfl

2EIzKiz K7 1

12(EIzf+4EIzK-*1+4EIzKe
,'l+Kf-K--l2

A-43　-

6EIzKf (2EIz + K?*l)

/(12(」/zf + 4EIzK->I + AE12K)*I + Kf'&"{l*

6EI2K?* (2EIz + Kfl)

/(12(」Iz)2+AEIzK->I+4EIzKe
j'l+K-'K)'l*)

12EIz(EI,Kf'十ELK"'+Kf'Kfl)

;(12(」Jz)2+4EIZK?1+*EIzKe
,'1+Kf'Kfl2)

4EIzKf (3EIz +Ki'1)

)'`- 12(EIzf +4EI2K-<1+4EIzKefl+K?'K-'l2

次に,図2-15に示すように,図2-14のはり要素モデルの左端にせん断バネ要素を付加

したはり要素モデル(状態C3)の剛性マトリックスを導出する。このとき,次式の変位は

等しくなる。

v, =v.

バネ剛性K,y

図2-15　左端に曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル(状態C3)

(2. 102)

半剛接せん断バネ要素ipを付加することにより,状態C3における全体要素ijの剛性マト

リックスKlは,流れ則を用いて剛性マトリックス{"・']との差として,次式のよう一に表

される。

Pl-Kl-

{^3} -[1 0 0 0]
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(2.103)式の{サォ}はせん断バネ要素ipによって生じる変位の単位成分ベクトルであるo

(2.103)式を計算すると,次式のような剛性マトリックスが導かれるo

"・11

""21kc3
"・22

kc3
"・31kc3
"・32K33
"蝣41kc3

ここに,

Kn　-

12EIzKJ (EIzKt* + EI2Kf + K-'Ke;l)

"蝣31 ~

kc3-
22-

kc3 -

Kvc

12EIzKJ (EIzKf一十EIzKBf +K< Kfl)

Kvc

4EIxKf- (3EIzKef + 3EIzK*l2 、蝣KJKfl3 )

Kvc

2EIxKf-KfI (-6EIz + KJI3 )

kc3--
/c43-

Kvc

6EIzKJKe
j'l[2EIz+K?'l)

K,,.

kc3-
"・33-

kci -

6EI2Kv
iK-'l¥2EIz+Kefl)

Kvc

6EI2KJKe/l (2EIz + K?'l)

Kvc

6EIzK*K-'l(2EIz + Kfl)

x¥,.

¥2EIzK]{EI2K-*+EI,K6
j*十KfK'fl)

Kvc,

4EI2Kf [3EIzK-> + 3EIzK*l2 + K;K->13 )

Kvc

Kvc -12{EIzfK-< + 12{EIzyK]>十12EI K-'K?l

十12(EIzfK;i2 + 4EIzKJK-'P + 4EIzK;Kj!1 + K*K->Kp

(2. 104)

最後に,図2-16に示すように,図2-15のはり要素モデルの右端にせん断バネ要素を付

加したはり要素モデル(状態C4)の剛性マトリックスを導出する。

バネ剛性K; バネ剛性K,T

バネ剛性呼　　　l　　　バネ剛性Kf
旨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　. >;

図2-16　曲げ及びせん断バネを有するはり要素モデル(状態C4)

半剛接せん断バネ要素ql'を付加することにより,状態C4における全体要素ijの剛性マト
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リックス[坤ま,流れ則を用いて剛性マトリックスPIとの差として,次式のように表さ

れる。

RWV]

{"}-[0010]

こ二,'-

(2. 105)

(2.105)式の"蝣'}はせん断バネ要素qJ'によって生じる変位の単位成分ベクトルであるo

(2.105)式を計算すると,次式のような剛性マトリックスが導かれる・

kn

蝣・21

v32

lrkk"蝣4142"'43

ここに,

*n=

12EIXK](elzK^+EIzKe
j!+K->Ke;l)

*31 =-

"蝣22 ~

*"v.∫

yIEIXK](EIzKiz+&&'+Kte-Ke
}-1)

m

4EI,K? (3EIzK!Kf

6EIzKJK^Kv
jl(2EI2+Ke
fl)

x¥,,

6EI2KJKv
jKfl(2EIz+K-*l)

fc'

+3EIzK]Kf+3EIzKJKv
jl2+K;K]Ke/l3)

*32 --

k33 -

*44 -

6EIXKt'K]l (2Eh + Kefl)
A, l・5

(2. 106)

2EIzK--Kf(-6EIzKJ-6EIzK]+Kv
tK]l3)

12EI2K*Kv
j(EIX*+EIzK6
;+K?'K?l)

^,l・J

4EIzKf [3EIzK;K->

h,l・S

6EIzKJK]Kefl (2EIz + K-* l)

Kvs

+3EIzK?*Kv
j+3EI2K*KT+K;K-'K]l3)

h'l・∫

kvs-12(EI2)2K;K-'+12iEIzfKf-K]+12(EIz)2K;Ks
j>+12(EIzfK]Kf+12EIzK;K-'K-'l

+i2EizK:'K]Kfi+i2(eiz)2k;k]i2+4ei2k;k->kv
ji3+aeizk;k]k6;i3+k;k!-k]k-'I*

なお, (2.106)式の要素剛性マトリックスは,前節で導いたものと同一であるo
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2.6　静的応力解析

2.6.1半剛接合部を有する両端固定はりの静的応力解析

半剛接合部の基本的な特性を調査するために,はり中央部に集中荷重を受ける両端固定

はりの静的応力解析を行う。解析モデルは,はり中央部左側要素に曲げバネ・せん断バネ

を設け,そのバネ剛性をパラメトリックに変化させて,接合部剛性がはり全体におよぼす

基本的な影響を調査する。

(1)解析モデル1

解析モデル1は図2-17に示すような,はり中央部左側要素に曲げバネのみを有する両端

固定はりとする。部材のヤング係数」=2100t/cm　断軒2次モーメント7z=10000cm4,部材

断面積,4=100cmzとし,荷重は節点2に鉛直荷重1tを加える。なお,本論文での単位の表

記方法は工学単位を用いているが,工学単位とsI単位との対応表を付録に示している。

接合部剛性(曲げバネの剛性) Keは接合係数Aeを用いて(2.107)式で評価するものとする。

このとき(2.107)式は　x6-¥のときKB- ->∞　Ae-0のときK9'-oとなり,剛接合からピン接

合までの接合部剛性を表現している。なお,本研究では. (2-12)式や, (2.28)式に示したよう

に,接合係数Aeを用いて定式化された要素剛性マトリックスを用いているため,無限大から

Oまで変化する接合部剛性を数値計算上一般的に扱うことができる.

解析ケースとしては,表2-1に示すように, Aeの債をそれぞれ1.0から0.0草で変化させ,

ケース1からケース5とする。

匝
1　　　蝣=蝣　　　　2

100cm　′　　100cm

図2-17　解析モデル1

K"
4EI

¥-xe I

表2-1各解析ケースの接合係数

(2.107)

」=2100 t/cnT

L=10000 cm4

,4=100 cmz

ケース 1 ケー ス 2 ケー ス 3 ケース 4 ケ一一ス 5

A * = 1.0 A s = 0.8 A " = 0.5 Åβ=0 .2 A "= 0.0
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モデル1の解析結果を以下に示すo図2-1.8は各解析ケースの変位図を示す。また,表212

に節点2のy方向変位,回転角,相対回転角の値を示すoこれらの図表より,ケース1の

剛接合が最も変位が小さく,ピン接合になるにつれて,変位が大きくなり,中央の節点に

おける節点間の相対回転角が大きくなることがわかるo

1　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　　3

-;:・ォ三:::=一蝣=;≡:　三t:≡:三!*::::-
1..

l H

.-.

rl r_r-
一一

図2-18　変位図

表2-2　節点2の変位および回転角

節 点 2 変 位 (cm ) 回転 角 (rad) 相 対 回転 角 frad)

ケI ス 1 -1.9 8 4 ×1 (T 0 0

ケ ー ス 2 -2 .16 5 ×1 <T 3 .6 0 8 ×Iff * ∴ 3.607 ×10 ー6

ケ ー ス 3 -2 .64 6 ×1 (T 1.3 2 3 ×icr -1 .32 3 ×i o -

ケ ー ス 4 -3 .9 68 ×1 0 ": 3 .9 6 8 ×10 ": -3 .96 9 ×io-=

ケI ス 5 -7 .9 3 7 ×1(T 1 .19 0 ×i ct -1」.91 ×10"'

3.968× 10-3 cm

また,図2-19に曲げモーメント図を示し,表2-3にそれらの値を示すo図より,バネ剛

性がピン接合に近づくにつれて,中央節点の曲げモーメントがゼロに近づき,曲げモーメ

ント図は固定端からはり中央部にかけて一様に変化することがわかるo

絹wil1

6.00E十01

5.00E+01

4.00E+01

3.00E+01

2.00E十01

1.00E+01

0.OOE+00

-1.00E+01

-2.00E+0 1

-3.00E+01

図2-19　曲げモーメント図
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表2-3　各ケースの曲げモーメント値

要 秦 田 (to n ) 要 素 同 (to n )

M -12 M -M 〟 23 M :32

ケ ー ス 1 2 5 .0 0 -2 5 .0 0 -2 5 .0 0 2 5 .0 0

ケ ー ス 2 2 5 .7 6 -2 4 .2 4 -2 4 .2 4 2 5 .7 6

ケ ー ス 3 2 7 .7 8 -2 2 .2 2 -2 2 .2 2 2 7 .7 8

ケ ー ス 4 3 3 .3 3 -1 6 .6 7 -1 6 .6 7 3 3 .3 3

ケ ー ス 5 5 0 .0 0 0 .0 0 0 0 .0 0 0 5 0 .0 0

(2)解析モデル2

解析モデル2は図2-20に示ような,はり中央部左側要素にせん断バネのみを有する両端

固定はりとする。部材のヤング係数」=21001!cm　断面2次モーメント7r=10000cm4,部材

断面積,4=100cmtとし,荷重は節点2に鉛直荷重1 tを加える。接合部剛性(曲げバネの剛

性)は接合係数AVを用いて(2.108)式で評価するものとし,表214に示すように, ・解析ケー

ス1から5までガの値をそれぞれ1.0から0.0までパラメトリックに変化させて解析を行う。

2　　　　]　　　　3

図2-20　解析モデル2

Kv=
12EL

1-A" I3

表2-4　各解析ケースの接合係数

(2.108)

」=2100 t/asT

/z=10000 cm4

4=100 cm2

ケース 1 ケース2 ケース 3 ケース4 ケース5

Av= 1.0 A"=0.8 Å=0.5 Av=0.2 Av=0.0

モデル2の解析結果を示す。図2-21は各解析ケースの変位図を示す。また,表2-5に節

点2のy方向変位,回転角,相対回転角の値を示す。これらの図表より,ケース1の剛接

合が最も変位が小さく,せん断バネ剛性がOに近づくにつれて,変位が大きることがわか

る。また,荷重点の左側にせん断バネがあるため,せん断バネ剛性が小さいくなるにつれ

て,左側要素の中央部の節点は上方向に変形を生じることがわかる。
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._・-・-*　-2

図2-21変位図

表2-5　節点2の変位および回転角

9.921 × 10-3 cm

節点 2 変位 (cm ) 回転角 (rad) 相対変 位 (cm ) 相対 回転角 (rad)

ケー ス 1 -1.9 84 ×io-J 0 0 0

ケI ス 2 -2.2 25 ×10ー? 3 .6 08 ×1 0"' -1 .74 4 X IO "3 3 .6 08 ×10 '

ケース 3 -2.8 6 6×lr 1.3 23 ×1 0": -1 .102 ×1(T 1.3 23 ×1 0?

ケース 4 -4.63 0×10 -3 3.9 68 ×1 0"; 6 .6 10 ×i <r 3.9 6 8×1 0 -5

ケース 5 -9 .92 1 ×W 1.19 0× 1<T 5 .94 9 ×1 0"J 1 .19 0 ×1(T

また,図2-22に曲げモーメント図を示し,表216にそれらの値を示すo図より,せん断

バネ剛性がOに近づくにつれて,右側固定端の曲げ主-メントは大きくなり,左側要素の

曲げモーメントは-様な値へと変化することがわかる。

tcm

8.00E+01

6.00E+01

4.00E+01

2.00E+01

0.OOE+00

-2.00E+01

-4.OOE+0 1

図2-22　曲げモーメント図

表2-6　各ケースの曲げモーメント値

要 素 回 (tc m ) 要 素 団 (te rn )

〟 12 〟 21 〟 23 M ,2

ケ ー ス 1 2 5 .0 0 -2 5 .0 0 -2 5 .0 0 -2 5 .0 0

ケ ー ス 2 2 3 .4 8 -2 5 .0 0 ー2 5 .0 0 2 6 .5 2

ケ ー ス 3 1 9 .4 4 -2 5 .0 0 -2 5 .0 0 3 0 .5 6

ケ ー ス 4 8 .3 3 3 ー2 5 .0 0 -2 5 .0 0 、 4 1 .6 7

ケ ー ス 5 -2 5 .0 0 ー2 5 .0 0 -2 5 .0 0 7 5 .0 0
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(3)解析モデル3

解析モデル3は図2-23に示ような,はり中央部左側要素に曲げバネとせん断バネを有す

る両端固定はりとする。部材のヤング係数」=21001/cm　断面2次モーメント7z=10000cm4,

部材断面積,4=100cmzとし,荷重は節点2に鉛直荷重1 tを加えるO接合部剛性(曲げバネ

の剛性)は(2.107), (2.108)式で評価し,表2-7に示すように,曲げバネ接合係数Ae,せん断

バネ接合係数Avをそれぞれ1.0から0.0までパラメトリックに変化させて計25通りのケー

スについて解析を行う。

2T* 2
回

100cm　　　　100cm

図2-23　解析モデル3

表2-7　各解析ケースの接合係数

」=2100 t/cmz

4=10000 cm4

,4=100 cnT

、＼ Åβ=1.0 A9=0.8 A 9=0.5 A 9=0.2 X e=0.0

Av= 1.0 ケース 1-1 ケース ト2 . ケース 1.3 ケース ld4 ケース 1-5

Av=0.8 ケース 2l1 ケース 2ー2 ケース 2l3 ケース 2-4 ケース 2-5

r =0.5 ケース 3l1 ケース 3ー2 ケース 3-3 ケース 3I4 ケース 3l5

A"=0.2 ケース 4.1 ケース 4-2 ケース 4-3 ケース 4.4 ケース 4.5

Å=0.0 ケース 5l1 ケース 5-2 ケース 5-3 ケース 5-4 ケース 5l5

図2-24-　図2-28に各解析ケースの変位図と曲げモーメント図を示す。

1　　　　　　　　　　2　　　　　　　　　　3

三・:三叫だ:≡::-:誓三::三群芦三サ蝣;」-
..・　　　　　　　7.93′

:('・:図

7.937× 10"

tcm

6.00E+01

5.00B-0 1

4.00B-0 1

3.00E+01

2.00E+01

1.00E+OI

O.OOE+00

-l.OOE+01

-2.00E+0 1

-3.00B-0 1

曲げモーメント図

図2-24　ケース1-1-1-5
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1　　　　　　　　2　　　　　　　　　3

tcm

6.00E+01

5.00E+01

4.00E+01

3.00E十01

2.00E+0 1

1.00E+01

O.OOE+0 0

-1.00B-01

-2.00E+01

-3.00E+01

図2-25　ケース2-l-2-5

c;"t":::-≡:≡:墨,罪,rH H

.°

-蝣=;!*牢.;;K=C
8.818X10-

変位図

tcm

6.00B-0 1

5.00E+01

4.00E+0 1

3.00B-01

2.00E+01

1.00E+01

O.OO E+00

-1.00E+01

-2.00B-01

-3.00E+0 1

曲げモーメント図

図2-26　ケース3-l-3-5

tcm

8.00E+01

6.0 0E+0 1

4.00E+01

2.00B-0 1

0.OOE+00

-2.00E+0 1

-4.00E+01

曲げモーメント図

図2-27　ケース4-1-4-5

tcm

l.20E+02

1.00E+02

8.0 0E+0 1

6.00E+01

4.00E+01

2.00B-0 1

O.O OE+0 0

-2.00E+01

-4.00E+0 1

曲げモーメント図

図2-28　ケース5-l-5-5
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2.6.2　半剛接合部を有する門型フレームの静的応力解析

平面骨組における半剛接合部の基本的な特性を調査するために,はり端部に半剛接合部

を有する門型フレームの静的応力解析を行う。解析モデルは,はり両端に曲げバネ・せん

断バネを設け,そのバネ剛性をパラメトリックに変化させて,接合部剛性が骨組全体にお

よぼす影響を調査する。

cut

300cm　　　　300cm

柱　　　　　　　　はり

」=2100 t/cmz　　　」=2100 t/cmf

/z=10000 cm4　　/z=4000 cm4

4=100 cmz　　　　　4=40 cmz

図2-29　解析モデル

表2-8　各解析ケースの接合係数

「 ＼ Åβ= 1 .0 A 8= 0 .8 A 9 =0 .5 A 9 = 0 .2 A 9 = 0 .0

A v= 1.0 ケー ス lI1 ケー ス 1-2 ケー ス 1l3 ケ ー ス 1ー4 ケ ー ス 1-5

A "= 0 .8 ケー ス 2.1 ケー ス 2.2 ケー ス 2 -3 ケ ー ス 2.4 ケ ー ス 2-5

A v = 0.5 ケ I ス 3.1 ケー ス 3-2 ケー ス 3 -3 ケ ー ス 3l4 ケ ー ス 3.5

A "= 0 .2 ケー ス 4l1 ケー ス 4l2 ケー ス 4 -3 ケ ー ス 4l4 ケ ー ス 4-5

図2_30-図2-33に各解析ケースの変位図と曲げモーメント図を示す。

1.49×10　tcm

曲げモーメント図

図2-30　ケース1-1-1-5
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1.47×10　tcm
冨=j

曲げモーメント図

1.39 × 1(T tern

==j

図2-31ケース2-1-2-5

1.02 cm

==乱

曲げモーメント図

1.15×10　ton
冨乱

図2-32　ケース3-l-3-5

曲げモーメント図
図2-33　ケース4-1-4-5

以上の図より,接合部剛性の変化にともなう,門型フレームの変形と曲げモーメントの

変化の様子がわかる。

2.7　まとめ

本章では,半剛接合部を有する骨組の剛性方程式の導出法において,内節点自由度を増

加させることなく扱える半剛接要素の定式化を代表的な4通りの導出法によって示した。

以下, 4通りの定式化の方法と利点についてまとめる。
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導出法1.静的縮約法による半剛接合部の定式化

この方法は,はり要素端部に長さOのバネ要素を付加し,はり要素とバネ要素の接合節

点(内節貞)の自由度を節点力の釣合条件を用いて縮約する方法である。この方法の利点

は,内節点の釣合条件に基づいて定式化が行われるため,はり要素に分布荷重等の中間荷

重が作用し,内節点での力の釣合に外力項が存在する場合にも同様の手順で定式化を行え

ば,容易にそのような荷重に対する等価節点力を導出できることにある。

導出法2.たわみ性関係式を用いる方法

この方法は,はり要素と半剛接要素のたわみ性マトリックスを利用し,釣合マトリック

スを用いて部材を直列結合する方法である。この方法の利点は,はり部材の部材端に剛域

を考慮する場合には,釣合マトリックスに剛域の関係式を考慮することで,容易に剛域を

考慮したはり要素の定式化を行うことができる点にある。

導出法3.伝達方程式を用いる方法

この方法は,要素i端の情報を伝達マトリックスを利用し,要素j端に伝達する関係式を

求めることで,はり要素全体の剛性マトリックスを導く方法である。この方法の利点は,

内節点自由度が自動的に縮約されるため,動的解析の場合に生じる縮約誤差を含まない形

で定式化できる点にある。

導出法4.流れ則を用いる方法

この方法は,一般的な骨組の弾塑性解析法である塑性ヒンジ法の定式化に用いられる流

れ則において,各自由度の塑性変形は連成せず独立なものと仮定することで,半剛接合部

の剛性方程式を導出する方法である。この方法の利点は,定式化の段階で,流れ則の基本

式にかえれば,各自由度のバネ剛性の達成効果を考慮できる可能性がある点にある。

これらの半剛接合部の定式化には,大きく,次の2つの特徴がある。

1.内節点自由度を縮約しているため,解析上,通常のはり要素と同様に扱うことが

できるため,拡張性に優れている

2.曲げ,せん断,軸方向,ねじりの各自由度に対する剛接合からピン接合要での一

般的な接合部特性を解析することができるため,汎用性が高い

また,第2章では,基本的な数種の静的応力解析を行い,接合部に曲げバネおよびせん

断バネを有する骨組の断面力と変形の基本特性を調査した。
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第3章

半剛接合部を有する骨組の固有振動解析および

座屈解析

3.1　はじめに

骨組構造の接合部の形式には様々なものがあり,通常の構造解析で仮定される剛接やピ

ン接の条件を満足しない場合がある。特に欧米の鉄骨構造では,剛接の条件を満足しない

いわゆる半剛接合部が一般に用いられており,これらの半剛接特性に関して古くから多く

の研究が行われているl)-5)。一方,我が国でも,比較的,施工,品質管理の容易な高カボル

ト接合を用いた接合方法等の開発が行われており6)-8)今後,このような接合形式の構造解

析を行うケースはますます増えるものと思われる。さらに,半剛接合部として,鋼材の接

合部だけではなく,免震装置として利用される積層ゴムアイソレータや,杭基礎と地盤の

間に生じる抵抗バネや,何らかの抵抗材を介して接合されるより一般的な接合癖式まで視

野に入れると,.このような半剛接要素の固有振動解析や座屈解析への応用を考える必要が

ある。そこで,本章では,第2章で示した半剛接合部を有するはり要素モデルを固有振動

解析と座屈解析に適用した場合の有効性を検討し,その適用限界を明らかにする。

3.2　固有振動解析

3.2.1曲げバネを有するはり要素モデルの定式化

図3-1に示すような,要素両端に曲げバネを有するはり要素モデルについて考える。

電「蝣-　　　　・-、宙＼i-
i p q j

バネ剛性Kt-　　　　　　　　　バネ剛性K'-

図3-1曲げバネを有するはり要素モデル
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要素ijの固有振動方程式は,次式のようになるo

Hfa}+[MW-w

[-,]一票

囲-

13

35

0

111

210

9

,70

131

420

0

12EI.

l3

K'

6EI,　　　y 6

-SB.　0

号　o
O 0

0

o IL
105

0　墾_

0

0

420

12

140

0

早+K'
6EIz

lx

2EI,

J

O

13

35

111 12

210　105

0　　　0　　0

{*・}'-[*'ォ　ォ, v, j, ezj], {d,} -[v, 0,
vJ e-　0,*

{/.} -[/* m,, mty u mzq -A

ここに,

ただし, Yは単位体積重量, Aは断面積, gは重力加速度であるo

(3.1)式を式変形すると次式となるo

(-(o M+[M)M-M

(3.1)

(3.2)

節点p,qは内節点であるから,要素内に外力がない場合�"zp-0,m　となるoよって,

(3.2)式の3行目と5行目を取り出すと,
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-W2笠(芸v.- +孟ev +芸vj -haeォ

・争-K?-eォ+竿十Kf- ¥e-.孝vi+竿*,-0

-W2笠(一芸vt -孟ozp霊vj十ins*"

・争i・争zp -争'詛竿+K-> K-Kfe,

(3.3), (3.4)式より,節点変位間に次の関係式が成り立つ。

K -Mft

二二I-0

R} -[1　.]・[T]-

ただし,

-302400(」J2 )2 + rヱ些0,2
g

a-,-, -

0　　0　　0

0　1　0　　0

*32

0　　0　1　0

詛si

0 0 0 1

132DK?. - IVヱ些W2
g

- 72(W

(3.3)

(3.4)

(3.5)

2AOKf'I 420EIz +105^/ -13笠W2)
E

151200(E72)2 +V笠co2 390^ +12笠co2 +540」/2 UOKf/+3/3笠W2)

ォ51=-

E

151200(EIzy +r笠co2 ¥390K '+l2笠co2 +540」/ ¥14OKf'l+313争2)
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02400(」/z)2+1"^-co2(-1320Kf-+7/2^-a>2

8V8.中K?'l-I313^co2

3r
420EIz+105K->l-l一些02

-サ蝣サーr∴

・-302400(」/z)2+240EIji420K?'+420*?-lli2争2)

・l4笠w2-240Kf+I2笠a,2)+2AOK?(lO5Kfl2-14Y

-co2

¥

(3.5)式の変換マトリックスを用いて(3.2)式を縮約すると,固有振動方程式は次式となる・

(-'->2[mv] m)㈲- /.

B]-Wh]M'M-NfclM- M -[^ m* fォmA

ここに,

(3.6)

ところで, (3.5)式の変換マトリックスには,解析で求めるべき固有円振動数αが含まれて

いる.したがって,解析の際には,脚に適当な初期値を仮定して, αの値が収束するまで繰

り返し計算を行う必要がある。しかし,回転に関する質量項は一般に剛性に比較して小さ

いため,実際め構造解析で必要となる低次振動モードに対しては, (3.3), (3.4)式のa・2の項

は無視できるものと考えられる。したがって, (3.5)式の詔の項を無視した式を用いれば,

上記のような繰り返し計算は必要ない。そこで本章の解析例では,この固有値に関する繰

り返し計算を省略した場合の解析結果の精度を調査するため,内節点自由度の縮約を行わ

ず, 1要素あたり8自由度(立体骨組の場合は18自由度)の要素剛性マトリックスを用い

た非縮約法(フルマトリックス法)と,内節点自由度の縮約を行い,通常のはり要素と同

じ6自由度(立体骨組の場合は12自由度)の要素剛性マトリックスを用い牢,縮約法とで

解析を行い,解を比較する。
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3.2.2　固有振動解析例

(1)半剛接合部を有する両端固定はり

固有振動解析における解析結果の精度を調査する際,本手法の誤差の影響項を含む関係

式は(3.3), (3.4)式であり,再記すると次式となる。式中,求めるべきa'が含まれる第1項が

誤差の影響項であり,この項が相対的に小さければ,誤差の影響は小さくなる。

-02笠(芸vi ・孟ev +芸vj一鋤
・争i-*X-+I等+Kf- <L孝vJ+争珂-0

-02笠(一芸vi一芸*・一芸当1。5 *

・竿vi・争zp一号vi+竿+K-> K-*H

(3.7), (3.8)式の各変位項を無次元化するように式変形を行うと,次式となる。

-co yAV

gEIz 420

22γ +13v,

蝣K-3^)

・6(管)+告(o甲-Oz,.)+2(20V +Oz?)-O
_co yAV⊥_

gEIz 420

-13v;. - 22v.

蝣(-3e9 +48m)¥

・6(管+2(^+20,)+筈K-^)-o

(3.7)

(3-8)

(3.9)

(3.10)

(3.9), (3.10)式より　coの項を省略した場合の解析精度に対する影響項は, rAJ* gEitの

オーダーによって決定されることがわかる。

そこで,本解析モデルでは, A/丁に対する影響を調査するために,部材断面を長方形とし,

断面のアスペクト比を1:1, 4:1, 9:1と変化させ,また,要素長Jlに対する影響を調査

するために要素の分割を2, 4, 6,8, 16として解析を行う。部材のヤング係数は」=2100t/cm

単位体積重量はp7.86×lCTt/cm3,重力加速度はg-980cm/sec2とする。各モデルの断面のア

スペクト比とはり幅b,はり成h,断面積A,断面2次モーメントIzを表3-1にまとめる。
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表3-1解析モデルの諸定数

A s p e ct b (c m ) h (c m ) A (c m 2 )
7z (c m 4)

M o d e l 1 1 :1 3 .0 3 .0 9 .0 6 .7 5

M o d e l 2 4 :1 6 .0 1 .5 9 .0 1 .6 8 7 5

M o d e l 3 9 :1 9 .0 1 .0 9 .0 0 .7 5

M o d e l 4 1 :4 1 .5 6 .0 9 .0 2 7

M o d e l 5 1 :9 1 .0 9 .0 9 .0 6 0 .7 5

K"

1　　^　　　　2
甘

/=100cm *"* /=100cm

図3-2　解析モデル

解析モデルは,図3-2に示すような,はり中央部に曲げバネを有する両軍固定はりとし,

曲げバネの剛性を(3.ll)式の接合係数Aを用いて評価するo

K"- =
AEI,

1-kO I
(3.ll)

本解析例では　Ae=0 (接合部剛性Ke--Otcm/rad)のピン接合とした場合と　A -0.5 (接

合部剛性Ke'=567 tcm/rad)の半剛接合とした場合の解析例を示すo解析モデルの要素分割

数Ⅳは, 2, 4, 6, 8, 16の5通りとし,両端固定間の要素分割数Ⅳに対する解の比較を行

う。

表3-2にModel1-3と表3-3にModel4, 5の部材中央の曲げバネをピン接合とした場合

の解析モデルの1次から5次までの固有周期(単位‥秒)を示すo表中,各上段は本解析

揺(縮約法)による解析値,中段は縮約を行わないフルマトリックス法による解析値,下

段はそれらの相対誤差(単位:%)を示すoただし,要素分割数N-2のモデルでは,分割

数が少ないため, 2次モードまでの固有周期を示す。
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表3-2　Model1-3の固有周期と相対誤差(ピン接合とした場合)
unit : sec

A spect N 1stM ode 2nd M ode 3rd M ode 4th M ode 5th M ode

M odel1 1:1

2 .

3.994xlO"2 5.663×1(T

4.014×10"' 6.919×10▼3

0.50% 18.15%

4

4.029×10" 9.085×10"; 6.379×10ー3 2.302×10"; 1.849×10"

4.031×10ー2 9.112×10ー3 6.381×10" 2.428×10-3 1.887×10"

0.05 % 0.30% 0.03% 5.19% 2.01%

′6

4.032×10ー2 9.176×1(T 6.411×10一3 2.777×10-3 2.270×1(T

4.032×10ー2 9.178×10"; 6.414×10" 2.789×10一3 2.270×1(T

0.00% 0.02% 0.05% 0.43% 0.00%

8

4.032xl(F 9.190×1(T 6.426×1(T 2.818×10一3 2.280×K T

4.032×10" 9.190×i<r 6.427×10ー3 2.820×10" 2.280×10"-

0.00% 0.00% 0.02% 0.07% 0.00%

16

4.033×1(T 9.196X i<r 6.434X ltr 2.837×10-3 2ー297×10"

4.032Xi<r 9.196×io-J 6.434X i(r 2.837×1(T 2.297xlO"3

0.02% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

M odel2 4:1

2

7.988×10" 1.133×10-

8.027×10" 1.384X itr

0.49% 18.14%

4

8.058xlO" 1.817×10" 1.276xlO"' 4.605×10一? 3.699×10":

8.061xl0"2 1.822×1(T 1.276×10"' 4.855×10-3 3.773×10"

0.04% 0.27% 0.00% 5.15% 1.96%

6

8.064×10" 1.835×10" 1.282×10"' 5.554×1(T 4.539×10"

8.064×10" 1.836×10"" 1.283×10"' 5.578×10" 4.540×1(T

0.00% 0.05% 0.08% 0.43% 0.02%

8

8.065xl(T 1.838×10" 1.285×10-' 5.636×10"; 4.559×1(T

8.065×i<r 1.838×1OV 1.285×10"' 5.640×10"; 4.561XK T

0.00% 0.00% 0.00% 0.07% 0.04%

16

8.065×10- 1.839×1(F 1.287×i0-2 5.673×10'; 4.593×10"

8.065×K P 1.839×10" 1.287×10 ' 5.673×10一3 4.593×1(T

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

M odel3 9:1

2

1.198×10"J 1.699×1(T

1.204×10" 2.076×10"

0.50% 18.16%

4

1.209×10-1 2.ウ26×W 1.914×10"' 6.907×10" 5.548×10ー3

1.209×io-J 2.734x lO" 1月14×10"' 7.283X ltr 5.660×1(T

0.00% 0.29% 0.00% 5.16% 1.98%

6

1.210×i0-1 2.753×1(F 1.923x lO"2 8.331×itr 6.809×10"

1.210xlO"1 2.753×10"2 1.924Xio-" 8.367×10"; 6.810XK T

0.00% 0.00% 0.05% 0.43% 0.01%

8

1.210×10 1 2.757×10" 1.928×10"' 8.454×10ー3 6.839xlO"3

1.210xlO"1 2.757×i(r 1.928×10▼2 8.460×ltr 6.841×io-

0.00% 0.00% 0.00% 0.07% 0.03%

16

1.210×10"J 2.759×10"' 1.930×10" 8.510×10" 6.890xl0"3

1.210×1(T 2.759×10ー2 1.930×10"' 8.510×10'; 6.890×10"

0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

上段 : 本解析法 (縮約法)

中段:フルマトリックス法
下段:相対誤差
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表3_3　M。del4, 5の固有周期と相対誤差(ピン接合とした場合)
unit : sec

A sp ec t 〟 1st M ode 2 n d M od e 3 rd M o de 4th M od e 5 th M o de

M o del 4 1:4

2

1.9 97×10"' 2 .8 32×1(T

2 .0 07×10 "' 3 .4 59×1(T

0.5 0 % 18 .1 3%

4

2 .0 15×10 "' 4 .5 4 3×10 " 3 .1 89×1(T 1」.5 1×10-3 9 .2 47×1(T

2 .0 15×10"' 4▼55 6×10 ": 3 .1 90×10" 1 .2 14×10 " 9 .4 33×10 "

0 .00 % 0 .2 9 % 0.0 3 % 5 .19 % 1 .97 %

6

2 .0 16¥ 10" 4 .5 88×1(T 3 .2 05×10"; 1.3 88×10 " 1 .13 5×K T

2 .0 16×10" 4 .5 89×10一3 3ー20 7×1(T 1.3 95×1(T 1 .13 5x lO"3

0.0 0% 0 .0 2 % 0 .0 6% 0 .50 % 0 .0 0%

8

2 .0 16×10 " 4 .5 95×1(T 3.2 13 X i<r 1 .40 9×10ー3 1 .14 0×10-3

2 .016×io - 4 .5 95×10-3 3 .2 14×1(T 1 .4 10×lcr 1.14 0 X itr

0 .00 % 0 .00 % 0 .0 3 % 0 .0 7% 0.0 0 %

16

2 .0 16×10 " 4 .59 8 x lO '3 3 .2 17×1(T 1 .4 18×10 " 1.14 8×1(T

2 .0 16×10 -' 4 .59 8×10 " 3 .2 17×1(T 1.4 18×10 "J 1.14 8x 10 -3

0 .00 % 0 .0 0 % 0 .00 % 0.0 0 % 0 .00 %

M od el 5 1 :9

2

1.33 1×10-2 1.8 88×1(T

1.3 38 X w * 2 .3 06 x l 0"3

0.5 2% 18 .13 %

4

1 .34 3x lO '2 3 .0 2 8x l0"3 2 .12 6 X io -; 7 .67 5X io -' 7 .6 20×H T

1 .34 4×10 -' 3.0 3 7×10 " 2ー127×1(T 8 .09 2×io -' 7 .6 22×10一4

0 .07 % 0 .3 0% 0 .0 5 % 5 .1 5 % 0 .03 %

6

1.34 4×10一2 3 .05 9×10 "J 2 -1 37×10" 9.2 57×10 "' 7 .729×io -'

1.34 4×io-" 3 .05 9×io -J 2 .1 3 8×10" 9.2 97×10" 7 .72 6×10ー4

0.0 0% 0 .0 0 % 0 .05 % 0 .4 3 % 0 .04 % ′

8

1.3 44×10" 3 .0 63×10" 2.14 2×ltT 9 .39 3×io-' 7 .76 7×10-

1 .344×10" 3 .0 6 3×10ー3 2 .14 2×1(T 9 .40 0×10"' 7 .7 65×10"

0 .00 % 0 .00 % 0 .0 0 % 0 .07 % 0.0 3%

16

1.344×10 " 3 .0 6 5 x l0 '3 2 .1 45×10 "; 9 .45 5×1(T 7 .8 05×10 '

1.34 4x 10 " 3 .06 5×10ー 2.1 45×10ー3 9 .4 55×i0 -4 7.805×v r

0 .00 % 0 .0 0% 0 .00 % 0.0 0 % 0 .00 %

上段 : 本解析法 (縮約淀)

中段:フルマトリックス法
下段:相対誤差

また,同様に表3-4にMode11-3と表3-5にModel4, 5の部材中央の曲げバネを半剛接

令(接合部剛性Ke'=567 tcm/rad)とした場合の解析モデルの1次から5次までの固有周期

(単位:秒)を示す。
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表3-4　Model1-3の固有周期と相対誤差(半剛接合とした場合)
unit : sec

A spect N 1stM od e 2 n d M od e 3 rd M o de 4th M o d e 5 th M o de

M o d e 1 1 :1

2

2.685×10 "' 6 .0 64×i cr;

2 .702×10 " 6 .9 19×1 0"

0 .6 3 % 12 .36 %

4

2.732×10 " 9 .0 94×10ー3 5 .0 5 5×10" 2 .3 37×10一3 1.6 19×10"

2 .734 x lO "2 9 .112 x lO "3 5 .0 6 2×1(T 2 .4 2 8×10 "; 1.62 9×1(T

0 .0 7 % 0 .20 % 0 .14 % 3.7 5 % 0 .6 1%

6

2.73 6×10ー2 9 .177×io- 5 .10 7×w 2 .7 8 0×io -; 2 .02 0×10"

2 .73 6x l(r 2 9 .178×10ー3 5 .11 1×i cr 2 .7 8 9×1(T 2 .02 1×10 "

0 .0 0 % 0 .0 1% 0 .08 % 0.32 % 0 .05 %

8

2 .73 7×10 "' 9 .190×N T- 5 .12 9×10 " 2 .81 8×1(T 2 .0 30×10ー3

2 .73 7x lO "2 9 .19 0×10" 5 .13 0 x l0 "3 2 .82 0×1(T 2 .0 32×10ー3

0 .0 0 % 0 .00 % 0 .02 % 0 .07 % 0 .10 %

1 6

2 .73 7×10 "' 9 .19 6×10"; 5 .14 0×10 " 2 .83 7×10 " 2 .05 1x l0 "3

2 .73 7×10 " 9 .19 6×1(T 5 .14 0×10 " 2 .83 7×1(T 2 .05 1×1(T

0 .0 0 % 0 .00 % 0 .00 % 0 .00 % 0 .00 %

M od el 2 4 :1

2

5.09 1×1 0"' 1.3 14×10"'

5 .105×10 "' 1.3 84×10"'

0 .27 % 5 .06 %

4

5 .174×10 "' 1.8 2 1×10- 9.4 6 5×1(T 4 .76 2×l CT 3 .0 41x l0 "3

5 .17 6×1 0" 1.82 2×10"' 9.4 7 5 ¥ 10 " 4 .85 5×K T 3 .0 46×io -;

0 .04 % 0 .05 % 0 .11% 1 .92 % 0 .16 %

6

5 .18 1×1 0-' 1.83 5×10"' .9.5 8 7 x l(T 5 .5 6 8×io-; 3.8 27×1(T

5 .18 1×1 0"' 1.83 6×10ー2 9 .59 3 x lO "3 5 .57 8×1(T 3 .8 30×1(T

0 .00 % 0 .05 % 0 .0 6% 0 .18 % 0 .08 %

8

5 .18 2×1 0"' 1.83 8×10ー2 9 .63 3×10ー3 5 .63 8×10" 3.8 55×10一3

5 .18 2x l O"2 1.83 8×i0-2 9 .63 6×10 " 5 .64 0×i(r 3.8 58×i<r

0 .00 % 0 .00 % 0 .0 3% 0 .04 % 0 .0 8%

16

5 .18 2×1 0"' 1.83 9×icr 9 .65 5×icr; 5 .67 3×10-3 3.9 0 1×i<r

5 .18 2×1 0"' 1.83 9×1(T 9 .65 5×ltr 5 .67 3×10" 3.9 0 1x l0 "3

0 .00 % 0 .0 0% 0 .0 0% 0 .00 % 0.0 0%

M od el 3 9 :1

2

7 .55 1×i(r 2.02 3×10 "

7 .56 2×1 0 ' 2 .07 6×10 "

0 .15 % 2 .55 %

4

7 .67 0×10"' 2.73 2×10 -' 1 .39 7×10 " 7▼20 6×10"; 4.4 79 X W :

7 .67 2×1 (T 2.73 4×10 ' 1 .39 8×10 "' 7 .28 3×10 " 4.4 82 X io -;

0 .03 % 0 .0 7% 0 .0 7 % 1.0 6% 0.0 7 %

6 1

7 .67 9×1 0" 2 .75 3×10Fl-2 1 .4 16×10 "' 8 .35 8×10 " 5.6 54×1(T

7 .6 80×10ー2 2 .75 3×lO "" 1 .4 17×Iff * 8 .36 7×H T 5.6 57×10 -3

0 .0 1% 0 .0 0% 0 .0 7 % 0 .11% 0.05 %

8

7 .6 81x lO"2 2 .75 7×10 "' 1 .42 3×10 " 8 .45 8×10 " 5.6 99×10 "

7 .6 81×10"' 2 .75 7×10、2 1 .42 3×10ー2 8 .46 0×10 " 5 .7 02×10▼3

0 .00 % 0 .0 0% 0 .0 0 % 0 .0 2% 0.05 %

16

7 .6 81×1 0"' 2 .75 9×10 "' 1 .4 26×1 0"' 8 .5 10×10 " 5 .7 68×1 0"

7 .6 81×1 0ー2 2 .75 9×10 " 1 .42 6×10▼2 8 .5 10×10 "; 5 .76 8×1(T

0 .00 % 0 .0 0% 0 .0 0 % 0 .0 0% 0.00 %

上段 : 本解析 法 (縮約法 )

中段:フルマトリックス法
下段:相対誤差

75



第3章　半剛接合部を有する骨組の固有振動解析および座屈解析

表3-5　Model4, 5の固有周期と相対誤差(半剛接合とした場合)
unit : sec

A sp ect N 1st M o d e 2 nd M od e 3 rd M o de 4 th M od e 5th M o de

M o del 4 1:4

2

1.5 29×10"' 2.83 9×10"

1.5 39 x lO"2 3 .45 9×10":

0.65 % 1 7.9 2%

4

1.5 5 1×10"' 4.54 4×10" 2.82 2×10ー3 1.156×10": 8.73 5×10"'

1.5 5 2×io- 4.55 6×10" 2.82 5×10" 1.214×1(T 8.85 1×10"'

0.0 6% 0.2 6% 0 .11 % 4 .78 % 1.3 1 %

6

1 .55 3×10" 4.5 8 8×io-J 2.84 2×1<T 1.38 9X io - 1 .0 79×10-3

1.55 3×10"' 4.5 8 9×10ー3 2.844×10" 1.39 5×1(T 1.0 79×10"

0.0 0 % 0 .02 % 0 .0 7 % 0 .4 3 % 0 .0 0 %

8

1.55 3×10ー2 4.595×10" 2.8 5 1×ltr- 1.4 09×10"
1.0 84×10▼3

1.553×10"' 4.59 5×1(T 2.8 52 x l (F 1 .4 10×1(T 1.0 84×10ー3

0.00% 0 .00 % 0.0 4 % 0 .0 7 % 0 .0 0%

16

1.5 54×10" 4.59 8×10" 2.8 5 6×10" 1.4 18×1(T 1.09 3×10"

1.5 54×10"' 4.59 8×1<T 2.8 5 6×10" 1.4 18×10"; 1.09 3×io-

0.0 0 % 0 .0 0% 0 .00 % 0 .00 % 0 .0 0 %

M o d el5 1 :9

2

1ユ19×10"' 1.8 76×10ー3

1.126×10"' 2.3 06×10";

0.62 % 18 .65 %

4

1 .13 3×10"' 3.0 29×1(F 1.9 86×1(T 7.68 8×10"' 7.6 20×10"'

1.1 34×1(T 3.037×10"; 1.9 87 X itr 8 .0 92×10" 7.6 22×10"'

0.0 9 % 0 .26 % 0 .0 5 % 4 .9 9 % 0 .0 3 %

6

1.134×10"' 3.05 9×10" 1.9 98×10"; 9.2 58×1(T 7.7 29×10"

1.134×io- 3.05 9×10" 1.9 9 9×io-; 9.2 97×10-4 7.72 6×10"

0.0 0 % 0 .0 0% 0.05 % 0.4 2 % 0 .04 %

8

1.135×10"' 3.0 63×1(T 2 .0 0 4×10ー3 9.393×10" 7.76 7×10"'

1.135×10ー2 3.063×1(T 2.0 0 4×10" 9.4 0 0x l(r 4 7 .76 5×10ー4

0.00% 0.0 0% 0 .00 % 0 .07 % 0 .03 %

1 6

1」.35×10"' 3.0 65 x l0"3 2 .00 7X itr 9 .4 5 5×10" 7.8 05×10"'

1.13 5×10" 3.0 65×10" 2.00 7×w r 9.45 5×w " 7.805×10"

0.00 % 0 .0 0% 0 .0 0 % 0 .0 0% 0 .0 0 %

上 JL : 、、

中段:フルマトリックス法
下段:相対誤差

これらの表より,ピン接合も半剛接合も同様の結果を示し,要素分割数Ⅳ=4では4次以

降の高次モードで若干誤差が大きくなるがJV-8,16では,高次モードでも良好な精度が得ら

れていることがわかる。また,断面形状のアスペクト比の変化は,解析精度にほとんど影

響を与えないことがわかる。

以上の結果より,低次振動モードのみを必要とする問題では,本解析方法で十分な精度

が得られ,また,高次振動モードが必要な場合でも,要素分割数を多くとれば本解析方法

で解析が可能である。また,使用部材の断面は,実構造レベルの断面形状であれば十分対

応できることが示された。
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(2)半剛接合部を有するL型骨組

柱

はり柱接合部の詳細

図3-3　解析モデル

車I　　　　　　蠎

31.5 mm

部材断面

次に,図3_3に示すような,河島,藤本9)のL型骨組の実験モデルを対象として解析を

行う。本モデルでは,図に示すように,柱とはりの接合部に円弧状の板バネが使用されて

おり,その板厚を1.0mm, 2.0mm, 3.0mmとして実験が行われている。板厚に対するバネ剛

性Ksと接合係数九の値を表3-6に示す。また,使用部材の諸定数を表317に示す。なお,

本解析では,半剛接合部の内節点自申度の縮約を行う解析法(締約法)のみの解析を行っ

ている。

表3-6　各解析モデル

板 バ ネ の板 厚 板 バ ネ の 剛 性 K S A

M od el 6 0 to n′Tad 0.0 0 00

M od el 7 1.0 m m 0 .2 6 04 tcm /rad 0 .0 0 95

M o del 8 2 .0 m m 4 .4 9 8 9 to n ′rad 0 」[4 25

M o del 9 3 .0 m m 9 .0 0 5 9 to n ′rad 0 .2 4 96

M od el 10 in 氏n ity 1 .00 00

表3-7　使用部材の諸定数

E 2 10 0 (t′cm 2)

A 2 .6 77 5 (cm 2)

∫ 0 .16 12 (cm 4)

γ
7 .8 6× 1 0"' (t′cm 3)

喜 9 80 (cm ,′sec2)

表3_8は,解析モデルを5分割(CaseA),および10分割(CaseB)した場合の,各モデ

ルに対する1次から4次までの固有周期を示す。ここに,表中の最下段は河島,藤本の実

験値である。表3-8より, 3次モードまでは5分割程度で良好な精度が得られ,実験値と良
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好に一致するが, 4次モードでは10分割以上の分割が必要であることが示されているo

表3_8　各モデルの固有周期
unit : SeC

K , (tcm /rad ) 〟 1stM ode 2 n d M od e 3rd M od e 4 th M o de

M o del 6 0

5 7 .29×1(T 3.22×10ー2 2.20×10"' 8.9 5×1<T

10 7 .30×10ー2 3.24×10ー2 2 .25×10" 1.0 7×10ー2

- - - -

M o del 7 0.2 60 4

5 7 .2 3×w 3.20×10ー2 . 2 .19×10"' 8.9 4×1(T

10 7 .2 5×10"' 3.2 3×10ー2 2.25×10"' 1.07×10ー2

7.19X i<r 3 .3 4×10ー2 2.28×10" 1.20×w

M odel 8 4 .49 89

5 6.7 4×ltI.2 3 .0 3×10"' 2.13×10" 8.90×103

10 6.76×10" 3.0 6×10ー2 2.18×10"' 1.06×10一2

7.09×10" 3.3 1×10"' 2.2 7×10"' 1.12×10"

M od el 9 9 .00 59

5 6 .54×10" 2.94×10"' 2.0 8×1(T 8.9 2×10"

10 6 .55×10 ' 2.97×10"' 2.1 3×10"' 1.0 6×1(T

6.45×10"' 3.25×10"' 2.2 2×10"' 1.0 9×1(T

M od el 1 0 in丘nity

5 6 .10×i(r 2.75×lO"2 1.8 9×10ー2 9.18×10";

10 6 .12×10" 2.7 8×10-' 1.9 3×1(T 1.0 5×10"'

- - - -

上 (C aseA )

中段:鍛析値(CaseB)
下段:実験値(河島,藤本9))

3.3　座屈解析

3.3.1曲げバネを有するはり要素モデルの定式化

図3-1の要素ijの座屈方程式は次のようになるo

MW p]W-te)

ここに,

*. -

J3

K"

聖一　一K?

一筆　0
6EIz

O 0

早+*?蝣
6El,

72

2EI.

1

0

1 2El,

J5

一里芋+KfJ2

-Kf K-

p;-

M-b e-e窄　-,e*]>U)-[/*w-,
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壁,
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0　　0

旦　o　些
10　　15
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10　　　　30　10　15
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第3章　半剛接合部を有する骨組の固有振動解析および座屈解析

節点p,qは内節点であるから,要素内に外力がない場合mzp -o>mzq -oとなるoよって,

(3ユ2)式の3行目と5行目を取り出すと,

笠v,-#・**+1竿+K*0号vj・争zq

・p-v,+
10'芸K一志vj一志O,J-O

*?

笠VE・争zp一等vi+竿+K6
fサ,-*?'ォ

・p-v,-
1。志o甲-志vj・芸0--0

*?

(3.13), (3.14)式より,節点変位間に次の関係式が成り立つo

Kl-MR

R} -[*. '- v, ',].'[rJ-

0　　0　　0

0　1　0　　0

hi b32　fo33　サ34

0　　0

'51

0　　0　　0

ここに,

ただし,

K--

b33 =

(3.13)

(3.14)

(3.15)

3(60」/z +l2p)(60EIz +l(30K'- +pヰ41pfj　　60K-'l(60」/z +/(15i<:f + 2/p)j

/ ;蝣,I

3(60」/2+l2p)(60EIz+l(30Ke

j'+p+41p)j

K=-

&53 -

lEb

3(60」/2 +l2p)(60EIz +l(30K?'+ p + 41p)j

lEb

3(60」/z +l2p)(6QEIz'+l(30Kf- +p + 41p)j

lEb
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4- -Tう.

th -10800(EIJ十120EIJ(30K?> +30K6/十p +8lp)+l2 (60K?'(15Kf十21p)+ p(120Kfl二p十16/2p))

(3.15)式の変換マトリックスを用いて(3.12)式を縮約すると,座屈方程式は次式となるo

[軸^}+p]K}-{封

fiHTj[kij][T], p]-[rrp][r],即[/, --: fyj mn]

ここに,

(3.16)

ところで, (3.15)式の変換マトリックスには,解析で求めるべき座屈荷重pが含まれてい

る。したがって,解析の際には, pに適当な初期値を仮定して, pの値が収束するまで繰り

返し計算を行う必要がある。しかし,前節の固有振動方程式のa'2の係数よりも, -pはさらに

低次のオーダーとなるから,前節同様に, (3.15)式のpの項を無視した式を用いて, (3.12)式

を縮約しても十分な精度が得られると考えられる。次節では,基本例題によって座屈解析

における精度の検証を行う。

3.3.2　座屈解析例

半剛接バネを有する骨組の座屈解析例として,図3-4に示すような節点2に回転バネを

有する骨組の座屈解析を行う。図において,.部材T4は骨組を安定させるための弾性バネで

ある。回転バネ剛性は, EI=1.0×105 tern2とする。また,部材のIEbげ剛性は以下のように仮

定している。

CaseA :曲げ剛性〟を非常に大きくした剛棒モデル

Case B : 」1=1.0× 105 tern2

Case C : Case Bの1/10の曲げ剛性」7=1.0×104tern2

ここで, CaseAの理論解は,部材ii,云が剛棒であるので,仮想変位を考慮したときの

エネルギーの釣合から容易に求められ,次式となる。

p-箸+壁5

ただし, gl,亀は回転バネとバネ24の剛性である。
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部材の曲げ剛性

Case A : 」/=--

Case B : 」7=1.0× 10s tern2

Case C : 」7=1.OX IO4 ton2

1=100 cm

図3-4　座屈解析モデル

表3-9は,バネ剛性Ki, K2の各値に対する座屈荷重値を示しているO表中の上段は本解

析法(縮約法)の解析結果であり,下段はフルマトリックス法による解析結果である。表

より,両者の結果はまったく・一致してuることがわかる_Oまた, Case Aは,理論解に対し

て良好に一致し, Case B, Case Cでは,曲げバネ剛性が無限大の剛接のとき,それぞれの

EIに対する長さ21の弾性棒の座屈荷重値に収束するため, Case Aと比較して接合部剛性

Klの変化による座屈荷重値の変化量が小さくなっているo

表319　座屈荷重

K x (tc m /ra d ) 正 解 (t) C a se A C a se B C a s e C

0 0 .3 0
0 .3 0 0 .3 0 0 .3 0

0 .3 0 0 .3 0 0 .3 0

1 0 0 0 1 6 .9 7
1 6 .9 7 8 .9 0 1 .7 1

1 6 .9 7 8 .9 0 1 .7 1

4 0 0 0 6 6 .9 7
6 6 .9 7 1 3 .5 1 1 .7 8

6 6 .9 7 1 3 .5 1 1 .7 8

1 6 0 0 0 2 6 6 .9 7
2 6 6 .9 7 1 5 .3 4 1 .8 0

2 6 6 .9 7 1 5 .3 4 1 .8 0

in fi n ity in 五n ity

1 .5 8×1 0 7 1 6 .0 2 1 .8 1

1 .5 8×1 0 7 1 6 .0 2 1 .8 1

3.4　まとめ

本章では,半剛接合部を有するはりの固有振動解析および座屈解析を行った。本解析法

は,半剛接合部によって生じる付加自由度は静的縮約法によって縮約するため,固有振動

解析では,分布質量系の解析の場合に締約誤差を生じる。また,座屈解析でも,縮約誤差

を生じるため,半剛接合部を有するはりの固有振動解析と座屈解析を行い,これらの縮約
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誤差の影響を調査した。

そめ結果,固有振動解析では,縮約誤差は,式の上では要素長と断面形状に依存するも

のであり,この内,数値解析上では,要素長の影響が大きく,断面形状の影響は通常の部

材断面ではほとんど影響を与えないことが示されたoまた,高次振動の解析を行う場合は

少なくとも1要素に半波以上の振動モードの変化が生じないように適切に要素分割を行え

ば,特に問題はないことが示された。

座屈解析で札縮約誤差の影響係数のオーダーが固有振動解析よりも小さいことと,ま

た通常座屈問題では1次モードのみが必要となることから,近似的に静的縮約を行っても

問題はないと言える。

以上の点に注意した解析を行えば,本解析法は,静変形解析と同様に固有振動解析や座

屈解析にも有効に利用することができることを示した。
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第4章

接合部の剛性と減衰を考慮した半剛接はり要素

の応答解析

4.1　はじめに

建築骨組の構造解析を行う場合,接合部はピン接合か剛接合,柱脚はピン支持か固定支

持として扱われることが多いが,実際の接合部は,剛接合とピン接合の中間的な半剛接的

特性を示すことが知られている1).2)。また,最近では接合部に制震装置を装着したり3),柱

脚に積層ゴムアイソレータを装着する場合が増えており4),このような半剛接的特性を構造

解析に取り込む必要性が増している。

このような背景から,第2章では骨組の部材要素端にせん断,曲げ,引張・圧縮,ねじ

りの任意自由度のバネ特性を導入できる有限要素を提案した5),6)本要素は,付加された半

剛接バネの内節点自由度を静的締約法によって締約しているため,通常の骨組要素と同様

に扱える利点がある。しかしながら,本要素を動的解析に用いる場合,静的締約の条件式

が厳密ではなくなり,分布質量系の問題では誤差を生じることになる。この分布質量に関

する誤差に関しては,第3章ですでに検討を行い,通常の構造解析では,この誤差は無視

できる範囲であることを示した。また,集中質量として扱う場合には誤差が生じないため,

後述の第6章では,本要素を利用して半剛接骨組の動的弾塑性解析を行い,その応答特性

の調査を行う。

ところで,この静的締約の条件式が厳密でなくなる問題として,分布質量系の他に接合

部にダッシュポット減衰を考慮する場合が考えられる。このような接合部減衰は接合部の

弾塑性特性を等価剛性と等価減衰で評価する場合等に必要であり,このような減衰を骨組

解析に導入することはプログラムの解析範囲を広げる上で重要となる0

そこで本章では,第3章までに示した半剛接はり要素モデルに新たにダッシュポット減

衰を考慮した要素を提案し,本要素の動的応答解析における節点自由度の静的縮約に関す

る縮約誤差についての検討を行う。このとき,構造物自体の内部に生じる内部摩擦に起因

する構造減衰は,本半剛接はり要素の縮約誤差には直接関係がないため,本解析例では,

84



第4章　接合部の剛性と減衰を考慮した半剛接はり要素の応答解析

これらの構造減衰は考慮せず,接合部位置に局部的に生じるダッシュポット減衰のみを考

慮した解析を行うことで,ダッシュポット減衰定数値に対する本半剛接はり要素の縮約誤

差の影響を調査する。

4.2　接合部の剛性と減衰を考慮した半剛接要素

本章では,図411に示すような有限要素を提案する。なお,図4-1は, Z軸まわりの曲げ

変形に関する要素を示したものであり, y軸まわりの曲げ,軸方向,ねじり変形に関しても

本章に示すものと同様の定式化を行うことができる。そして平面骨組の場合,最終的には,

1節点6自由度の要素の運動方程式が導かれる。しかし,ここでは簡単のためZ軸まわりの

曲げ変形に関する定式化のみを示すものとする。

u

ツ シ ユ ポ ッ ト減 衰 C iV ダ ッ シ ュ ポ ッ ト減 衰

サ'.

バ ネ 嘩 K iV バ ネ 剛 tt J C

VV P
`

K K
′=ゝ

J
、ビワ
: ^ T バネ剛畔 バネ剛畔 当

ダッシュポット減衰　　　　　　　　　ダッシュポット減衰

図4-1有限要素モデル

図4-1の要素pqは通常のはり要素である。要素ip, qj¥*」,接合部の特性を表す要素であ

り,長さはOで,曲げおよびせん断変形に関するバネとダッシュポットから構成される0

4.2.1要素運動方程式

図411のはり要素pqと,バネ要素Ip, qjの剛性,質量,減衰を重ね合わせると,要素全

体の運動方程式は次式となる。

k]{v}+k]{可十M{v}-{/,} (4.1)

ここに　k].fc].[*Jは要素石の質量,減衰,剛性の各マトリックスであり,次式で表

:Mi
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0

0
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0
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M
0　　-K'

0　　　0

0
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137　　13
0　ヱ　_　_
70　　420　　3 5

I-　　111 1ーo_旦_
420　140　　210　105

0　　0　　　　　　　　　　　0　0

0　　0　　　　　　　　　　　0　0　　0

c

O

-c

O

O

c>

o q

-C-'　O Cf

o o q

O 0 o

o o-c;

0　0　0　-<?

管+KJ
(SEI,

12

UEI,

早+K-
6EL

Lz

管+K)
6EI,

00

006EL2EI,
-1-Kv,

0　　　0　　　　0　　　　　0

早+K-'
K]

-*?　O K?

ここに, gは重力加速度, Yは単位体積重量, ‖ま要素長・ Eはヤング係数- IzまZ軸まわ

りの断面2次モーメントである。

また　M.{/,ま次式で表わされる各節点の変位と節点カベクトルであるo

Mr-[v,　k ¥ *, vj *ォ]・M-[f*--* ----f* mA

ただし. (-)は時間に関する微分を表し- v,,(?B.は節点iのたわみとZ軸まわりの回転角を,
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/*>ササは節点iのせん断力と曲げモーメントを表しているoまた,減衰は要素全体に加わる

剛性比例型減衰と接合部のダッシュポット減衰を考える。

次に(4.1)式の内節点自由度の縮約を行う。まず(4.1)式の3行目から6行目までを取り出す

と次のように整理できる。

KIH'f^*"]!*"‖*,']W)

[cr]({^}-{*})+ [kr]{*"}- [k!]{s}-{o}

(4.2)

ここに<U,は1次固有円振動数,互は1次モ~ドの減衰定数であるoまた[<*]>[*,"]

は[-v],[kV]のpq節点の自由度に関係する部分マトリックスであり[ォ・]囲,{V. v*

は次式で表される。

[<*]-

C,y

0 C

0 0

0 0 0

k;

0 K>

O K¥

0　　0　　0

M -[vp ezp vq *,],{*・} -[V| ^2i

(4.2)式をさらに書き換えると,

Sym.

R

・i d4

[<]({*"-}- [*v-]つ舶)) ・告[k?]({*-}- [k?]宰]{蝣0"

蝣[*r](w-[*rrp]W -K-]軒1[軸1-Kl(M-M)

ここで, (4.3)式の右辺第-項は分布質量の影響項,第二項は接合部のダッシュボ.jト減衰

の影響項であり,これらを十分小さいと仮定して0と置くと次式となる。

M-frrM車frF}, M-[rv]H
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1 0　0　0

0 1 0　0

:壬I ::-:

0　0 1 0

0　0　0 1

なお,集中質量系の解析では(4.3)式の右辺第一項はoとなるため,内節点自由度の縮約誤

差は生じない(4.4)式を用いて(4.1)式をエネルギー的に変換すると,次式の縮約された運動

方程式が得られる。

[tJMW{v-}+[rJ[cv][z;]{v>}+[rJ[*,][rjp}-[rj{/,}　(4.5)

4.2.2　縮約条件式の省略項の影響

(1)分布質量に関する省略項

(4.5)式の要素の分布質量に関する省略項の影響は. (4-2)式より導かれる次式の無次元化式

によって評価できるoただし,ここでは非減衰tin-O, [cf]-O)を仮定しているo

曲げバネに対して:

(誓蝣2K+0-孟K->(d!p-dzi)
22v> 13v,

)・忘K-3<q -o

せん断バネに対して:

・2(誓I EL '誓蝣ォ(*・-*,)
26v, + 9v,

)・忘(22^ -130-0

(4.6)

(4.7)

ここに, gは重力加速度, γは単位体積重量, lは要素長, Eはヤング係数, IzはZ軸まわ

りの断面2次モーメントである。

-これらの式より,曲げバネおよびせん断バネの締約誤差は(γAl* gEIt )に依存すること

がわかる。
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(2)ダッシュポット減衰に関する省略項

接合部のダッシュポット減衰による縮約誤差の影響項は,質量を集中質量系K].o)

とし,構造物の減衰は,接合部のダッシュポット減衰のみ(*i=0)と仮定することにより,

(4.2)式から次のように導かれる。

曲げバネに対して:

せん断バネに対して:

6(誓2K+0-孟#K-サ,)
・孟cf- (ev -ea)-o

12(響)+孟k:誓6K-o甲)

El '男-o

(4.8)

(4. 9)

これらの式より,曲げバネの縮約誤差は{IC? Elz),せん断バネはU3cJeiz)に依存

することがわかる。

4.3　応答解析における縮約誤差の検討

4.3.1誤差の評価法

4・2章で示した縮約に関する誤差の影響を調査するために, (4.1)式をそのまま用いた解析

揺(非縮約法)と,縮約を行った(4.5)式を用いた解析法(縮約法)との比較を行う。

誤差の影響はNewmarkのβ法(β =1/4)による応答解析36)で評価するものとし,外乱と

しては調和振動波(cos肢)を解析モデルの1次固有周期の10倍時間入力するものとする。

また,誤差の評価値は,次式で表わされる変位,速度,加速度それぞれの相対誤差の時刻

歴積分値とする。

(4. 10)

ここに, dは縮約法, d-は非縮約法による時刻tにおける変位,速度,加速度債を表わす。
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4.3.2　片持ちはりモデルによる検討

(1)解析モデル

曲げバネモデル　　せん断バネモデル

図4-2　片持ちはりモデル

まず,図4-2に示す基本的な片持ちはりモデルにより誤差の検討を行うoはり部分の諸定

数を表4-1に示す。図4-2左の接合部の曲げバネ剛性は105000 tcm/rad,右の接合部のせん

断バネ剛性は1.6581/cmとし,これらの値は典型的な半剛接合部の回転剛性と,積層ゴムア

イソレータのせん断剛性である。

表4-1材料定数および断面定数

E 2 100 1′cm 2

A 10 0 cm z

/ 10 0 0 cm 4

(2)分布質量によって生じる誤差の検討

解析モデルは非減衰系とし,要素部分の分布質量を表4-2に示すCasel-Case3の3通り

に変化させる。なお, Caselの値が現実的な分布質量値であるO表4-3はこの時の曲げバネ

の縮約誤差を示したものであり,表4-4はせん断バネの縮約誤差を示したものであるo表

よりせん断変形よりも曲げ変形に対する誤差が大きいこと,分布質量値を変化させても誤

差はほとんど変わらないことがわかる。

表4_2　各検討ケースの分布質量値Y/g(tan" sec )

C asel C asez C ase3

2 .7 3 × itr 2 .73 × 1 0": 2 .7 3 × 1(T

表4-3　分布質量による縮約誤差(曲げバネモデル)

C ase ! C ase2 C ase3

変位 2 0.86 % 2 0 .86 % 20 .8 6 %

速 度 2 0.78 % 2 0 .78 % 2 0.7 8 %

加速 度 2 0 .90 % 2 0 .9 1% 2 0.90 %
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表4-4　分布質量による縮約誤差(せん断バネモデル)

C asel C ase2 C ase3

変 位 1 .7 6 % 1.76 % 1 .76 %

速 度 0 .6 7 % 0 .6 7% 0 .6 7%

加 速 度 0 .6 2 % 0 .6 2% 0 .6 2%

参考のために,図4-3,図4-4にCaselの場合の曲げバネとせん断バネモデルの頂部変位

の時刻歴応答値を示す。図中波線は非縮約法,実線は縮約法の解析値である。

no n-conde nsation condensation

60
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u
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1=

冒 o
lp
o

・S -20

111

1 -40

160

m i
Afl

1　　　　2　　　　3　　　　4　　　　5　　　　6

Time (sec)

図4-3　曲げバネモデルの頂部時刻歴変位応答
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図4-4　せん断バネモデルの頂部時刻歴変位応答

ところで, 4.2.2節では,分布質量によって生じる誤差の大きさは, (γAl* gEI, )に依存

することを示した。この内,表4-3,表4-4に示したように, Casel-Case3を比較したと

ころ,ほぼ等しい縮約誤差となっており,縮約誤差のうち, ㍗/gに関する影響は非常に小

さいことがわかるoまた,第3章では,断面形状{All,)に関する影響も非常に小さく,

要素長さJに関する影響が顕著となる結果が得られている。そこで, Case3の接合部曲げバ

ネの場合に関して,通常行われる等分の要素分割に対する縮約誤差を調査したものを図4-5

91



第4章　接合部の剛性と減衰を考慮した半剛接はり要素の応答解析

に示す。図は横軸に要素分割数,縦軸に縮約誤差をプロットしている。図より,要素分割

数を増やすと縮約誤差が小さくなることがわかる。
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玉10%
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日

＼
＼
＼
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(Rotation spring)

一8- Velocity (Rotation
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(Rotation spring)

1　　　　　2　　　　　　4

Number of finite element division

図4-5　要素分割数に対する縮約誤差

また,この縮約誤差は半剛接合部を含む要素の要素長さのみに影響していると考えられる

ため,図4_7では, Caselの曲げバネの場合に対して,図4-2のはり要素を2分割し,半剛

接合部を有する要素の長さllをL, L/10, L/10Qと変化させた場合の縮約誤差を示す(図416

参照).

図4-6　有限要素長
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図4-7　有限要素長に対する縮約誤差
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図より,半剛接合部を有する要素の要素長さを十分小さくすることによって,縮約誤差が

除かれることがわかる。これは, limJ1-0の要素剛性マトリックスが接合部バネ要素の剛性

マトリックスそのものとなり,結果的に非締約法と同じ方程式を解くことになるためと考

えられる。

さらに,図4-9はCase3に関して,振動モードとの相関を調査するために,部材端の境界

条件を図4-8に示す3通りに変化させて,縮約誤差を調査したものである。図より,接合

部回転角の変形モードの小さいCase4の境界条件が最も誤差が小さく,接合部回転角の変形

モードの大きいCase6の誤差が最も大きくなることがわかる.

掠腰葺堵　　　獲那
Case4　　　　　　Case5　　　　　　Caseo

図4-8　各ケースの境界条件
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図4-9　固有モードに対する縮約誤差

以上の検討により,分布質量系の問題に本要素を用いる場合,特に曲げバネの縮約誤差

に注意する必要があることがわかった。この誤差は,半剛接合部を有する要素長さに大き

く依存しており,全体の分割数を増やすか,あるいは半剛接合部を有する要素の長さを短

くすれば,この誤差は無視できる。また,この誤差は振動モードにも依存しており,接合

部回転角が大きくなるモードでは誤差が大きくなるため,このような問題では特に注意を

#-l-.^こ

93



第4章　接合部の剛性と減衰を考慮した半剛接はり要素の応答解析

(3)ダッシュポット減衰によって生じる誤差の検討

分布質量によって生じる誤差の影響を除くために,質量は集中質量として15/980tern sec

を片持ちはりの自由端に付加する。また,要素全体の剛性比例型の減衰定数hlは0とし,

半剛接合部のダッシュポット減衰を表4-5に示すCase7-Case9の3通りに変化させて,柿

約誤差の影響を調査する。ただし,表415では,ダッシュポット減衰値を接合部バネ剛性K

に比例するものとして, C=旦Kの減衰定数hで与えている。
CO,

表4-5　各ケースのダッシュポット減衰定数

C a se ? C as e 8 C a s e 9

、 h = 0 .2 h = 0 .6 h = 1 .0

図4-10はその結果を示したものである。国中波線は曲げバネの縮約誤差であり,実線は

せん断バネの縮約誤差である。図より,接合部の減衰値が大きくなるにしたがって,縮約

誤差は大きくなること,また,接合部せん断バネに比較して,曲げバネの誤差が大きいこ

と,さらに,加速度応答に関する誤差が変位,速度の応答の誤差に比較して大きいことが

わかる。
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図4-10　ダッシュポット減衰による縮約誤差
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図4-11はCase9の問題に対して,通常行われる等分の要素分割に対する縮約誤差を調奪

したものである。図より,要素分割数を増やすと誤差が小さくなることがわかる。

以上の検討により,接合部ダッシュポット減衰に関する縮約誤差は,特に曲げバネに関

して接合部の減衰が大きくなるほど,大きくなることがわかった。したがって,曲げバネ

の場合で,接合部の減衰が非常に大きい場合は,要素分割を増やすか,半剛接合部を有す

る要素長さを短くすることが必要である。

4.3.3　半剛接骨組の縮約誤差の検討

本節では実際の半剛接骨組に対応した解析モデルに対して前節と同様の縮約誤差の検討

を行う。解析モデルは,図4-12に示すF型フレームとする。この解析モデルは,文献33)

に示されている地震応答実験に用いられているモデルであり,実際の鋼構造建物の振動モ

ードを模擬できるように各層重量が設定されている。ここでは,各層の梁端に半剛接合部

(曲げバネ)を仮定したモデルと柱脚部に積層ゴムアイソレータ(せん断バネ)を仮定し

たモデルを考える。

半剛接合部の剛性は」e?-77059 tcm/rad　積層ゴムアイソレータの剛性はkeq-1.8321/cmと

する。

i=三.:ii

u 154cm勇

図4-12　半剛接骨組モデル

(1)分布質量によって生じる誤差の検討

接合部せん断バネにおける分布質量によって生じる誤差は,前節で工学的に十分小さいこ

とを確かめたので,ここでは,接合部曲げバネにおける分布質量によって生じる誤差の検

討を行う。

解析モデルは非減衰系を仮定する。そして,柱と梁の分布質量はそれぞれy/g-8.0×10"!

tcm-4sec2,2.73×10当-42
cmsecの現実的な値を基準として(CaselO),分布質量によって生じ

る誤差の影響を調査するために,表4-6に示すように梁の分布質量を10倍したCasell,100

倍したCase12の計3通りで解析を行う。図4-13はCaselOの問題に対する1次と2次の固

有振動モード図である。
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表4-6　はりの分布質量ylg (tern sec)

C ase lO C asell C ase l2

2 .73 ×10 e 、2 .7 3 ×10": 2 .73 x lO"4

1次モード　　　　　　　　　2次モード

図4-13　CaselOの1次と2次の固有モード

表4_7と表4_8に1次と2次の共振振動波を入力したときの縮約誤差を示す。表より, 1

次共振振動, 2次共振振動ともに縮約誤差は小さいことがわかるoこれは,図4-13のモ~

ド図で, 1次モード, 2次モ⊥ドともに,梁部分に梁が大きく曲がるようなモードが生じて

いないためと考えられる。

表4_7　分布質量による縮約誤差(1次共振振動)

C ase lO C ase ll C asel2

変 位 0 .0 0 1% 0 .0 01 % 0 .00 2 %

速 度 0 .0 02 % 0.0 0 1% 0 .0 00 %

加 速 度 0 .0 0 1% 0.000 % 0 .0 00 %

表4_8　分布質量による縮約誤差(2次共振振動)

C asel O C ase ll C asel2

変 位 0 .02 1% 0 .0 20 % 0 .02 0 %

速 度 . 0 .0 25 % 0 .0 26 % 0 .02 5 %

加 速 度 0 .0 13 % 0.0 13 % 0 .0 13 %

また, CaselOのモデルで,梁端と同じ曲げバネを柱脚部にも設定した場合の縮約誤差を

表419に示す。表より, 2次共振振動のときの縮約誤差が若干大きくなっていることがわか

る。しかしながら,柱の分布質量は梁に設定した分布質量に比べて非常に小さいため,誤

差は0.14%以下の小さな値となっている。
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表4J9　曲げバネを柱脚部にも設定したCaselOの縮約誤差

(2)ダッシュポット減衰によって生じる誤差の検討

分布質量によって生じる誤差の影響を除くために,質皇は,集中質量(15 t)をそれぞれ

の梁端に設定する。また,要素全体の剛性比例型の減衰定数hlはoとし,半剛接合部のダ

ッシュポット減衰は曲げお皐びせん断共に現実的な値であるh=0.2 (Casel3)から表4-10

に示すようにh=1.0 (Casel7)まで,計5通りに変化させて縮約誤差の影響を調査する。

表4-10　各ケースのダッシュポット減衰定数

C asel3 C a sel4 C asel5 C asel6 C asel7

h = 0 .2 h = O A h = 0 .6 A = 0.8 h = l .Q

華4-ll,表4-12に草剛接合部モデルと積層ゴムアイソレータモデルの1次と2次の固有

周期を示す。

表4-11半剛接合部モデルの固有周期(曲げバネモデル)

l St 2 nd

1.1 82 sec 0 .155 2 sec

表4-12　積層ゴムアイソレータモデルの固有周期(せん断バネモデル)

1St 2n d

1 .112 sec 0.186 0 sec

図4-14は1次の共振振動波を与えたときのダッシュポット減衰によって生じる誤差を示

している。また,図4-15は2次の共振振動波を与えたときのダッシュポット減衰によって

生じる誤差を示している。図中波線は曲げバネの縮約誤差であり,実線はせん断バネの締

約誤差である。
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図4-14　ダッシュポット減衰による_縮約誤差(1次共振振動)

図4-14,図4-15より,半剛接骨組の縮約誤差は, 4.3.2節で示した片持ちはりモデルと

ほぼ同様の傾向を示していることがわかる。また, 1次共振振動に対する誤差も2次共振振

動に対する誤差もほぼ同様の傾向を示す。

- -0- Displacement

(Rotation spring)

- ・ローVelocity (Rotation

spring)

- ・△- Acceleration

(Rotation spring)

i Displacement

(Shearing spring)

=　Velocity

(Shearing spring)

ニ　Acceleration

(Shearing spring)

Case13　Case14　Case15　Case16 Case17

図4-15　ダッシュポット減衰による縮約誤差(2次共振振動)

以上から,実際の骨組問題では,分布質量に関する誤差は無視できる範囲であり,接合

部ダッシュポット減衰に関する誤差は,せん断バネではほぼ5%以下,曲げバネに関しては

減衰定数が40%以上の減衰に対して, 5%以上の誤差が生じることがわかったo

4.4　まとめ

本章では,半剛接骨組の動的解析に利用できる部材端にバネとダッシュポットを有する

有限要素の定式化を示し,静的縮約法による内節点自由度の縮約によって生じる誤差の検

討を行った。

その結果,せん断バネに関しては,分布質量に関する縮約誤差もダッシュポット減衰に

関する縮約誤差も小さく,接合部減衰が極端に大きい場合以外は,工学的に無視できる範

囲の誤差であることがわかった。
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一方,曲げバネに関しては,接合部が大きく変形するような振動モードが生じる場合に

分布質量の縮約誤差が大きくなることが示された。しかし,骨組の半剛接梁では,このよ

うな大きな曲げ振動が生じないため,この縮約誤差は工学的に無視できることがわかった。

また,ダッシュポット減衰に関しては40%以上の接合部減衰を考える場合には,大きな縮

約誤差が生じることがわかった。したがって,曲げバネの半剛接を考慮する場合は,以上

のことに注意し,大きな誤差が予想される場合は分割数を増やすか,半剛接合部を有する

要素の長さを短くすることで,本要素はこれらの解析に適用できることが示された。
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第5章

半剛接合部を有する建築骨組の静的弾塑性解析

5.1はじめに

本章では,半剛接合部の非線形特性を考慮した建築骨組の静的弾塑性解析を示す。その

とき,接合部の曲げモーメントと相対回転角の関係(〟-β関係)を,これまで実験的研究に

ょって得られている6種の代表的な半剛接合部D,2)の非線形特性を用いて評価し,塑性ヒン

ジ法に基づく静的弾塑性解析3),4)を行う。接合部の〟-β関係は, Richardら5)によって提案

されている非線形関数で評価する。このような接合部の非線形特性を表現するための閑数

式は,多項式関数やべき乗関数,指数関数など数多く提案されているが1) ,6) ・ Richardらの

提案する非線形関数は,べき乗関数の種類であり, 4つのパラメータにより,容易に様々な

接合部の非線形特性を表すことができ,接合部剛性が低下する剛性劣化現象(Degrading)も表

現できるという特徴がある。

5.2　接合部の非線形特性の評価法

接合部の非線形特性は, Richardら5)によって提案されている次式の非線形関数を用いる。

なお,次式は接合部の〟-β関係を規定する式である。

(*. -*>

1+!(*.-K …41 )

(5.1)

ここに, Mは接合部の曲げモーメン十, Ke, Kpは接合部の弾性剛性および塑性剛性, Mo

は要素断面の全塑性曲げモーメントであり, Noは非線形曲線の形状を決定するパラメータ

で,次式のような形で表される。
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No- (5.2)

また, βは接合部の相対回転角である。各々の定数に関する定義を図5-1に図示するo

c
0
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o
4>
【コ
⊂

0
U
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O

冨5:
∈

g

e4)

.≡

'tコ

[≡
O

FQ

Relative rotation angle 6

図5-1 Richardの非線形関数に関する諸定数

接合部剛性Ksは(5.1)式をOについて微分することにより,次式のように得られるo

K. -K.

(5.3)式より求まる接合部剛性を用いて骨組の弾塑性解析を行う。

(5.3)

Richardの関数の基本特性

Richardの関数は弾性剛性Ke,塑性剛性Kp,全塑性曲げモーメントMo・非線形関数の形

状を決定するパラメータNoの4つのパラメータからなり,それらを変化させることにより

様々なM_0関係の接合部モデルを表現することができる。ここでは,その4つのパラメ~

夕の基本特性を示す。

Richardの関数の漸近線は次式となる。

M　-K.d

Mb =Kp6+Mo
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上式の交点を求めると,次のようになる。

Kn

K　-K K　-Kn
Al。 +Alサ

図5-1に示すような,漸近線の交点と非線形曲線との距離xを求めると,.次式となる。

X=
#

K　-K
.Ilり十一Mn -Al:

(5.2)式の関係式を(5.5)式に代入して, xとNoの関係式にまとめると次式となるo

計1-1

(5.5)

(5.6)

(5.6)式の関係式を横軸にNo,縦軸にx/Moとしてプロットすると図5-2となるo図より・

N.の値が100程度でx/M。の値はOに収束しており, Richardの関数をバイリニア型のモデル

とするためには, N.の値はおよそ100以上にすればよいことがわかる。

0.8
くつ

^ 0.6
:ik!

0.2

0

0.01　0.1　　No 10 100 1000

図5-2　N。-x/M。関係式

5.3　降伏関数

本解析で用いる降伏関数は次式である8)。この降伏関数は,係数α1, α2を変化させること

で,様々な断面形状の降伏を近似できるO

F,-1耕+(若-1-0
UK

(5.7)
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ここに、

M砂:Z軸まわりの降伏曲げモーメント

M.　　軸まわりの降伏曲げモーメント

AT　　　最大圧縮降伏軸耐力+最大引張降伏軸耐力) /2

M,　　軸まわりの曲げモーメント

〟γ　‥y軸まわりの曲げモーメント

Ⅳ　　:軸力

α1,α2 :指数(断面形状により措定)

ai, a2の与えかた

長方形中実断面の場合

α1, α2は次の値とするo

α　=0.5

α　蝣2.0

角形鋼管の場合_

α1, α2の値は次の近似式によるo

α　=0.02662/). +0.3922

az - 0.09659p/ - 0.6066p/ +1.505p/ -1.956p^ + 2.529

ここに、

pa-A-　A2

長方形の角形柱の場合、長辺方向と短辺方向でpAの

値が異なる。したがってa, a,の値は、各方向のpA

から求められる各α1, α2の平均値とするo

H形鋼の場合

α1, α2の値は次の近似式によるo

・ 0.02662p^ + 0.3922

a2 - 0.09659p/ - 0.6066p/ +1.505p/ -1^Sep^ + 2.529

ここに、

pa A-

円形鋼管

α1, α2は次の値とするo

α　-0.45

α　=1.92

104



第5章　半剛接合部を有する建築骨組の静的弾塑性解析

5.4　解析モデル

解析例として,文献7)に掲載されている6層鉄骨造建物を用いる.本設計例は,東京あ

るいは大阪の市街地に建つ中規模の事務所建築を想定し,実設計の立場からその主要骨組

に対して塑性設計が行われている。図5-3に建物の基準階平面図と断面図を示す。また,

表5_1は柱断面表,表5-2は梁断面表を示し,それぞれの断面性能表を表5-3に示す。こ

こに, Eはヤング係数, Aは断面積, Izは断面2次モーメント, Mqは降伏曲げモーメント,

Mzpは全塑性曲げモ-メント,NJま降伏軸力, α1, α2は降伏関数で用いるパラメータであるo

また,床の拘束効果は梁断面積を100倍にすることで評価し,ペントハウスは屋上に載せ

られた荷重として扱う。
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図5-3　基準階平面図と断面図(A-B横面)

表5-1柱断面表

C l C Z

5～ 6階 H -400 ×400 ×13 × 21 H- 400 ×400 ×13 ×21
3～4階 H -4 14 ×4 05 ×18 ×128 H- 400 ×400 ×13 ×21
1～ 2階 H -428 ×4 07 ×20 × 35 H- 428 ×40 7 ×20 ×35

表5-2　梁断面表

6～R階 H- 496× 199×9×14
4～ 5階 H -488× 300× 11× 18
2～ 3階 . H -58 8× 300×12× 20
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第5章　半剛接合部を有する建築骨組の静的弾塑性解析

表5-3　断面性能表

使 用 E A J Z M 2y M zp N u α1 α2
場 所 (t′cm 2) (C由2) (cm 4) (te rn ) ( tcm ) ( ton )

H一4 28 × 40 7 × 20 × 35 荏 21 0 0 3 6 1 .0 1 19 0 00 1 33 6 8 15 1 0 0 8 6 6 .4 0 .4 4 5 1. 33 1

H - 4 00 × 40 0 × 13 × 21 柱 21 0 0 2 1 9 .0 6 66 00 7 99 2 8 8 1 0 5 2 5 . 6 0 .4 3 5 1. 39 6

H - 4 14 × 40 5 × 18 × 28 柱 21 0 0 2 9 5 .0 9 28 0 0 1 0 7 5 2 12 1 0 0 7 0 8 .0 0 .4 3 9 1. 36 8

H - 5 88 × 30 0 × 12 × 20 梁 21 0 0 19 2 .0 1 18 0 0 0 9 64 8 10 8 0 0 4 6 2 .0 0 .4 16 1. 60 3

H - 4 × 30 0 × 11 × 18 梁 2 0 0 16 4 .0 7 10 0 0 6 9 8 4 7 7 5 0 3 9 2 .0 0 .4 2 1 1. 53 7

H - 4 9 6× 199 × 9 × 14 梁 210 0 10 1 .0 4 19 0 0 4 0 5 6 4 5 9 0 2 4 3 . 0 0 .4 10 1. 73 7

注 ) 解 析 で は梁 に関 して 、A =A ×100 、N u = 1 .0 ×10,20の値 を用 い る

5.4.1接合部のタイプ

本章では,図513に示したA-B横面のすべての梁端に同一形式の半剛接合部を仮定し,

静的弾塑性解析を行う.梁端の接合形式は図514に示す6種の半剛接合部(A-F)とピン

接合と剛接合の計8種とする。

(A) Web Cleats

鷹
(D) Header Plate

(B) Flange Cleats　　　(C) Seat & Web Cleats

(E) Flush End Plate　　　(F) Extended End Plate

図5-4　接合部の形式

これらの半剛接合部は文献1),2)に示される実験データをもとに,表5-4に示すような接

合部の非線形特性債を設定する。表は各接合形式の塑性剛性低下率Aと接合部の相対回転角

6-0.01におけるM/M;zpの値Otは梁材の曲げモーメントMzpは梁材の全塑性曲げモーメン

ト),降伏相対回転角0,,全塑性相対回転角opの値を示すo

表5-4　各接合形式の特性値

接合形式′VづMIMz

r¥12P
a_nヱ6y(rad)o(rad)

!Ke)　o=0.01

Web Cleats 0. 1　　　　0.1　　　0.0045　　0.065

(B)Flange Cleats　　　　0.1　　0.2　　0.0040　　0.050

(C)Seat & Web Cleats 0.1　　　0.3　　　0.0035　　0.047

(D)Header Plate 0.1　　　0.4　　　0.0030　　0.045

(E)Flush End Plate 0.1　　　0.5　　　0.0025　　0.018
(F)Extended End Plate 0. 1　　　0.6　　　0.0020　　0.016
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第5章　半剛接合部を有する建築骨組の静的弾塑性解析

本解析では,これらの接合部のM-0関係を, (5.1)式のRichardら5)によって提案された関

数を用いて近似する(図5-5参照)。また,このときの関数式の各パラメータの値を表5-5

に示す。

t=
Cl

'=
CJ
CD

c
t=
O
O

巴≡　^21

0　∈

i B
Q}　ヽ一

芸至
≡

bL)
l=

・a

l=
Ql
5S

8000

6000

5 BIIII

2000

0.02　　　　　0.糾　　　　　0.06　　　　　0.08

Relative rotation angle β　¢ad)

図5-5　撞IIIII'のM-H間隙

表5-5　各接合部形式に対するRichardの閲数式の各パラメータの値

接合形 式 K J M zp

(1/rad)

K J M 2,

(1/ rad)
M <JM .zp N 0

(A )W eb C leats 19.80 1.980 0 .0 80 10

(B )F la n ge C le ats 43.48 4 .348 0 .157 10

(C )S e at & W eb C lea ts 72. 29 7.229 ▼ 0 .228 10

(D )H ea d er P late 108. 10.81 0 .29 2 10

(E )F lu sh E n d P la te 153.8 5.38 0 .346 10

(F )E xte n d ed E n d P lat 214 .3 21.43 0 .386 10

荏 ) K e,K p,M oはM ZP で正規化 されて いる

本解析では,接合部の相対回転角が最大相対回転角に到達すると,解析では曲げバネ剛

性をOとすることで解析を進める。外力としては積載過重(一定荷重)と水平力(増分荷

重)を加える。水平力分布は表5-6に示すように, 1次設計用地震力から決定すB.。この

とき, pは各階に加えられる集中荷重であり,このPを各層の節点に均等に分配して解析を

行う。部材は完全弾塑性モデルとする。ただし,接合部の非線形特性は,前述のRichardの

非線形関数でモデル化する。解析は荷重増分法によって行い,荷重増分率は弾性限の荷重

倍率の1/100倍とする。そして,解析は構造物の水平剛性が十分低下したときに(構造物の

水平剛性が初期水平剛性の1/1000以下になったとき)崩壊とみなし,解析を終了する。
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表5-6　地震力

階 w >

( to n )

Z W i

( to n)

α ∫ A ,

ー

C O = 0 . 2 p

(t o n )

C o = 1 .0

c , Q i c . Q i

6 、 10 1 . 0 4 10 1 . 0 4 0 . 2 1 9 1 . 9 0 1 0 .3 8 0 3 8 .4 2 4 3 8 . 4 2 1. 9 0 1
19 2 . 1 2

5 7 2 . 0 0 1 7 3 . 0 4 0 . 3 7 5 1. 5 9 1 0 . 3 18 5 5 . 0 6 4 1 6 . 6 4 1 . 5 9 1
27 5 . 3 2

4 7 2 . 0 0 2 4 5 . 0 4 0 . 5 3 1 1 .3 9 5 0 . 2 7 9 6 8 . 3 7 0 1 3 . 3 1 1 . 3 9 5
34 1 . 8 5

3 7 2 . 0 0 3 1 7 . 0 4 0 . 6 8 8 1 . 2、4 4 0 . 24 9 7 8 . 8 6 0 1 0 . 4 9 1 . 2 4 4
3 9 4 . 30

2 7 2 . 0 0 3 8 9 . 0 4 0 . 8 4 4 1 . 1 1 5 0 . 2 2 3 8 6. 7 6 4 7 . 9 0 4 1 . 1 1 5
3 3 . 8 2

i 7 2. 0 0 4 6 1. 0 4 1 . 0 0 0 1 . 0 0 0 0 . 2 0 0 9 2 . 20 8 5 . 4 4 4 1 . 0 0 0

1. 0 0 0

6 1 . 0 4

6 1 . 0 4基 礎 0 . 0 0 4 6 . 0 4 1 . 0 0 0 1 . 0 0 0 0 . 2 0 0 9 2 . 20 8 0 .0 0 0

件用荷重

建物に作用する荷重を図5-6にまとめる。このとき,水平荷重は増分荷重として比例載

荷し,鉛直荷重は一定の初期荷重として与えるo

図5-6　作用荷重

5.5　解析結果

Rigid St3

建物の各階梁端をRigid接合とした場合の解析結果を以下に示す・まず,図5-7にベース

シアー預部水平変位関係を示す。図中引き出し線の数字は,塑性ヒンジ発生数を示してお

り, ×印は構造物の崩壊を示す0 2点破線はベースシアー係数をo・2とした時の最下層にお

ける設計用地震層せん断力値を示しているo図より,第1ヒンジ発生時の構造物のベース

シアーは,設計用地震層せん断力を上まわっていることがわかるoまた・図5-8に塑性ヒ

ンジの発生個所と順序を示す。
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図5-7　Rigid接合建物のQ-∂関係

51.崩壊

図5-8　塑性ヒンジの発生順序

図5-8より,塑性ヒンジは,はじめに5層のはり端部に生じ,続いて3層のはり端部に

発生した後に, 5層内柱, 3層内柱の順に発生していることがわかる.

また,図5-9に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点(そ

の層の柱及び梁のどこかに塑性ヒンジが生じたときの点)を示し, ×印は崩壊点を示す。
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図5-9　各層の層せん断カー層間変位関係
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第5章　半剛接合部を有する建築骨組の静的弾塑性解析

Extended End Plate mn

Extended End Plate

建物の各階梁端をExtended End Plate接合とした場合の解析結果を以下に示すoまず,図

5-10にベースシアー頂部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終

局耐力が部材耐力と等しいとした場合の解析結果である。図中引き出し線の数字は,塑性

ヒンジ発生数を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す。 2点破線はベースシアー係数を

0.2とした時の最下層における設計用地震層せん断力値を示している。図より,第1ヒンジ

発生時の構造物のベースシアーは,設計用地震層せん断力を上まわっていることがわかる。

また,図5-11に塑性ヒンジの発生個所と順序を示す。
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図5-10　ExtendedEndPlate接合建物のQ -∂関係
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図5-11塑性ヒンジの発生順序

図5-11より,塑性ヒンジは,はじめに1層柱脚部に発生した後に, 3層のはり端部に発
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生していることがわかる。

図5-12に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点(その層

の柱及び梁のどこかに塑性ヒンジあるいは接合部が終局耐力となったときの点)を示し,

×印は崩壊点を示す。
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図5-12　各層の層せん断カー層間変位関係

Flush End Plate W"a

Flush End Plate

建物の各階梁端をFlush EndPlate接合とした場合の解析結果を以下に示す。まず,図5-13

にベースシアー預部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終局耐

力が由材耐力と等しいとした場合の解析結果である。図中引き出し線の数字は,塑性ヒン

ジ発生数を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す0 2点破線はベースシアー係数を0.2と

した時の轟下層における設計用地震層せん断力債を示している。図より,第1ヒンジ発生

時の構造物のベースシアーは,設計用地震層せん断力を上まわっていることがわかる。ま

た,図5-14に塑性ヒンジの発生個所と順序を示す。
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図5-13　FlushEndPlate接合建物のQ-∂関係

2 3 1 9

0 4 1

3

3 8 3 9
1 0 l l 8

3 5
1 3
3 6 1 2 7

9

5
3

6 7

2 7 8 2 6
1 5 1 6 14

2 4 5 3
2 1 2 2 18

2 9 3 0 3 1

4 1 2

聯 狂 謬彩琵滋 彰㍊妙 亥※彩滋

図5-14　塑性ヒンジの発生順序

図5_14より,塑性ヒンジは,はじめ柱1層柱脚部に発生した後に, 3層のはり端部に発

生していることがわかる。

また,図5-15に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点を

示し, ×印は崩壊点を示す。
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図5-15　各層の層せん断カー層間変位関係

Header Plate接合

Header Plate

建物の各階梁端をHeader Plate接合とした場合の解析結果を以下に示す。まず,図5-16

にベースシアー頂部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終局耐

力が部材耐力と等しいとした場合の解析結果である。図中引き出し線の数字は,塑性ヒン

ジ発生数を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す。 2点破線はベースシアー係数を0.2と

した時の最下層における設計用地震層せん断力値を示している。図より,第1ヒンジ野生

時の構造物のベースシアーは,設計用地震層せん断力を上まわっていることがわかるOま

た,図5-17に塑性ヒンジの発生個所と順序を示す。
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図5-16　HeaderPlate接合建物のQ-∂関係
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図5-17　塑性ヒンジの発生順序

図5-17より,塑性ヒンジは,はじめに1層柱脚部に発生した後に, 3層のはり端部に発

生していることがわかる。

また,図5-18に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点を

示し, ×印は崩壊点を示す。
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図5-18　各層の層せん断カー層間変位関係
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建物の各階梁端をSeat & Web Cleats接合とした場合の解析結果を以下に示す。まず,図

5二19にベースシアー頂部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終

局耐力が部材耐力と等しいとした場合の解析結果である。国中引き出し線の数字は,塑性

ヒンジ発生数を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す。 2点破線はベースシアー係数を

0.2とした時の最下層における設計用地震層せん断力債を示している。図より,第1ヒンジ

発生時の構造物のベースシアーは,設計用地震層せん断力を上まわっていることがわかる.

また,図5-20に塑性ヒンジの発生個所と順序を示す。
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図5-19　Seat&WebCleats接合建物のQ-J関係
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図5-20　塑性ヒンジの発生順序

図5-20より,塑性ヒンジは,はじめに1層柱脚部に発生した後に, 3層のはり端部に発

生していることがわかる。

また,図5-21に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点を

示し, ×印は崩壊点を示す。
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Flange Cleats &&

Flange Cleats

建物の各階梁端をFlange Cleats接合とした場合の解析結果を以下に示すoまず,図5-22

に.ベースシアー頂部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終局耐

力が部材耐力と等しいとした場合の解析結果である。国中引き出し線の数字は,塑性ヒン

ジ発生数を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す。 2点破線はベースシアー係数を0.2と

した時の最下層における設計用地震層せん断力値を示している。図より,第1ヒンジ発生

時の構造物のベースシアーは,設計用地震層せん断力を上まわっていることがわかる。ま

た,図5-23に塑性ヒンジの発生個所と順序を示す。
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図5-22　FlangeCleats接合建物のQ-∂関係
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図5-23より,塑性ヒンジは,はじめに1層柱脚部に発生した後に, 3層のはり端部に発

生していることがわかる。

また,図5-24に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点を

示し, ×印は崩壊点を示すO
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建物の各階梁端をWebCleats接合とした場合の解析結果を以下に示すoまず,図5-25に

ベースシアー頂部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終局耐力

が部材耐力と等しいとした場合の解析結果である。国中引き出し線の数字は,塑性ヒンジ

発生数を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す。 2点破線はベースシアー係数をo・2とし

た時の最下層における設計用地震層せん断力債を示しているo図より,第1ヒンジ発生時

の構造物のベースシアーは,設計用地震層せん断力をわずかに上まわっていることがわか

る。また,図5-26に塑性ヒンジの発生個所と順序を示す・
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図5-25　WebCleats接合建物のQ-∂関係
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図5-26　塑性ヒンジの発生順序

由5-26より,塑性ヒンジは,はじめに1層柱脚部に発生した後に, 3層のはり端部に発

生していることがわかるこ

また,図5-27に各層の層せん断カー層間変位関係を示すo図中の○印は各層の降伏点を

示し, ×印は崩壊点を示す。
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Pin^&
建物の各階梁端をpin接合とした場合の解析結果を以下に示す。まず,図5-28にベース

シアー頂部水平変位関係を示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終局耐力が部材

耐力と等しいとした場合の解析結果である。図中引き出し線の数字は,塑性ヒンジ発生数

を示しており, ×印は構造物の崩壊を示す。 2点破線はベースシアー係数を0.2とした時の

最下層における設計用地震層せん断力値を示している。図より,構造物のベースシアーは,

設計用地震層せん断力を大きく下まわっていることがわかる。また,図5-29に塑性ヒンジ

の発生個所と順序を示す。
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図5-28　Pin接合建物のQ-∂関係
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図5-29　塑性ヒンジの発生順序

図5-30に各層の層せん断カー層間変位関係を示す。図中の○印は各層の降伏点を示し,

×印は崩壊点を示す。
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各接合形式の比較

各接合形式建物の比較を行う。まず,各接合形式建物のベースシアー頂部水平変位関係

の比較を図5-31に示す。実線は本解析解を示し,破線は接合部の終局耐力が部材耐力と等

しいとした場合の解析結果である。図中の一つ日の丸印は第1降伏点,二つ目は第1接合

部終局耐力到達点を示し, ×印は崩壊点である。この図より,半剛接合構造物は剛接合構

造物に比べて,崩壊荷重が約10%-40%低く,崩壊に至るまでの変形は,最大約2倍程度大

きくなることがわかる。
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図5-32　靭性率の比較

図5-32に各接合形式建物の靭性率(頂部最大変位/降伏変位)を示す。ただし,半剛接

建物の靭性率は,頂部最大変位を第1ヒンジ発生時の頂部変位で除した値とする。また,

半剛接合建物は接合部が終局耐力となった時点と崩壊した時点の2通りの靭性率を示した。

図より,半剛接合建物では,接合部の靭性が高いHeaderPlate接合, Seat &web Cleats接合,

Flange Cleats接合がExtended End Plate接合やFlush End Plate接合に比べて高い靭性率を示し

ていることがわかる。
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図5-33に各接合形式建物の崩壊時の各層の層せん断力係数を示す。図より, Rigid接合

が最も大きな値をとり, Pin接合が一番小さな値となっていることがわかる。

また,図5_34に各接合形式建物のベースシアー係数の比較を示す。半剛接合建物に関して

は接合部が終局耐力となった時と崩壊した時の2通りの値を示した。図より, Rigid接合が

最も大きい数値を示していることがわかる。半剛接合部では,接合部の靭性が最も高い

Header Plate接合が高い値を示している。
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図5-35　各層の最大層間変形角

また,図5-35に各層の最大層間変形角を示す。

5.6　まとめ

本章では,半剛接合部の非線形特性を考慮した建築骨組の静的弾塑性解析を示した。そ

のとき,接合部の非線形特性はRichardらによって提案されているべき乗関数によって評価

し,塑性ヒンジ法に基づく骨組の静的弾塑性解析を行った。接合部は,既往の実験的研究

によって得られている代表的な6種類の半剛接合部を用いるものとした。そして,それら

の接合部を6層3スパンの鉄骨造建物のすべてのはり端に仮定し,Ai分布より算出した地震

力を比例増分荷重として静的弾塑性解析を行った。

その結果,以下の結論を得た。

1.本研究で取り扱った剛接建物では,塑性ヒンジは,はじめに5層のはり端部に生

じ,続いて3層のはり端部に発生した後, 5層内柱, 3層内柱の順に発生するのに

対し,半剛接建物では,はじめに1層柱脚部に塑性ヒンジが発生した後, 3層のは

り端部に発生し,はり降伏型の崩壊機構を形成することが示された。

2.接合部の剛性低下は構造物全体の剛性を低下させ,接合部耐力が大きくなれば,

構造物の耐力も大きくなり,構造物が崩壊に至るまでの変形が大きくなり,靭性

が増大することが示された。
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第6章

半剛接合部を有する建築骨組の勤的弾塑性解析

6.1　はじめに

欧米の柱梁接合部において一般に用いられている金物とファスナーを介して接合される

半剛接合形式は施工性等に優れており,近年我が国でもその導入が検討されつつある1).2).

しかしながら,我が国は地震国であるため,このような接合形式を導入するにあたっては

特に激震時の挙動に関して調査を行っておく必要がある。 、

半剛接合部を有する骨組構造の解析に関する研究は近年非常に精力的に行われており,

静的な問題に関しては,立体骨組の弾塑性解析にまで発展してきている3),4)しかしながら,

動的問題の解析に関する研究はいまだ少なく, Guo-Qiang Liら5)とL. E. Suarezら6)の論文等

に見られる程度である。また,実験的研究としては半剛接合部を有する鉄骨骨組の地震応

答に関する研究が林ら1)によって行われている。

一方,第3章において,任意自由度の半剛接バネを新たな自由度を増やすことなく導入

セきる有限要素解析法を示し,この方法を固有振動解析に適用している。本章では,質量系

を集中質量として扱う場合には内節点自由度の縮約誤差は生じないため,ここでは,第3

章に示した方法をさらに発展させ,半剛接合部を有する骨組の弾塑性地震応答解析法を示

す。そして,これまで実験的研究によって得られている6つの代表的な半剛接合部のM-0

関係をBi-linear型復元力特性で近似して,梁端に半剛接合部を有する建築骨組の激震時に

おける地震応答特性を調査する。な串,本章の解析例では,第5章に示した解析モデルと

同じ6層3スパン鉄骨建物を用いて解析を行う。

6.2　解析法の概要

6.2.1要素の運動方程式

本章に示す手法は,第3章,第4章に示した方法にもとづいており,接合部に任意自由

度の半剛接特性を評価できる。ここでは, Z軸まわりの曲げ変形に関する要素の運動方程式

の定式化について示す。
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バネ剛性K.y バネ剛性KJT

図6-1部材の有限要素モデル

図611の要素をはり要素pqと,長さOのバネ要素ip'qjの組み合わせと考えると,要素
全体の運動方程式は次式となる。
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O K

-k;

o　　-k:

73

0　　　0

0　　　0

+k:

6EL　　　4EL

J2　　　　g

+K'

1 2EL　　　　　6EL

/ミ　　　　　I.I

6EL　　　　　2EL

J2　　　　　1

6EL　　　4EL

J2　　　1

-k:

-0　　　0　　　　　0　　　　　　0　　　　　　0

・Kf

k:

-Kf 0 K":

Wr-[v; 0, vp 6zp vq dzq vj dzj], {fy¥ -[/. -zi 0 0 0 0.fyj mzj]
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ただし, ( )は時間に関する微分を表し, ㍗,Aは要素の単位体積重量と断面積, gは重力

加速度を表すoまた減衰は剛性比例型([cT -2*>i[*,].ォ,は1次固有円振動数,互は1

次モードの減衰定数)とするoまたvi,O*は節点iのたわみとZ軸まわりの回転角を'fyi>mzi

は節点iのせん断力と曲げモーメントを表している。

次に(6.1)式の縮約を行う。まず(6.1)式の3行目から6行目までを取り出すと次のように整

理できる。

[<*]{*・-}・告{[Kpq]{vpq「[sv酔})+[*/']H-[>v]{v*}-{o} (6.2)
ここに,

[・、圭

k:

0 K'

o k:

0　　0　　0

Sym.

*r

H -[*, K vt em], {*}'-[>> ezi v, ezj]

(6.2)式をさらに書き換えると,

[mr]({v-}-[r]-^]{*})+^[i-ー　-[^fW^]

[Z-](H-[krfh]p})--[-r][kr] 'hp}

ここで, (6.3)式の右辺は十分小さいと仮定して0と置くと,次式となる。

W-[r.] ^.M-fciM.W-fciv-

1 0　0　0

0 1 0　0

[町1 [sp]
0　0 1 0

0　0　0 1

ここに,

(6.3)

(6.4)

なお,集中質量系の解析では(6.3)式の右辺はoとなり,縮約誤差は生じない(6.4)式を用

いて(6.1)式をエネルギー的に変換すると,次式の縮約された運動方程式が得られるO
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wMMM告MMWphWfc]WM-[rJ{/,} (6-5)

また,剛接を含む場合は,次式

fc]{lP<1主W{v* -{o} (6.6)

の段階でvp -γi一等の剛接の条件を準足するようにfc]. Wを書き換えた後にWを作成

する。 y軸まわりの曲げ変形,軸方向変形,ねじり変形に関しても同様に定式化できるo

6.2.2　地震応答解析法

前節で導いた要素の運動方程式を座標変換を行って重ね合わせると地震力を受ける骨組

全体の運動方程式が次式で与えられる。

[M]{d] +[c]{d¥ +[K(f)]{d] - -[M){l}d。
(6.7)

ただし,減衰マトリックス[C]は初期剛性に対する剛性比例型とし,時間には依存しない

ものとする。またd。は地動加速度である。

(6.7)式の解析をNewmarkのβ法によって行う。この場合,増分変位ベク.トル{Ad} ,増分

速度ベクトル回,増分加速度ベクトルIA中まそれぞれ次式で表される7)o

{Ad}-{dn}&t+-{dn¥te2 βMAt2

{M} -{dn}&t +-{Ad}At

M --[可1[c]{m} -[可'[^(oHA^ -WAd。

iA4-k+i}-k}'M-R4-R)
{Ad}-{dn+1}-{dn¥,M。 -d。 -d,。n

ここに,

(6.8)-(6.10)式を増分変位ベクトル〈△`申こついて解くことにより次式が得られる。

{Ad}-¥[K(t)]一志L J j3At2i Jl伺
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ここに,

{Ap}--[M]{l}Ado+[M]U-{dn}

。At孟{l}Uc轄ォ蝣志->){'.}A*

また, **}・{i中ま(6.ll)式の{Ad}を用いて次式より得られる。

M一志tAd主一計.}一志-*蝣蝣}At

Ml孟{M}一志極上孟R}

(6.ll)-(6.13)式の手順を繰り返すことにより順次解を求めていく.

(6.12)

(6.13)

6.2.3　弾塑性剛性マトリックスの計算方法

本研究では,柱端部および梁端の半剛接合部の.曲げ変形によって降伏が生じるものと仮定

する。柱材の弾塑性特性は,曲げモーメント-曲率(m-<t>)関係で与えられ,梁端の半面

接特性は,曲げモーメントと接合部の相対回転角(m-e)の関係で与えられるものとする。

ただし,少とOは6.2.1節の定義では¢ --d2uldz2 , d-di -eDまたは0-0, -6,で与えられる。

また,柱および梁端接合部の弾塑性特性はBi-linearで近似する。

このとき,柱材の弾性剛性をKe・塑性剛性をKpとすると,これに対応する柱端部のバネ

剛性KsCは次のように定められる。すなわち,柱材が弾性の場合はKC =∞,柱材が塑性化
S

すると次の関係式

1　1　　1

有=百十君

から,次式によってバネ剛性が求められる。

ze-孟K.　豊

(6. 14)

(6.15)

なお, (6.15)式のAは前章で定義した接合係数と同じであるoまた,柱の降伏曲率4,は

MJEIzで計算して与えるoここにM,,,, ELは柱材の降伏曲げモーメントと曲げ剛性であ

る。

一方,梁端の半剛接合部のバネ剛性KsBは文献8), 9)に示されている実験データをもとに,
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図6-2に示す6種の接合形式に対して,図6-3に示すような接合部の〟 -β関係を設定し,

解析ではそれらを,第5章とは異なり,図6-4に示すようなBi-linear型復元力特性で扱うo

ここにM,ま梁材の全塑性曲げモーメントであるoまた,表611に各接合形式の初期剛性,

e-O.oiにおけるM/Mziの値,降伏相対回転如,,全塑性相対回転如pを示すo

以上のようにして,各部材の材端バネの剛性を各時間ステップで計算し, (6.ll)式の[m

を作成する。

(A) Web Cleats

(D) Header Plate

Mi

草0.5

30.4

4J
g0.3
ァ0.2

0.1

(B) Flange Cleats

匹) Flush End Plate

図6-2　接合形式

W M K d ¥ 一′

( F ′て 均 - ・' ( )
′ ! (

)

′
/

I

-*・

一..
一..

I 一・
一一

一..

^ - 一..
. .一..

. 一 ( B )

'r
一..
-

・/ ."

I

(A )

.
.

(C) Seat & Web Cleats

秤) Extended End Plate

(F) Extended End Plate

- (めFlush End Plate

(D) Header Plate

(C) Seat & Web Cleats

- ‥ - - (B) Flange Cleats

(A) Web Cleats

0　0.01 0.020.03　0.040.05　0.060-07

Rotation 0 (radian)

いてI ft-3　校ni:%OjM -H間偉

図6-4　接合部の復元力特性
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表6-1各接合形式の特性値

初期剛性MIMzpat　6
(t・cm/rad) o=0.01 (rad)

F　3.314×106

E 1.662×106

D 1.168×106

C　7.807×105

B　4.696×105

A　2.139×105

0.6　　0.0020

0.5　　0.0025

0.4　　0.0030

0.3　　0.0035

0.2　　0.0040

0.1　　0.0045

初期剛性:2次剛性　= 10:1

6.3　解析例と考察

解析例として,第5章と同様に,文献10)に掲載されている6層鉄骨造建物を採用した。

図6-5および表6-2,表6-3に建物の概要と使用鋼材を示している。本解析では, A-B構面

のすべての梁端に半剛接合部を仮定し,地震応答解析を行った。梁端の接合形式は図612

に示す6種の半剛接合部(F-A)と剛接合の計7種とした。各層の重量は,図6-5に示す

ように各節点に分配し,集中質量系として解析した。また,床の拘束効果は梁断面積を100

一倍にすることで評価し,ペントハウスは屋上に載せられた荷重として扱った。運動方程式

の数値積分はNewmarkのβ法(β=1/4)によって行った。地震波はEトCentra 1940 NS波,

Taft 1952 EW波, Hachinohe 1968 EW波,神戸海洋気象台1995 NS波の4種を最大速度

50cm!sec　レベル2)として与えた(表6-4)ォ　地震波の継続時間は30秒とした。表6-5は

それぞれの接合形式に対する建物の1次回有周期を示したものである。建物の1次固有周

期に対する減衰定数fqは0.02とした。また,柱材の剛性低下率Aは0.1とした。
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第6章　半剛接合部を有する建築骨組の動的弾塑性解析

表6-2　柱断面表

Cl CZ

5～即皆 H- 400 ×400×13×21 H-400×400 ×13× 21

3～ 4階 H -414 ×405×18×28 H-400×400 ×13× 21

1～ 2階 H -42 8×407×20×35 H-4 28×40 7×20× 35

表6-3　梁断面表

6~ R階 Hー496×199×9×14
4～ 5階 H- 488×300× 11× 18
2～ 3階 Hー588×300× 12×20

表6_4　各地震波の最大加速度と最大速度の対応

地震波名
最大加速度 最大速度 50cm′S対応

(cm/V ) (cm′S) 加速 度 (cm/sO

E l-C entro 1940 N S 341.7 33.4 511

T aft 1952 E W 175.9 17.7 497

H achin oh e 1968 E W 182.9 35.9 255

神戸 海洋気象台 1995 N S 818.0 90.5 452

表6-5　固有周期

A (Web Cleats)

B (Flange Cleats)

C (seat & Web Cleats)

D (Header Plate)

E (Flush End Plate)

F (Extended End Plate)

2.309

1.801

1.561

1.416

1.318

1.246

1.031

表6_6に以下の図6-6-図6-10の各グラフの記号の対応を示す。図6-6-図6-8は建物

預部の変位,速度,加速度の最大値をプロットしたものである。これらの図より,変位に

関しては梁端接合部の剛性が弱くなるほど大きくなり,速度,加速度に関しては逆に接合

部の剛性が弱くなるほど小さくなる傾向にあることがわかるo

表6-6　グラフの各記号

I+ E トC en tra 1 94 0 N S

…..…◆.一….. T aft 1 95 2 E W

""ー…."A 一一W-. H achin oh e 19 6 8 E W

..■ⅠT-X.-.I..
神 戸 海 洋 気 象 台 199 5 N S
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cL.^33.59 (cm)
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増
m
⊂=
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lOT K l
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図6-6　頂部最大変位比

v　=171.6(cm!sec)

. ′

一一 ′

. . . . .

. .・.・.-

i . .̀

B D E F Rigid

図6-7　頂部最大速度比

=860. 1(gaD

一一

蝣r - 5

/
/

{ .
.- !蝣ォ-サ・蝣
....

A B D E Rigid

図618　預部最大加速度比

図6-9,図6-10は1階左側外柱のせん断力,脚部の曲げモーメントの最大値を示したも

のである。これらの図より,いずれの断面力も梁端が剛接の場合に比較して半剛接の場合

の値は小さくなる傾向にあることがわかる。この傾向は文献5)に示される結果と一致する。

この要因として,接合部の剛性低下により建物の固有周期が長くなったため,建物の加速
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度応答が低減されたことが考えられる。

Qmax=45. 15(ton)

51・2
♂1

Of0.8

虫0・6

g0.4

if0.2

V0

-

I, . . .

. . . .

D E F Rigid

図6-9 1階左側外柱の最大せん断力比

ぎ1・:
ア3 0.8

二二
0.2

だ　o
こ臣

1^= 13830 (tern)

; .

- , .
l l , - I

. - . ㍗

. . .
- * " - ^ -

- - .

l i -Y

. 一 ■ .

-

B D E F Rigid

図6-10 1階左側外柱の最大曲げモーメント比

図6-11は臥CentraNS波を入力したときの,各層の最大層間変形角を示したものであるe

図より　Pin, WebCleats, FlangeCleatsに関しては,剛接合に比べて大きな層間変形角とな

っており,特にweb Cleats接合の場合は建物上層部で過大な層間変形角が生じていること

がわかる。また　Seat & Web Cleats, Header Plate, Flush End Plate, Extended End Plateに関

しては,最上層の層間変形角は剛接合に比較して大きくなるが,それ以下の層では剛接合

の場合と同程度かそれより小さくなっていることがわかる。
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層
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図6-12　塑性化の状態

図6-12はEトCentra NS波で,接合形式をRigid, HeaderPlateとした場合の柱,梁部材の

塑性化の状態を示したものであるO図中の数値は塑性率(剛接合: ¢max/4, ,半剛接合:

em/ey)を示しており,アンダーラインのあるものは梁,ないものは柱の値であるo図中
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右側め図は柱,梁それぞれの塑性率をグラフ化したものである。図より,梁端が剛接の場

合は1階柱脚部および3階柱脚部が塑性化しているが,半剛接合の場合は,剛接の場合に

比較して柱の塑性率は小さくなり,柱は塑性化していないことがわかる。また,接合部の

剛性が低下すると,特に上層部の梁に大きな塑性率が生じることがわかる。

6.4　まとめ

本章では,第3章に示した手法をさらに発展させ,半剛接合部を有する骨組の弾塑性地震

応答解析法を示した。

本方法を利用して,梁端の接合形式を6種の半剛接合と剛接合の計7種に設定して,レベ

ル2の4種の地震波に対する6層鉄骨骨組の地震応挙解析を行った。その結果,半剛接合

部の剛性が弱くなると建物の最大変位は大きくなる傾向にあるが,建物の最大加速度と柱

のせん断力,曲げモーメントは小さくなる傾向にあり,半剛接合部は大地震に対する応答

に関して必ずしも不利なものとはならないことが示された。また,接合部剛性が低下する

と上層部の層間変形角は大きくなること,柱・梁癖材の塑性率に関しては,接合部剛性が

低下すると,柱の塑性率は小さくなり,梁の塑性率は特に上層部が大きくなることがわか

った。
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第7章

建築骨組の最小重量解析

7.1　はじめに

最近,骨組の最適設計に関する多くの研究が報告されている1).2),3)。本章では,建築骨組

構造の最小重量設計問題を取り上げる. `このような建築構造物の設計では,まず構造計画

の段階で,総高さ,階高,スパン長などの建物の概形を決めた後に,与えられた外力に対

して部材に発生する応力が許容応力度以下になるように,また,各層の層間変形角が指定

した値以下におさまるように,はりと柱の部材の断面形を試行錯誤的に決定している。断

面決定に際しては,これまでの設計例などを参考にしたり,設計者の経験をもとに行われ

ているが,この作業は,熟練した構造技術者であってもかなりの時間を要するものである。

したがって,建築構造設計において,効率よく最適な部材断面を自動算定するいわゆる最

適設計プログラムの開発が望まれるところである。

建築構造物の最適設計に関する研究として,文献4)に有限要素法に基づいた多層多スパ

ンラーメンの最小重量設計問題の定式化および数値計算例が示されている。この研究では,

1つの部材断面が各部材の応力に及ぼす感度係数および各層の層間変形角に及ぼす感度係

数を陽な形の式で求めている。このことはコンピュータで計算を行う上では,その式の形

をそのままプログラム化すればよいので有利ではあるが,式が異常に複雑であるために実

務設計者には受け入れられないように思われる。そこで,本章では,コンピュータ解析を

前提にしているので,この感度解析においても陽な形の複雑な解析的感度係数を導いて計

算を行うのではなくて,数値的感度係数を使用する方法を用いる。この数値的感度係数計

算法では, 1つの感度係数を求めるにあたり全体構造物の通常の応力変形解析が1回必要

となるものの,本章で取り上げた例題の全体の計算時間はIntel PentiumPro (200MHz)のCPU

を持つパソコンで約10秒であり,あまり問題になっていない。

本章では,剛接鉄骨骨組構造を対象にした最適設計プログラムの開発に必要な理論およ

び計算法の概要を示し,最小重量設計における局所解の発生パターンについて検討を行う。

そのとき,本計算法は,逐次線形計画法(Sequential LinearProgramming Method‥ SLP法)を

使用しているため,初期値に依存して異なる局所解に収束する場合がある。この局所解は
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建物の形状によってさまざまな傾向を示すが,本章では, 5層3スパン骨組構造モデルを例

にとり,初期断面と局所解の関連性についての検討を行う.

7.2　建築骨組の最適設計

いま,骨組部材(はり,柱)にH形鋼または角形鋼管を用いた鉄骨骨組構造を長期荷重

(自重+積載荷重)および短期荷重(自重+積載荷重{水平荷重)に対して設計する問題

を考える.次の諸量はあらかじめ与えられているものとする。

(1)骨組のスパン数とスパン長,階数と階高

(2)はり,柱を構成する材料定数(鋼材のヤング係数など)

(3)最下層柱脚の支持条件(固定支持,又はピン支持)

(4)長期荷重と短期荷重の大きさ

この骨組構造を設計するために,次のような制約条件が課せられているものとする。こ

の∂j (層間変形角)とγ.・ (断面内応力度比)が状態変数であるo

(1)各層の層間変形角djが許容値∂aj以下であること

(2)長期荷重および短期荷重下におけるはり,柱の断面内応力度比γ.Iが許容値γai以下で

あること

決定すべき諸量は次のものである。すなわち,これらが設計変数となる。

(1)はりの断面寸法

(2)柱の断面寸法

なお,このときに,すべてのはり,柱を独立な変数とすることもできるが,施工性や建

築構造計画から,いくつかのはり,柱をまとめて同じ断面寸法で設計する場合もある。こ

のような場合は,設計変数の数を減らすことになり解析時間が短縮される。

制約条件を満たす解は無数にあるが,求めたい解は次のものである。

(1)制約条件を滞たす解のうち建物重量を最小にするもの

(2)または,コストを最小にするもの

全部材をすべて鋼材で設計する場合は,建物重量の最小化とコストの最小化の相関性が

大きく,ここでは同じものとしている。

以上のことをコンピュータで自動的に処理するため,以下に示す骨組構造解析法や最適

解析法を適用した。
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7.3　建築骨組構造解析法

7.3.1有限要素法による骨組構造解析

建築骨組構造の解析には変位型有限要素法を用いる.本章では平面骨組の定式化を示す

ものとし,骨組要素は図7-1に示すもので,各節点に3自由度を有する。

Lx　　　'
図7_1要素の座標系と節点変位成分

この要素剛性方程式は次式となる。

[*]*-/ (7.1)

ここに,

{d}T-[ui v; 6, uj V] et] , {/]'-[Nt a M, Nt Qj Mj]

ただし,・〟,Vは局所座標系(部材に設定した座標系)のⅩ,y軸方向の変位で, βは回転角で

IViる。

この骨組要素の要素剛性マトリックスは,軸方向変形および曲げ変形に関する次のよう

な6×6のものである。

*　蝣

O

EA

J

O

12ET

. o+*y

6EI　(4 + <p )H

(i+^y2　(i+<t>)i

O 0

12EI

(i+*r

6EI

(1+02

且4

J

6EI　　　　　12EI

-(l高一　‖

(1+0

12EI

GkAV

(1+0)/3

6EI .(4+<

(i+W2 (1+OX

(7.2)

ここに,

ただし, Aは骨組部材の断面積, Iは断面2次モーメント, lは要素長である。また, Eは

部材のヤング係数, Gはせん断弾性係数, Kは部材断面の有効せん断係数である。

140



第7章　建築骨組の最小重量解析

局所座標軸の全体座標軸に対する方向余弦で組み立てられる座標変換マトリックスを用

いると, (7.2)式の局所座標系表示の要素剛性マトリックスは全体座標系表示の要素剛性マト

リックスに変換される。この全体座標系表示の要素剛性マトリックスを用いて任意形の平

面骨組構造の解析ができる。

また,解析では,剛床仮定が成り立つものとし,はりの軸方向変形に関する自由度を縮

約した。

7.3.2　骨組部材の応力の制約条件

(1)はり部材の制約条件

はり部材は軸力の影響を無視し,曲げ応力度喝とせん断応力度Tに対する検討を行う。せ

ん断応力はウェブで負担させる。

a)曲げ応力度の確認

・潤≦1・0 (7.3)

〟

ここに'ab-テ

曲げモーメントMははり両端と中央の3個所で確認する。 (Z:断面係数. fb一許容曲げ

応力度)

b)せん断応力度の確認

・ -酔1・0 (7.4)

Q
ここに, 7--

Aw

せん断力針まはり両端の2個所で確認する(Aw :ウェブの断面積. /, :許容せん断応力

度)

(2)柱部材の制約条件

柱に関しては,曲げ応力度cnbと軸方向応力度acの組合せ応力度,およびせん断応力度T

に関する検討を行う。

a)曲げ応力度と軸方向応力度の組合せに対する安全性の確認

・骨+計110 (7.5)

hy^^^^^Vvi

ここに'-b-Tcr-i

曲げモーメントMは柱両端の2個所,軸力Nは1個所で確認する(A:全断面積fc

許容圧縮応力度)

b)せん断応力度に対する安全性の確認
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・ -酔1・0
ここにT--G- (強軸)又は7-一旦偶軸), Af:フランジの断面積

2A,

せん断力Qは柱両端の2個所で確認する。

(7.6)

上式の許容曲げ応力度fb,許容せん断応力度蝣U許容圧縮応力度fcは長期荷重下では次

式で与えられる。

A-芸/.一芸芸

l - 0.4(As/A)2

£- 2　3　s'

(As ≦A)

Fx諾欝(小A)

A=

ここに,

謡　A--ih

(7. 7)

(7.8)

短期荷重下ではそれぞれの1.5倍である。ここに, Aは限界細長比,融ま部材の細長比,

lbtま座屈長さ(本解析では部材長さとする>. k(-4^Yま断面2次半径, F tま基準強度であ

る。

7.3.3　設計変数

建築骨組の最適設計は, (7.2)式の要素剛性マトリックスを用いて骨組の構造解析を行い,

得られた変位解や(7.3)-(7.6)式の部材応力解を制約値以下になるように解析が進められる。

これらの式より,最適な骨組断面を決定するためには,断面積A,断面2次モーメントI,

断面係数Z,ウェブ断面積Aw,フランジ断面積Af,有効せん断係数Kを設計変数としなけ

ればならない。

ところが, H形断面においては, /, Z, Aw, Afの大きさは断面積Aと相関があり4)∴これ

らの断面定数の,断面積』に関する相関関係式は次式で与えられる。なお,これらの相関

関係式は文献2)の鋼材断面データをもとに求めたものであり, H形鋼中幅系列(l/2<幅/せ

い<1,および,せい≧700mm)の場合は150×100シリーズから, 900×300シリーズまで,

計29種類の鋼材から算定した.また, Kはこれらの部材の平均値を用いるものとする。
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一般用H形鋼材(中幅系列)の相関関数

/ - 0.369442-397, Z - 0.5683.41

Aw - 0.1240Al196, A, = 0.5052^0-9062

k = 0.4274

正方形薄肉角形鋼管の相関関数

/ - 0.9762^2025, Z = 0.771&41-512

Aw - OA755Ahm, Aj =0.261L41005

k - 0.4167

(7.9)

(7. 10)

これらの相関関数を用いることによって,部材の断面積だけを設計変数として解析する

ことができるoすなわち　A,1,Z,Aw,Af,KのうちのAのみを独立変数として扱い,他の断面

定数は』の従属変数として扱う.これにより部材の断面決定を1つの設計変数で処理する

ことができるだけでなく,断面定数のうち断面積のみが部材体積すなわち部材重量に関係

するので,断面積を設計変数とすると都合がよい。

7.4　最適設計解析法

7.4.1問題の設定

7.2節に示した最適設計問題を式で表現すると次のようになる。

次の制約条件:

dj(Aサー^2'"-サー4ォ)≦∂　(7-1,2,～,f)

yivkiA},-A)≦γ*　'・-l,2,---,m)

のもとで,目的関数:

fa:

W(Jl,Al,-,Am) - p∑44

が最小になるような,解(4,4,-,A)を求めよ。

(7.13)

ここに> 4-はj層の層間変形角, riはi部材グループ内の最大の長期および短期の応力度

比, J‖ま建物の層数, mは部材グループの総数であるo ∂aJ・は, j層の許容層間変形角

(8,-1/200), γaiはi部材グループの許容応力度比(γ　-1.0)であるQまた, pは鋼材の単位

体積重量であり, Liは部材グループ別総長さである。

この間題の最適解を求めるため,次節に示すような数理計画法を適用する。

7.4.2　逐次線形計画法

最適設計問題を解くにあたり,以下に示すように逐次,線形解を求めながら解析を進め

ていく方法をとる。

まず,単に制約条件だけを満たす各骨組部材の断面積が得られているとし,これを
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A" -{A[,Al,～,Aニ)で表す・そしてAoの近傍の断面積A-(Al,A2,～,Am)との差を増減量

M-(MvM2,～.M.)とすると,このときの各層の層間変形角∂M)や各部材の断面内応力

度比γM)の大きさは次式で計算することができるo

ULJ

∂M)'∂M-)+‡
'a.

Jガ

yiW-γ,(*')+‡
FQi

∂JM)
・u

drM)
dAj

(j =l,2,-,/)

(i -lA一,m)

(7. 14)

(7.15)

このとき,各層の層間変形角aJ・および各部材の長期および短期の応力度Jttfがそれぞれ許

容値∂aj,γD.・を越えないようにしなくてはいけない。 ・また,増減量Mは次式の制約条件を満

足するものとする。

AEL≦4-+M≦A" (i-l,2,- ,m) (7.16)

ここに　4LとAiUは断面積の下限値と上限値であり,ユーザーにより指定するo

さらに,叫の微小増分間における解の線形性を保つため,叫は次式の制約条件を満足

するものとする。

-」:≦A4・≦et (J-l,2,-,/n) (7.17)

ここに」,.-4%Oとするo

このとき,叫は,次式で表される建物全体重量が,より小さくなるような断面積増減量

でなくてはならない。

Jn

W(A) -W-(A)+p‡M,L
l=1

(7.18)

この計算ステップで,建物重量をより小さくする最適な各断面積の増減量AAEカ亨求まると,

A,¥Zこの増減量を加えたA,+M;を新しくAiOとおいて,計算を繰り返すo

7.4.3　シンプレックス法の適用

前節に示した線形計画問題をシンプレックス法によって一般的に解くために・文献42)と

同様の手法により,この間題の設計変数叫を非負化し,無次元化するoそのために次式の
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ような無次元化設計変数Mを導入する。

M一号+」,,言尋(i-1,2,～,m, (7. 19)

(7.19)式の関係式を用いて(7.14)式'(7.17)式をM,で整理し,マトリックス表記すると次式

となる。

{rL}-[S]{M}≦n

生ここら]

ここに,

M-[

p} -[

A4,～,MJ

AL蝣蝣蝣　AL

/+ォ　　　m

{'7 - fox.～,百a,,戸al'-

・0-^J

テX.- Aul盲1,
、　　Y　　一ノt y I

/　　　　　　　m

旦生
・u

Hd..

dAl

と⊥

∂Al

cr.

OA

4-

0

1

A[

4-

A[

4-

Al

a:

a:

BA.

∂81

・蝣'- 1...

'';・',

DAM

∂Y,n

∂Am

O

K

O

0　　　　　　　1

(7.20)

だだし, dai'/ajは比負化と無次元化による各ステップごとの修正許容値で> ALとAuは

断面積の修正下限値と修正上限値であり,次式となる。

tin

百ai -∂ai-a (A-)+‡
hfEH
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m

テ'yai-γ,on+‡
7=1 (

∂γM)

M;

4 -4-4-a-5)

Av -Au -4-a-5)

(7.22)

また, (7.19)式の関係式を用いて(7.18)式を無次元化設計変数AA-で表し,その関係項のみ

を取り出した次式を新たな目的関数とし,この式を最小にするAA-を求めるo

[^V-^MM - Min.

以上により求めたAA-から,最適断面積増減量AAを求めるo

(7.25)

7.4.4感度係数の実用的計算法

(7.20)式を組み立てるには,マトリックス卵の係数笠,一昔j"*"の値を計算しておか

ねばならない。この係数は感度係数とよばれるものである。この感度係数は,その計算ス

テップにおける全状態変数の全設計変数による微分値であるoつまり,いま,部材がある

大きさの断面積となっている状態において,各部材の断面積の微小変化に対する各層の眉

間変形角の変化量および各部材の応力の変化量である。一般の骨組構造物に対して,これ

らの感度係数を数値的に求める手法は種々ある。また,要素レベルの微分のみに差分法を

用い,システムレベルの再解析を行わない半解析的方法なども試みられているが,ここで

は,感度係数をシステム全体の再解析による差分由こ基づき,次式により数値的に求める

ことにした5)。この方法は,従来から用いられているものであり,工学的にも十分な精度を

有している。

i層の層間変形角∂, ¥z対するj番目の設計変数A,・の感度

∂∂,<A) a,(4>一,Ar叫,-.4J -a,(4>一,A,,～.4,
ここここここニここ- i.=

<蝣'. 1.　　　　　　　　　　　　<M.

i番目の部材応力度比に対するj番目の設計変数Ajの感度

∂γM) γ (A.～,Aj+叫,- ,4J-γ,K. -.4.)

dA ,　　　　　　　　　8Aj

(7.26)

(7. 27)

ここにMsは差分増分量であ。,後述の計算例ではテスト解析結果から蒜としている。
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7.4.5　収束計算法

計算ステップが進むにつれて一般に建物総重量を小さくするために,各部材の断面積は

減少していくが,あるステップ(a)で逆にある部材jの断面積が増加に転じることがある。こ

の部材の断面積が増加に転じた段階から許容変動量盲,{-eJ/AJ)の値をさらに次のように小

さくしていき,徐々に収束解へ導いていく4)。

総重量が増加に転じてから, 10ステップまで

10ステップから20ステップまで

20ステップ以上

(7.28)

(7.29)

(7.30)

7.5　最適解から部材選択を行う方法

計算された最適解から,実際の部材を選択するにあたり,得られた最適解-^3-*5^J^W'/と

実際の規格部材断面のA,l,Z,Aw,Ajとの間の差を計算し,次式で表されるそれらの誤差の2

乗の和の平方根ERRが最小となる部材を選択する。

^RR-'

ここに,

err - (aAEAf ^a^f +(azEzf +(azEAJ2 +(azEAf f

Af-Af

EA -慧EI孝,Ez誓,Eん-4碧,&A A

(7.31)

このときαA ,αI,αZ,αAw,αAfは規格部材から危険側部材を選択しないようにするための

誤差の重み係数である。これらの値は一般ユーザーに委ねられているが,本解析七は,

EA,E,,Ez　&A...'&Aが正の場合はその係数の値を1とし,負となる場合は100に設定して

大きなペナルティを与えるものとする。

7.6　解析例

本章では,解析モデルとして図7-2に示す5層3スパンの剛接鉄骨骨組構造の最小重量

設計を行う。このときの解析条件を表7-1にまとめる。部材の初期断面は
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表7_2に示すはり,柱それぞれに関して中断面,大断面の2通りとする。このとき初期断

面の配置パターンは図7-3に示す16通りのパターンとし,国中の細線は中断面,太線は大

断面を示している。それらそれぞれのパターンについて解析を行い,局所解の発生パター

ンを調査する。なお,本解析例では,長期応力と短期応力の両方の制約条件を同時に満た

す最適解を求めている。

①　　　　⑧　　　　③
「　　　＼‥「　　　　＼
BDOca　　　　　　800cm　　　　　　800cmiiiiiiiiiiiiiiiiiijiiiiiiiiiijiii-

E

3<
'q`

≡

iiJ

E

ill

E

l`

E

l∋
O
ifi

72t

72t

72t

rMi

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ 0

匹]

0

田

.0
[司

0

ロ]

0

m

団 ③ 団 ③ 団 ③ .

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓
巴 ③ 丑 ③ 回 ③

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓
団 ③ 団 ③ 団 ③

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓
田 ① 団 ② E] ①

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓
田 ① 唱 ②

2
. ①

図7-2　解析モデル

表7-1解析条件

.03t/cm

. 03t/C汀l

.03t/cm

.03t/cn

.03t/cm

建物形状 5 階建て, 3 スパン

階高 4m , 各層重量 7写t

部材種別 はり:H 形鋼中幅系, 柱 :角形鋼管

部材種類 はり4 種琴(1,2 層の内はりと外はりおよび 3～5 層の内はりと外はり)

柱 4 種類(U 層の内柱と外柱および 3～5 層の内柱と外柱)

荷重条件 鉛直荷重 :長方形分布荷重 (図 7-2 参照)

水平荷重 :標準層せん断力係数 0.2

.地震力はAL-分布

制約条件の 許容層間変形角 1′200

許容値,材料 許容応力度比 1.0

定数および はり断面積の下限値 20cm ^: 上限値 400cnT

敷地条件 柱断面積の下限値 20cm 2, 上限値 1200cm 2

地域係数 1.0, 第 2種地盤

鋼材ヤング率 2100t′cm 2

ポアソン比 0.3, F 値 2 .4t/cm 2
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第7章　建築骨組の最小重量解析

表7-2　部材の初期断面(括弧内は断面積)

部 材 中断面 大断面

は り H 494ー302 -1 3-2 1 H 9 1 8-3 03 -19 -3 7

(19 1 .4 cm 2) (3 9 1.3 cm 2)

哩 □500ー500ー32-3 2 □100 0-100 0-3 2-32

(5 5 5 .1 cm 2) (1195 cm 2)

芹は罷日∃串
1　　　2　　　　3　　　　4

ffl ffl巨胃巨罷
5　　　　　　　　6　　　　　　　　7　　　　　　　　8

巨胃巨胃F胃
13　　　　　　　14　　　　　　　15　　　　　　　16

図7-3　初期断面の組合せパターン

7.4節で説明した最適設計手法で解析した結果,タイプ1 (中央コア型),タイプ2 (中央・

外側混合コア型),タイプ3 (外側コア型)の3タイプの局所解が求まった。この3つの局

所解について以下に説明する。

7.6.1タイプ1 (中央コア型)

図7-4に局所解タイプ1の最終断面積分布状況を示す。図は線の太さで断面積の大きさ

を表現している。この解は鋼材総重量wt。ptが26.071tと3つの局所解の中で最も鋼材総重量

が小さい解であり,この間題の最通解である。

149



第7章　建築骨組の最小重量解析

1 0 0 .7 cm 2 2 1 1 .0 c m 2 1 0 0 .7 cm 2

7 4 .6 1c m 2 2 9 1 .8 c m 2 2 9 1 .8 cm 2

10 0 .7 cm 2 2 1 1 .0 cm ' 1 0 0 .7 cm 2

7 4 .6 1 cm 2 2 9 1 .8 c m 2 2 9 1 .8 cm 2

1 0 0 .7 c m 2 2 1 1 .0 cm 2 10 0 .7 c m 2

7 4 .6 1 cm 2 2 9 1 .8 cm 2 2 9 1 .8 cm 2

9 5 .7 2 cm 2 3 1 9 .7 c m ' 9 5 .7 2 c m 2

7 9 .2 0 c m 2 3 1 7 .2 cm z 3 1 7 .2 c m 2

9 5 .7 2 cm 2 3 1 9 .7 c m 2 9 5 .7 2 cm 2

7 9 .2 0 c m 2 3 17 .2 c m 2 3 1 7 .2 cm 2

74.61 cm2

74.61 cm2

74.61cm2

79.20cm2

79.20cm2

図7-4　最終断面積分布状況[w。pt-26.071 1)

図7㌢5に示す初期断面パターン2,6,8,10,13,14はタイプ1に収束した初期断面パタ~ンで

」>'oc

:E許:甘:鼎:冒∃
10

13　　　14

図715　タイプ1に収束した初期断面パターン

国中左に記した○△×は,骨組を上層部と下層部に分け,初期断面を与えたパターンが

図714の収束パターンと同じになれば○,逆転すれば×,.その他を△で判定表示したもの

である。この判定図より,与えた初期断面パターンと収束パターンはほぼ順当に対応して

おり,パターン6のように初期断面パターンと収束パターンがかなり近いものもあるo

図7_6にタイプ1の部材種別ごとの長期および短期荷重時の最大応力度比の発生位置と

大きさを示す。長期,短期ともにはりに関しては(7.3)式,柱に関しては(7.5)式から計算され

た応力度比が最大となった。括弧内は部材選択後の最大応力度比であるo
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長期荷重時の最大応力度比

(0. 56)　　　　(0.87)

短期荷重時の最大応力度比

( )内は部材選択後の最大応力度比

図7-6　最大応力度比(タイプ1)

表7-3に図7-4で示したタイプ1の最終断面積分布から(7.31)式の誤差関数を用いて規格

部材を選択したときの部材を示す。

表7-3　選択した規格部材(タイプ1)

④ (外 は り, 1外 柱 ) ㊨ (内 は り, 内 柱 )

也

(3 - 5 層 )

H 3 86 -29 9-9 -14 (1′20 .1cm 2) H 6 9 2-3 00 -13ー2 0 (2 11 .5cm 2)

□ 25 0 -25 0-8 -8 (75 .7 9cm 2) 、 □4 5 0-4 50 -19 -19 (3 18 .3 cm 2)

⊥

(1 . 2 層 )

H 3 40 -25 0-9 -14 (10 1.5 cm 2) H 8 1 6-3 03 -17 -34 (33 9 .9 cm 2)

ロ 2 50 -25 0ー9 -9 (84 .6 7cm 2) 口 4 5 0-4 5 0-2 5 -25 (3 9 8.2 cm 2)

図7-7周18l-。,図719は表7-3に示す選択部材を用いて短期応力解析を行ったときの軸力

図,せん断力図,曲げモーメント図である。これらの図より,内はりや内柱に大きな断面

力が生じていることがわかる。

2 1 .1 3 0 . 8 l l .2

3 6 .5 6 6 . 2 4 . 1

4 7 . 6 3 7 .

4 7 . 1 5 6 5 0 .

4 7 . 2 0 6 6 3 5

図717　短期荷重時の軸力図(単位:I)
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5 1 1 3 . :3 4 .3 4

l l 1 8 .3 4 .7 8

1
2 4 .8 4 .8 6

3 3 0 .3 4 .8 5

0 3 3 .9 3 3 .3 3 .9 6

図7_8　短期荷重時のせん断力図(単位:t)

itip,

iW."

142

115

95.8

7.34

207

ォm

38.4

382

3230 .2520 943

2030 1 795

1ニnt-

4300 404

tl ti

96 1

35 9 6 949

4860 4S 5O 99 6

559 37 94 8

.- - . ytjBV s i*j uu giiM ^ ^ ^ ^ ^ a v iju

9476240 0

063 992

Lr▼ 一...I.一l .̀′UJ U

55 1 533

l V ....- .・.・... JLI7U

797

8 0 1 0 786

図7_9　短期荷重時の曲げモーメント図(単位: tcm)

7.6.2　タイプ2 (中央・外側混合コア型)

図7-10に局所解タイプ2の最終断面積分布状況を示すo図は線の太さで断面積の大きさ

を表現している。この解は鋼材総重量w,optが27.476tと3つの局所解の中で2番目に鋼材総

重量が小さい解である。また, 2階内柱よりも3階内柱の方が大きい部材断面碍となってい

る。

3 c

l3

'3 c

.2

.2

. 6 7 c m 2 .l c m .6 7 c m !

2

m "

2

2

2

2 9 2 .4 2 9 2 .4 8 8 .7 3

.6 7 c m 2 . l c m 1ヱ . 6 7 c m 2

2 9 2 . 4 2 2 9 2 .4 8 8 . 7 3

.6 7 c m 2 . I o n 2 .6 7 c m 2

2 9 2 .4 2 9 2 .4 8 8 .7 3

5 ー6 c m ' 8 ,2 4 c m 2 5 .6 c m ''

2 0 1 .2 2 2 0 1 .2 2 1 9 . 2

5 . 6 c ro 2 ,2 4 c m 2 5 .6 c m 2

2 0 1 . 2 2 0 1 .2 2 2 1 9 .2

図7-10　最終断面積分布状況(hv=27.476t)
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図7-11に示す初期断面パターン5,7,15はタイプ2に収束した初期断面パターンである。

この判定表示をみると, ×印がなく初期断面と収束パターンは比較的よい対応をしている。

: [帯革:巨胃15
図7-11タイプ2に収束した初期断面パターン

図7-12にタイプ2の部材種別ごとの長期およ・び短期荷重時の最大応力度比の発生位置と

大きさを示す。

(0. 90)　　　　(0.8 6)

短期荷重時の最大応力度比

( )内は部材選択後の最大応力度比

図7-12　最大応力度比(タイプ2)

表7-4に図_ 7-10で示したタイプ2の最終断面積分布から(7.31)式の誤差関数を用いて規

格部材を選択したときの部材を示す。

表7-4　選択した規格部材(タイプ2)

㊨ (外 は り, 外 柱 ) ⑧ (内 は り, 内 柱 )

也

(3 - 5 層 )

H 34 0-25 0 -9-14 (1 0 1.5 cm *) H 7 00 -30 0 -1 3-2 4 (23 5 .5 cm 2)

□ 25 0-2 50 -12 -12 (11 0 .5 cm 2) □ 4 50 -45 0 -1 9-19 (3 18 .3 cm 2)

田

(1 , 2 層 ) -

H 70 0-3 00 -13 -2 4 (23 5 .5c m 2) H 3 36 -24 9 -8 -1 2 (88 .15 cm 2)

□ 40 0-4 00 ー16 -16 (23 9 .2 cm 2) □ 4 0 0-4 00 -1 6-16 (23 9 .2 cm 2)

図7-13,図7-14,図7-15は表7-4に示す選択部材を用いて短期応力解析を行ったとき

の軸カ国,せん断カ国,曲げモーメント図である。これらの図より,下層外はりと外柱お

よび上層内はりと内柱に大きな断面力が生じていることがわかる。
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1 9 .7 3 0 . l l .6

3 2 . 7 .5 2 4 .

4 0 . 1 0 9 3 8 3

7 . 8 1 2 1 3 . 9

1 1 6 1 3 2 9 0 . 0

図7-13　短期荷重時の軸カ国(単位:t)

1 ll .3 5 ,3

n i l 19 .4 5 .

2 4 .5 24 5 .8 3

・4 * 1
1 4 .1 1 3 2 2 .2

1 9 .0 1 8 .7 1 8 .7

図7-14　短期荷重時のせん断力図(単位: t)

5 4 3

J T コ `

3 13 0 2 7 3 1 2 3 0

4 6 6

11 6

1 99 0 0 0 9 2 1

4 3 3 0 4 0 1 0 3 0

2 9 2

13 4

3 6 7 5 1 9 7 5

4 0 4 芦1 0 11 6

5 2 6

3 35 0

年8 4 7

j a e u ^ o ^ j u

2 5

L J ..-..・.・.・..・....... L J 0 U

2 5 0 0

U U V ' J サO U

4 7

2 7 2 3 0 4 0

: 3 i 3 2 2 0 3 1 5 0 3 1 5

3 9 5 0 4 3 4 3 4 3

図7-15　短期荷重時の酎ブモーメント図(単位: tern)
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7.6.3　タイプ3 (外側コア型)-

図7-16に局所解タイプ3の最終断面積分布状況を示す。図は線の太さで断面積の大きさ

を表現している.この解の鋼材総重量w。pt¥ま28.4071と3つの局所解の中では3番目に鋼材

総重量が小さい解である。

1 7 1 .3 c m 2 8 8 .8 8 cm 2 1 7 1 .3 cm 2

2 0 7 .3 cm 2 2 1 1 .8 cm 2 2 1 1 .8 c m 2

1 7 1 .3 c m 2 8 8 .8 8 c m 2 1 7 1 .3 cm 2

2 0 7 .3 c m 2 2 1 1 .8 c m 2 2 1 1 .8c m 2

1 7 1 .3 cm 2 8 8 .8 8 cm 2 17 1 .3 cm 2

2 0 7 .3 c m 2 2 1 1 .8 c m 2 2 11 .8c m 2

2 3 9 .6 cm ' 8 6 .3 4 cm 2 2 3 9 .6 cm '

1 69 .5 c m 2 2 5 1 .0 cm 2 2 5 1.0 cm 2

2 3 9 .6 cm 2 8 6 .3 4 c m 2 2 3 9 .6 c m 2

1 69 .5 c m 2 2 5 1 .0 cm 2 25 1 .0 cm 2

207.3cm2

207.3cm2

207.3cm2

169.5cm2

169.5cm2

図7-16　最終断面積分布状況Uw=28.4071)

図7-17に示す初期断面パターン1,3,4,9,ll,12,16はタイプ3に収束した初期断面パターン

である。この場合も判定表示には×印がなく,初期断面と収束パターンは相関があると考

えられる。

1　　　　　　　　3　　　　　　　　4

:串三田三FR
11　　　　　　12　　　　　　　16

図7-17　タイプ3に収束した初期断面パターン

図7-18にタイプ3の部材種別ごとの長期および短期荷重時の最大応力度比の発生位置と

大きさを示す。

長期荷重時の最大応力度比
(0.59)  (0.85) (0.89)

短期荷重時の最大応力度比

( )内は部材選択後の最大応力度比

図7-18　最大応力度比(タイプ3)
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表7-5-に図7-16で示したタイプ3の最終断面積分布から(7.31)式の誤差関数を用いて規

格部材を選択したときの部材を示す。

表7_5　選択した規格部材(タイプ3)

④ (外 は り, 外 柱 ) ㊨ (内 は り, 内柱 )

回

(3- 5 層 )

H 5 8 2 -30 0 -12 -17 (174 .5 cm 2) H 3 3 6-24 9-8-12 (88 .15cm ^

□ 4 0 0 -40 0 -16 -16 (2 39 .2 cm z) ロ 4 0 0-4 00 -16-16(2 3 9.2 cm 2)

田

(1 , 2 層 )

H 70 0 -30 0 -13 -24 (2 35 .5cm 2) H 33 6-2 49 -8-12 (8 8 .15 cm 2)

ロ 35 0 -35 0 -16 ー16(20 7 .2c m 2) □ 40 0-4 00 一22 -22 (3 16cm z)

図7-19,図7-20,図7-21は表7-5に示す選択部材を用いて短期応力解析を行ったとき

の軸力図,せん断力図,曲げモーメント図である。これらの図より,外はりと柱に大きな

断面力が生じていることがわかる。

2 7 .6 2 2 .0 1 4 .9

5 7 9 40 . 3 4

0 .5 5 6 3 5 .3

1 2 9 6 .1 2 .3

1 6 6 .7 1 0 8

図7-19　短期荷重時の軸力図(単位:t)

.7
.6 7 7 .

l l .8 1 1 3 .0

* ¥
1 4 .2 1

* * ォ!

1 7 .2

1 9 .6
i^ < i l 1 5 .9

2 2 .1 2 1 .5 1 5 .5

図7-20　短期荷重時のせん断力図(単位:t)
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図7-21短期荷重時の曲げモーメント図(単位:-tern)

図7-22にタイプ1, 2, 3の眉間変形角の比較を示す。左図は最終収束断面(数学的解),

右図は選択部材断面(実用的解)の短期荷重時の眉間変形角である。左図より次のことが

わかる。タイプ1, 2, 3ともに3層の層間変形角が制約値いっぱいとなっている。タイプ1

は上層が下層に比べて大きな層間変形角が生じている。タイプ2は逆に下層が上層に比べ

て大きな層間変形角となっている。タイプ3は上層の層間変形角はタイプ1と同程度,下

層はタイプ2と同程度となっている。

l l .◆ - T yp e i

- T yp e2

日 .△ ‥ - T yp e3

.

0.002　0.004　0.006

層閤変形角　rad

(最終収束断面)

0.002　0.004　0.006

層間変形角(rad)
(選択部材断面)

図7-22　層間変形角の比較

図7-23に下層外はりの断面積の収束状況を示す。この図はタイプ1に収束した初期断面

パターン2,6,8,1043,14の収束状況である。国より,これらの断面積は,一部増加するもの

があるものの,初期断面積よりも小さな値に収束していることがわかる。
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'図7-23　下層外はりの断面積の収束状況

7.7　まとめ

本章では,鉄骨骨組構造を対象にした最適設計プログラムの開発に必要な理論および計

算法の概要と,剛接鉄骨建物の最小重量設計における局所解の発生パターンについての検

討を行い,その1例を示した。

この解析例では16通りの初期断面を与えて計算を行ったところ局所解は3つのパターン

に分類され,それぞれの総重量は最小重量解に対する相対誤差が9%以内であった。これら

局所解の収束断面の分布は,初期断面の分布とおおよそ対応している。また必ず外側,あ

るいは中央部分にコアを作り応力を集中させていることがわかる。そのなかでも全層にわ

たって中央部分にコアを作った場合にこの解析例では最小重量解となることが確認できた。

また局所解として上階の柱断面が下階より大きい解やはり断面が同階で極端に異なる解

が得られる場合も見られた(タイプ2の解)。とれらは,初期断面パターンからの最適化の

途中過程で生じた全体的な力の流れに対応する応力集中部分が,最終収束状態においても

大きく変化しなかったために生じたものと思われるが,この最終収束断面は,本章で対象

とする1次設計での制約条件を満足しているものである。これらの局所解は制約条件を増

やすことで最適解に絞り込むことができる。例えば,施工上,あるいは設備機器等の収ま

りを考慮する場合,はりせいや柱幅を制約条件に加えることにより,算出される部材断面

を制限し,これらの解を回避することが可能である。また,遺伝的アルゴリズムを用いた

方法6)などのように,直接的に大域的最適解を自動的に求める方法を検討することも重要で

あろう。しかしながら本解析結果は,この3つの局所解を参考にして,それぞれに対応し

た構造設計を行うことができることを示唆しており,これらの局所解を建築構造計画に十

分生かすことができるものと思われる。
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第8章

半剛接合部を有する建築骨組の最小重量設計

8.1はじめに

第7章では,剛接鉄骨建物の最小重量解を逐次線形計画法によって求め,初期部材断面

と求められる最適部材断面との関係を調査した.本章では,第7章に示した解析法をさら

に発展させ,半剛接合部を有する建築骨組の最小重量設計を示す。

半剛接合部を有する建築建物の最小重量設計札接合部の岡帖と部材断面積を設計変数

とし,建物の鋼材総重量を目的関数として,逐次線形計画法によって解析する方法(以下,

解析法1と記述する)と,接合部の剛性を数種の離散値とし,その組み合わせ最適問題を

遺伝的アルゴリズムによって求める方法(以下,解析法2と記述する)の2通りの解析法

を示す。なお,解析法2では,解析法1と同様に鋼材総重量を目的関数とし,接合部剛性

を既知とした場合の部材断面積を逐次線形計画問題を解くことで求めるo本章では,剛接

廼物と半剛接建物の解を比較することで,最小重量設計における半剛接合部の最適配置と

最適剛性を調査する。なお吉本解析では,接合部は弾性的に変化するものとするoしたが

って,第5章や第6章ではトリリニアやバイリニアとして扱ったが,本章では,接合部に

関する制約条件は接合部剛性のみとし,回転角等の接合部の変形に関する制約条件は考慮

しないものとする。

8.2　半剛接合部のモデル化

本解析では,半剛接合部を有するはりを,図8-1に示す有限要素でモデル化するoこの

とき,接合部のバネ剛性は, (8.1)式の接合係数Aを用いて表すo

K '　　　　　K":

u ffl- β了解一　掬mzl'^zl
*　　　　　　i p　　　　,　　　　q j

図8-1半剛接はりモデル
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K'=
A　4EI

1-A l
(8.1)

ここに, Eは鋼材のヤング係数, Iは梁部材の断面2次モーメント, lは部材長である。こ

のとき, A=lは剛接合, A=0はピン接合となり,その間が半剛接合となる。

図8-1の内節点p,qの自由度は,要素の段階で,静的縮約法によって縮約する。なお,分

布荷重が作用する場合にも同様の縮約を行うことができる。このような縮約により,本要

素は,他の骨組要素と同じ自由度となり,プログラム的扱いが容易となる。

8.3　逐次線形計画法による半剛接合部の最適配値設計(解析法1 )

8.3.1定式化

はり端の接合部剛性は連続値として扱い, (8.1)式の接合係数Aによってその剛性を評価す

る。目的関数は,鋼材総重量Wとし,その最小化問題を考える。設計変数は,接合係数A

と断面積Aであり,それらには,それぞれ,次のような制約条件が課せられているものと

す'^v>、一

0≦A,I ≦1

All ≦4 ≦4・u

JM) ≦ ∂oJ

γ (4)≦roi

(i -l,2,-,Nb)

(i-1,2,--,Nb +Nc)

a-1,2,-,/)

(i=1,2,--,Nb +Nc)

(8.2)

(8.3)

(8.4)

(8.5)

ここに　4,Auは断面積の下限値と上限値である。このとき, AとAを連続値として扱う

ために, Aに従属する他の断面定数(断面2次モーメントI,断面係数Z,ウェブ面積Aw,

フランジ面積Af,断面の有効せん断係数K)はデータベースによって作成された近似関数を

用いて計算する。 Sjはj層の層間変形角,がま建物の層数, yiはi部材グループ内の最大の長

期および短期の応力度比蝣Nb, Ncは,はり,柱の部材種別数である。 4;はj層の許容層間

変形角(4y-l/200), yai¥ti部材種別の許容応力度比(fai -1.0)である。以上を一般的に定

式化すると次式のようになる。

MinW(有人2,～,AN ,Al,A2,->^Nb叫)

0≦A.・ ≦1

守_<.J=≦.1

∂M) ≦ daJ

7,(4)≦ yai

(i -l,2,-,Nb)

(i=1,2,-,Nb +Nc)

0"-l,2,-,/)

(i -1,2,-,Nb +N.c)

制約条件
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8.3.2　逐次線形計画法の適応

(8.6)式の目的関数はAとAの関数であり,この人とAは互いに独立な設計変数となるため,

(8.6)式が最小となるような, AとAを同時に求める最適設計問題は難解となる。そこで, A

を既知量A -{V->¥}としたときのAの最適解を求める副最適設計解析を行い, Aの鋼材

総重量に対する感度解析に用いる。このとき,感度解析は差分法によって行う。また,副

最適解析は,最終的に鋼材稔重量を最小とする最適解A, Aの最適計算にも用いる。本解析

法では, (8.6)式-(8.10)式に示した最適化問題に逐次線形計画法を適用する。そのとき,各

設計変数の増分値AA-JAV-,A¥}, M-{M?,--,M* ,M*　-Ml叫)を新たな設計
変数として,以上を書きあらためると次式のようになる。

主最適解析(Aの最適分布解析)

目的関数

Mm W(X) -W(X-) +

0≦^ +AA,. ≦1

-」; ≦AA,. ≦giA

主蝣IV
dW(X)

× AA;

A巴AO

(i -l,2,-,Nb)

(i -l,2,-,Nb)

(8.ll)

制約条件

副最適解析(Aの最適分布解析)

((8.ll)式の感度塑型の差分計算に用いる)
dA

(最適解AのときのAの最適計算に用いる)

Nb+N,

MmW(k,A)-W{A-)+p ¥ A4X,-

制約条件

Af ≦4- +△4・ ≦4・U

-」, ≦叫≦」,

JM)-∂Ml+

h{A)-γ,<4-)十

{i-1,2,-,Nb +Nc)

(i -l,2,-,Nb)

≦ ∂　　　0" -U,～,/)　　(8.17)

≦γ　　　(i -1,2,-,Nb +Nc)　(8.18)

この年き,解の線形性を確保するために,各設計変数の増分値AA,Mは, (8.13)式, (8.16)
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式の制約条件を満足するような許容変動量*i>*t内で変動するものとする。本解析法では,

(8.ll)式-(8.18)式の線形計画問題をシンプレックス法によって解く。

8.3.3　解析の概要

本解析法のフローチャートを図8-2に示す。本解析では設計条件として,建物階数,階

高,スパン長,長期荷重と短期荷重の大きさ,はり,柱の材料定数と断面定数を入力する.

このとき,規格部材データベースから,ユーザーの要求に応じて部材系列を抽出し,各断

面定数(断面2次モーメントI,断面係数Z,ウェブ面積Aw,フランジ面積Af,断面の有効

せん断係数K)を断面積Aの連続関数で近似する。そのとき,規格部材データベースはJIS

規格部材をもとに作成した。そして,接合係数をある初期値(A=0.9)に設定し,接合部剛

性を既知としたときの建物の最小重量解析を行う。そして,差分法によって接合部剛性の

変化に対する鋼材総重量の感度を求め,逐次線形計画法を適用することで最適な接合部剛

性を求める。なお,本解析では,剛床仮定が成り立つものとし,はりの軸方向変形に関す

る自由度は縮約する∴また,はり両端の接合部剛性は同一のものとする。
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8.4　遺伝的アルゴリズムによる半剛接合部の最適配値設計(解析法2)

8.3節では,数理計画法によって,半剛接合部の剛性を連続的な変化量として評価し,鋼

材の最小重量を目的関数とした半剛接鉄骨骨組構造物の最適設計を行ったoそれに対し,

本節では,接合部の剛性を数種類の離散的な値として評価し,そのいくつかの組み合わせ

の中から,鋼材重量を最も軽く設計できる接合部配置を遺伝的アルゴリズムによって求め

る。そのとき,遺伝的アルゴリズムにおいて用いる適応度は,鋼材の最小重量解で評価し,

接合部の剛性が既知のときの半剛接建物における部材の最適設計重量を,第7章に示した

手法(あるいは解析法1)と同様に逐次線形計画法によって求める0

本節では,遺伝的アルゴリズムを用いた解析法によって得られた解を,前節の解析結果

と比較することによって,半剛接合部を有する骨組の最小重量設計プログラムの局所解の

有無の判断材料にすると共に,最適解の妥当性の検討に用いるo

8.4.1解析の概要

接合部の曲げ剛性は解析法1と同様に接合係数Aを用いて表す。ただし,本解析法では,

接合部は剛接U=i.o)および3種の異なる弾性剛性(A=0.9,0.7,0.5)の半剛接合形式を考え

る。解析法1と同様, 1つの梁種別の両端の接合形式は同じものとし,それぞれの異なる梁

種別において,異なる接合部剛性を選択できるものとする。そして,これらの剛性の異な

る半剛接合部をはじめは, -各梁種別に適当に配置し,次式の最小重量解がより小さくなる

ような半剛接合部の最適配置を遺伝的アルゴリズムD.2),3)によって探索する.

W (ら,-AJ (8.19)

ただし,揖まi番目梁種別の梁両端の接合係数で,この場合は4種の接合形式の接合係数

¥(_k-1,2,3,4)から選択するNhま梁の部材種別数である。なお,接合部剛性が与えられた

ときの最小重量解晦′の計算法は,解析法1と同様であるo

遺伝的アルゴリズムでは,それぞれの梁の接合形式を2ビットの遺伝子(00,01,10,ll)で

表し,梁種別数× 2ビットの遺伝子長をもつ骨組全体の半剛接配置染色体を作成する(図

8_3参照)。この場合,遺伝子がooなら石の剛性, 01なら毛の剛性というようにそれぞれ

の梁種別に対する接合部剛性が決定される。

鉄骨骨組構造

接　接　接
A.　　　A.　　　A.
ロ　　　　ロ　　　　lコ

部　　部　　部
A B C
′1一人・-Tl一人十＼

接　　接
A.　　　A.
⊂コ　　　　　　ロ

部　　部
Y Z

1骨組分の遺伝子(1個体)

図8-3　半剛接骨組の染色体遺伝子構成
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図8-4　解析法2のフローチャート

そして,図8-4に示す計算フローにより,最小重量解wt。ptがより小さくなる接合部の配

置集団を求めていくOすなわち,まず乱数により適当に遺伝子を組み込んだ染色体の初期

集団を作り,それぞれの染色体に対応する接合部剛性をもつ半剛接骨組に対して,最小重

量解wop逐求めるoそして　Wc。ptの大きい接合部配置を淘汰L w.。ptの小さい接合部配置を

増殖する。次に,遺伝子型を交差し,若干の突然変異を生じさせる。この、ようにして生成

された新しい染色体集団に対して,再度γ‰`を計算し,同様の操作を決められた回数(世
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代数)まで繰り返す。ただし,本解析法では,接合部剛性配置の違いによるwc。ptの変化が

非常に小さい場合があるため,適応度の評価にシグマスケーリング技法を用いている3)。ま

た,遺伝子型の交差には,多点交差を用いる。

8.5　解析例

本解析例では, 5層3スパン, 5層5スパン, 5層7スパン, 10層3スパン, 10層5スパ

ン, 10層7スパンの6通りの解析モデルを用いて,それぞれ剛接建物と半剛接建物の最小

重量解析を行い解を比較する.なお,半剛接建物の解析は8.3節に示した逐次線形計画法に

よる解析法(解析法1)と, 8.4節に示した遺伝的アルゴリズムによる解析法(解析法2)

の2通りの解を示す。表8-1に本解析モデルの基本設計条件をまとめる。

表811基本設計条件

建物形状 階高400cm , スパン長 600cm

各層重量 loot

部材種別 はり H 形鋼中幅系列

柱 角形鋼管

材料定数 鋼材ヤング係数 2100t′cm 2

ポアソン比 0.3

F iS. 3.3t/cm 2

制約条件 許容層間変形角 1′200

許容応力度比 1.0

荷重条件 鉛直荷重 はり :長方形分布荷重0.08t′cm

外柱 ‥集中荷重 10t

内柱 ‥集中荷重 2t

水平荷重 標準せん断力係数 0.2

地震力はAi分布

地盤条件 地域係数 1.0

第 2種地盤

その他 はりの断面2 次モーメント増大率 2l0

本解析例では,はり部材に用いるH形鋼中幅系列はJISのH形鋼中幅系列20種からなる

部材系列とし,次式のように断面定数を断面積』の連続関数で近似する。ここに, 1は断面

2次モーメント, Zは断面係数, Afはフランジ面積, Aのまウェブ面積であるo

/ = 0.597,42.326

Z = 0.702,41.646

Af - OA66Aom9

4, = 0.163,41.154

(8.20)

解析法1では,接合部剛性を連続値として,逐次線形計画法によって最適剛性を求める

のに対し,解析法2では接合部剛性を,接合係数A=1.0, 0.9, 0.7, 0.5の4種の離散値とし,
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その組み合わせを遺伝的アルゴリズムで探索する。そのときの遺伝的アルゴリズムの解析

条件は表8-2に示す通りであり,世代数20,個体数10,交差率0.8,突然変異率0.02とす

る。

表8-2　遺伝的アルゴリズムの解析条件

偉代数 個体数 交差 率 突 然変 異率

20 10 0.8 0 .02

(1)解析モデル1 (5層3スパンモデル)

解析モデル1では,図8-5に示すような5層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする。

このとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに外側と内側で分類し,はり種類4

種類,柱4種類とした。

w=90t

w=90t

w=90t

w=90t

w=90t

図8-5　解析モデル1

図8_6に解析モデル1の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,国中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

蝣T;-rこ

JF=25.76 t

井
剛接建物 半剛按建物(解析法1)半剛接建物(解析法2)

図8_6　最適部材断面積と接合係数(解析モデル1)

表8_3に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。鋼材総重量は,選択部材の鋼材総重量と,

数理計画法によって求まった数学的解の両方を示す。
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表8-3　解析モデル1の最適部材断面

剛 接 建 物 A (c m 2) 半 剛 接 建 物 (解 析 法 1) 」 (c m 2) A 半 剛 接 建 物 (解 析 法 2) A K ) A

グル ー プ 2

外 桂 蝪 3 0 0一12

蝪 4 5 0 - 19

1 3 3 .3 D 2 5 0 -9 8 3 .9 8 蝪 2 5 0 - 9 8 3 .9 8

内 柱 3 0 9 口 4 5 0 - 2 :三 3 5 1 .7 蝪 4 5 0ー2 2 3 6 0

外 沿 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6

H 5 8 2 -3 0 0 -1 2 -1 7

ロ 3 5 0 - 1 9

蝪 4 0 0 - 1 9

1 3 3 .3 H 3 9 6 -19 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 1 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -1 4 9 9 .5 3 0 .5 0
只く
内 紛 17 4 .5 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 1.0 0 H 5 9 4 -3 0 2 - 14 -2 3 2 2 2 .4 1 .0 0

グル ー プ 1

^tc
外 桂 2 3 9 .2 蝪 4 0 0【14 2 0 9 .4 蝪 3 0 0 - 12 1 3 3 .3

内 柱 2 7 1 蝪 4 0 0 - 16 2 3 7 蝪 5 0 0 - 19 3 4 7

外 梁

内 梁

H 5 8 8 -3 0 0 -1 2 -2 0

H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6

18 7 .2 H 5 9 4 -3 0 2 -14 -2 3 2 2 2 .4 1 .0 0 H 3 9 6 -1 99 -7 - l l 7 2 .16 0 .5 0

13 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .6 1 H 80 0 -3 0 0 -14 -2 6 2 6 3 .5 1 .0 0

怒号¥f.s m m m . i筆択 部 材 2 5 .7 6 t 2 4 .0 0 1 2 4 .1 9 t

数 学 的 解 2 2 .5 7 t 2 2 .2 9 t 2 2 .1 5 t

以上の図表より,解析法1,解析法2ともに半剛接建物は剛接建物にくらべ鋼材総重量W

が小さくなることがわかる。また,解析法1の方がWの値が小さくこの間題の最適解であ

ることがわかる。このとき,半剛接合部は下層の内は-りおよび上層の外はりに用いられて

いることがわかる。

(2)解析モデル2 (5層5スパンモデル)

解析モデル2では,図8-7に示すような5層5スパンの鉄骨造建物を解析モデルとするo

このとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに柱1-3,はり1-3で分類し,はり

種類6種類,柱6種類とした。

染1染2　染3　梁2　染1

図8-7　解析モデル2

図8-8に解析モデル2の最適部材断面積と接合係数を示すo図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。

pF=40.ll 1　　　　　　　W=36.U t

剛接建物　　　　半剛接建物(解析法1)　半剛接建物(解析法2)

図8_8　最適部材断面積と接合係数(解析モデル2)
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表8-4に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。

表8-4　解析モデル2の最適部材断面

剛 接 建 物 A (c ntf l半剛 接 建 物 (解 析 法 1) A (cn T ) A 一半 剛 接 建 物 (解 析 法 2 ) 」 (c m ') A

グル ー プ 2

司壬 1 蝪 2 5 0 - 12 10 9 .3 □ 2 5 0 - 1 2 10 9 .3 蝪 2 5 0 - 9 8 3 .9 8

柱 2 D 3 0 0 - 16 1 7 3 蝪 2 5 0 - 1 2 10 9 .3 蝪 2 5 0】1 2 1 0 9 .3

柱 3 蝪 5 0 0 - 19 3 4 7 □ 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3

梁 1 H 3 9 0 -30 0 -10 -16 13 3 .3 H 3 9 6 -19 9 -7- l l 7 2 .16 0 .8 4 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

梁 2 H 4 8 8 -30 0 -l l -18 15 9 .2 H 3 9 6 -1 9 9 -7- l l 7 2 .16 0 .5 3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

梁 3 H 5 8 8 -3 0 0ー12 -2 0 1 87 .2 H 8 0 0 -3 0 0 -14 -2 6 2 6 3 .5 1.0 0 H 7 9 2 -3 0 0 -1 4 -2 2 2 4 3 .4 1 .0 0

グ ル ー プ 1

桂 1 蝪 3 0 0 - 12 13 3 .3 蝪 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 ロ 3 0 0 - 12 1 3 3 .3

柱 2 蝪 3 5 0 - 14 1 8 1 .4 □ 3 0 0 - 1 4 1 5 3 .4 [ 14 5 0】2 2 3 5 1 .7

柾 3 口 5 0 0 - 2 2 3 95 .7 蝪 5 5 0】2 5 4 9 2 .8 蝪 4 0 0 - 2 2 3 0 7 .7

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 -10 -16 13 3 .3 H 3 9 6ー19 9 -7- l l 7 2 .16 0 .6 5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 0

梁 2 H 3 9 0 -3 0 0 -10 -16 13 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .5 6 H 8 0 0 -3 0 0 -1 4 -2 6 2 6 3 .5 1 .0 0

梁 3 H 9 1 2 -3 0 2ー1 8 -3 4 3 60 .1 H 9 1 2 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1.0 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

勺胃tix u m u 藁 i翼択 部 材 4 0 .1 1 1 3 6 .1 1 1 3 7 .3 2 t

数 学 的 解 3 5 .3 8 1 3 4 .0 6 1 3 4 .3 6 1

以上の図表より,解析法1の鋼材総重量Wが最も小さくこの間題の最適解であることが

わかる。このとき,半剛接合部は下層および上層の外はりに用いられていることがわかる0

(3)解析モデル3 (5層7スパンモデル)

解析モデル3では,図8-9に示すような5層7スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする。

このとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さ_.らに柱1-4,はり1-4で分類し,はり

種類8種類,柱8種類とした。

600.600.600 ,600.600.600 .600

1　柱2　柱3　柱4　柱4　柱3　柱2　柱1

染1梁2　梁3　染4　梁3　簸2　染1

図8-9　解析モデル3

図8-10に解析モデル3の最適部材断面積と接合係数を示す.図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。
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W=48.53 t

謹皇量重富喜
半剛接建物(解析痕1)　　　半剛接建物(解析法2)

図8-10　最適部材断面積と接合係数(解析モデル3)

表8_5に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。

表8-5　解析モデル3の最適部材断面
i ii i iii iii

剛 接 建 物 A (c m 2) 半 剛 接 建 物 (解 析 法 1) A .(cm ") A 半 剛 接 建 物 (解 析 法 2) A (c m i A

グル ー プ 2

桂 P1 蝪 3 5 0 - 1 2 15 7 .3 蝪 2 5 0 - 9 8 3 .9 8 D 2 5 0 - 1 2 1 0 9 .3

柱 2 [コ5 0 0ー2 2 3 9 5 .7 [ 】4 0 0ー2 2 3 0 7 .7 蝪 2 5 0 - 1 2 1 0 9 .3

柱 3 蝪 4 0 0 - 1 6 2 3 7 蝪 5 5 0- 2 2 4 3 9 .7 [コ 2 5 0 - 1 2 1 0 9 .3

柱 4 蝪 2 5 0 - 1 2 1 0 9 .3 [コ2 5 0 - 1 2 10 9 .3 蝪 5 5 0 - 2 8 5 4 4 .3

梁 1 H 4 8 2 -3 0 0 - l l- 15 1 4 5 .5 H 3 9 6 - 19 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

梁 2 H 5 8 8 -3 0 0 - 12 -2 0 . 1 8 7 .2 H 7 0 0 -3 0 0 -1 3 -2 4 2 3 1 .5 1 .0 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

梁 3 H 3 9 0 -3 0 0 -10 - 16 1 3 3 .3 H 3 96 - 19 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 7 H 3 9 6 -1 9 9 一7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

梁 4 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -14 9 9 .5 3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 8 H 9 0 0 -3 0 0 一1 6 -2 8 3 0 5 .8 1.0 0

グル ー プ 1

柱 1 蝪 4 0 0 - 1 6 2 3 7 蝪 3 5 0ー12 1 5 7 .3 ロ 30 0 - 1 2 13 3 .3

柱 2 . [コ4 5 0 - 16 2 6 9 蝪 4 0 0丁ー14 2 0 9 .4 U 3 5 0 - 12 15 7 .3

柱 3 蝪 4 0 0 - 2 2 3 0 7 .7 蝪 4 0 0 - 1 6 2 3 7 D 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7

柱 4 □ 3 50 - 19 2 3 9 .2 蝪 5 0 0 - 1 9 3 5 3 .2 蝪 4 5 0ー19 3 0 9

梁 1 H 7 0 0 -3 0 0 -1 3 -2 4 2 3 1 .5 H 4 8 2 -3 0 0ー1 1 -15 1 4 5 .5 1 .0 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

梁 2 H 4 8 8 -3 0 0 -l l -1 8 15 9 .2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l . 7 2 .1 6 0 .7 2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .7 0

梁 3 H 4 8 2 -3 0 0 -l l -1 5 14 5 .5 H 8 9 0 -2 9 9 -1 5 -2 3 2 6 6 .9 1 .0 0 H 9 0 0 -3 0 0 -1 6 -2 8 3 0 5 .8 1 .0 0

梁 4 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 13 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 1 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .7 0

鋼 材 総 重 量 選 択 部 材 56 .10 t 5 1 .1 9 t 4 8 .5 3 1

数 学 的 解 5 0 .4 2 1 4 9 .16 t 4 6 .0 1 1

以上の図表より,解析法1よりも解析法2の方が鋼材総重量Wが小さく,この間題の最

適解であることがわかる。このことより,解析法1は,スパン奴が多くなると局所解に収

束する場合があることが示された。

(4)解析モデル4 (10層3スパンモデル)

解析モデル4では,図8-11に示すような10層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとす

る。このとき,部材種類は1-2層と3-5層, 6-8層と9, 10層で分け,さらに外側と内

側で分類し,はり種類8種類,柱8種類とした。
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図8-11解析モデル4

図8-12に解析モデル4の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。

剛接建物　　　半剛接建物(解析法1)半剛接建物(解析法2)

図8-12　最適部材断面積と接合係数(解析モデル4)

表8-6に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。
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表8-6　解析モデル4の最適部材断面

剛 接 建 物 A (cm 2) 半 剛 接 建 物 (解 析 法 1) A (a n *) A 半 剛按 建 物 (解 析 法 2) 」 (c m 2) A

グル ー プ4

タト柱 蝪 2 5 0 - 9 8 3 .9 8 ロ 2 0 0 - 1 2 85 .3 口 2 5 0 - 8 7 5 .2 4

内柱 口 4 5 0 - 1 9 3 0 9 蝪 4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7 [コ4 5 0 - 19 3 0 9

外 梁 H 3 9 0 -3 0 0ー1 0 -1 6 13 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7二1 1 7 2 .1 6 0 .6 1 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -1 4 9 9 .5 3 0 .7 0

内梁 H 4 8 8 -3 0 0 -l l -1 8 15 9 .2 H 5 8 2 -3 0 0 - 12 - 17 1 7 4 .5 1 .0 0 H 5 8 2 -3 0 0 -12 -1 7 1 7 4 .5 1 .0 0

グル ー プ 3

外 柱 蝪 3 0 0 - 1 6 1 7 3 蝪 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 蝪 3 0 0【16 1 7 3

内在 lコ5 0 0 - 2 2 3 95 .7 蝪 5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7

外 梁 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 - l l 7 2 .1 6 0 .6 3 H 3 9 0 -3 0 0 -10 -16 1 3 3 .3 1 .0 0

内梁 H 8 0 0 -3 0 0 -1 4 -2 6 2 6 3 .5 H 9 0 0ー3 0 0 -1 6 -2 8 3 0 5 .8 1.0 0 H 8 9 0ー2 9 9 -1 5 -2 3 2 6 6 .9 1 .0 0

グル ー プ 2

外柱 蝪4 5 0- 1 9 3 0 9 蝪 4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7 ロ 4 50ー19 3 0 9

内柱 ロ4 5 0 - 2 5 3 9 2 .8 ⊂ー4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7 【J 4 5 0ー2 2 3 6 0

外梁 H 7 0 0 -3 0 0 -1 3ー2 4 2 3 1 .5 H 7 9 2 -3 0 0 -14 -2 2 2 4 3 .4 1.0 0 H 7 0 0 -3 0 0 -1 3 -2 4 2 3 1 .5 1 .0 0

内梁 H 4 8 8 -3 0 0 -l l-1 8 1 5 9 .2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .6 3 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 1 .0 0

グル ー プ 1

外柱 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 [コ5 0 0】2 2 .′4 0 4 蝪 5 0 0- 2 2 3 9 5 .7

内柱 ロ 5 0 0 - 19 3 4 7 [コ5 0 0 - 19 3 4 7 蝪 5 0 0 - 1 9 3 4 7

外 梁 H 7 92 -3 0 0 -14 -2 2 2 4 3 .4 H 7 9 2 -3 0 0 -1 4 -2 2 2 4 3 .4 1.0 0 H 7 92 -3 0 0 -1 4 -2 2 2 4 3 .4 1 .0 0

内 梁 H 3 90 -3 0 0 ⊥10 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 2 H 3 90 -3 0 0 - 10 -1 6 1 3 3 .3 1 .0 0

鰯 z im m -; 選 択 部材 6 4 .3 4 1 6 2 .4 1 1 6 2 .8 0 t

数 学 的 解 5 8 .0 3 t 5 7 .5 8 t 5 7 .8 4 1

以上の図表より,解析法1,解析法2ともに半剛接建物は剛接建物にくらべ鋼材総重量肝

が小さくなることがわかる。また,解析法1と解析法2を比べると,解析法1の方が鋼材

総重量Wの値が小さくこの間題の最適解であることがわかる。このとき,半剛接合部は下

層の内はりおよび上層の外はりに用いられていることがわかる。

(5)解析モデル5 (10層5スパンモデル)

解析モデル5では,図8-13に示すような10層5スパンの鉄骨造建物を解析モデルとす

る。このとき,部材種類は1-2層と3-5層　6-8層と9, 10層で分け,さらに柱1-3,

はり1-3で分類し,はり種類12種類,柱12種類とした。

染1　染2　梁3　染2　染1

図8-13　解析モデル5

図8-14に解析モデル5の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,層合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を
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半剛接建物(解析法1)　　半剛接建物(解析法2)

図8-14　最適部材断面積と接合係数(解析モデル5)

表8_7に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す.表中には解析法1

による最適解と廟析法2による最適解を示す。

表8-7　解析モデル5の最適部材断面

剛 接 建 物 A (c m ") l半 剛 接 建 物 (解 析 法 1 ) A (c m ') A 半 剛按 建 物 (解 析 法 2 ) 」 (c m 2) A

グル ー プ4

1王 1 蝪 2 5 0ー8 75 .2 4 D 2 0 0 - 12 8 5 .3 D 2 5 0ー8 7 5 .2 4

柱 2 蝪 3 0 0 - 1 2 13 3 .3 蝪 2 5 0ー8 7 5 .2 4 蝪 2 5 0 - 8 7 5 .2 4

柱 3 蝪 5 0 0 - 1 9 3 4 7 蝪 5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3 蝪 5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3

梁 1 H 3 9 0一3 0 0 -10 - 16 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .7 7 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -14 9 9 .5 3 0 .7 0

梁 2 . H 4 8 2 -3 0 0ー1 1- 15 1 4 5 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .5 6 H 3 9 6 -19 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .5 0

梁 3 H 5 9 4 -3 0 2 -14 -2 3 2 2 2 .4 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 1 .0 0 H 7 0 0 -3 0 0 -1 3 -2 4 2 3 1 .5 1.0 0

グル ー プ 3

柱 1 蝪 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 蝪 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 蝪 3 0 0 - 12 13 3 .3

桂 2 蝪 4 0 0 - 1 4 2 0 9 .4 蝪 4 0 0 - 14 2 0 9 .4 U 4 0 0 - 14 2 0 9 .4

桂 3 、 蝪5 5 0 - 2 5 4 9 2 .8 蝪 5 5 0 - 2 8 5 4 4 .3 蝪 5 5 0 - 2 5 4 9 2 .8

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 -10 - 16 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .6 3 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -14 9 9 .5 3 0 .7 0

梁 2 H 4 8 8 -3 0 0 -l l- 18 1 5 9 .2 H 4 8 2 -3 0 0 -l l-1 5 1 4 5 .5 1 .0 0 H 4 8 8 -3 0 0 -l l -1 8 15 9 .2 1.0 0

梁 3 H 8 0 0 -3 0 0 -14 -2 6 2 6 3 .5 H 9 0 0 -3 0 0 -16 -2 8 3 0 5 .8 1 .0 0 H 9 0 0 -3 0 0ー1 6 -2 8 3 0 5 .8 1.0 0

グル ー プ 2

桂 1 蝪 3 5 0 - 1 9 2 3 9 .2 蝪 3 5 0 - 1 6 2 0 5 蝪 3 5 0 - 19 2 3 9 .2

荏 2 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 蝪 5 5 0 - 2 5 4 9 2 .8 [コ5 5 0ー2 5 4 9 2 .8

柱 3 ′□5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 蝪 5 0 0- 1 9 3 4 7 [コ5 0 0 - 19 3 4 7

S I H 4 8 8 -3 0 0 -l l- 18 1 5 9 .2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 8 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -14 9 9 .5 3 0 .7 0

梁 2 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 H 9 12 -3 0 2 -18 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0 H 9 1 2 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0

ォ 3 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 H 3 9 6 -1 9 9一7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

グル ー プ 1

柱 1 蝪 4 0 0ー19 2 7 7 .2 蝪 50 0ー1 9 3 4 7 蝪 5 0 0 - 1 9 34 7

柱 2 □ 6 0 0 - 2 5 5 4 2 .8 蝪 55 0ー2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7

柱 3 ロ 5 0 0 - 19 3 4 7 口 50 0 - 1 9 3 4 7 蝪 5 0 0】1 9 3 4 7

梁 1 H 4 8 8 -3 0 0 -l l -1 8 1 5 9 .2 H 9 0 0 -3 0 0 -1 6-2 8 3 0 5 .8 1 .0 0 H 8 9 0 -2 9 9 -1 5 -2 3 2 6 6 .9 1 .0 0

梁 2 H 8 0 0 -3 0 0 -1 4 -2 6 2 6 3 .5 H 3 9 6 - 19 9 -7ー1 1 7 2 .1 6 0 .6 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .70

梁 3 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 1 .0 0 H 5 9 4 -3 0 2 -1 4 -2 3 2 2 2 .4 1 .0 0

鋼 材.粒 重 量 i撃択 部 材 9 9 .6 6 t 9 6 .6 9 t 9 7 .8 7 1

数 学 的 解 9 1 .3 3 t 8 9 .8 3 t 9 0 .1 4 1

以上の図表より,解析法1,解析法2ともに半剛接建物は剛接建物にくらべ鋼材総重量W

が小さくなることがわかる。また,解析法1の方が鋼材総重量肝の値が若干小さいものの,

両解析結果はほぼ同様の傾向であることがわかる。
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(6)解析モデル6 (10層7スパンモデル)

解析モデル6では,図8-15に示すような10層7スパンの鉄骨造建物を解析モデルとす

る。このとき,部材種類は1-2層と3-5層, 6-8層と9, 10層で分け,さらに柱1-4,

はり1-4で分類し,はり種類16種類,柱16種類としたo

L邸.600 ,6001600 J600 j600 ,6町単位: cm

梁1梁2　梁3 ・梁4　染3　染2　梁1

図8-15　解析モデル6

図8-16に解析モデル6の最適部材断面積と接合係数を示す・図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。

JF=128.67 1 W=130.U t

半剛接建物(解析法1)　　半剛接建物(解析法2)

図8-16　最適部材断面積と接合係数(解析モデル6)

表8-8に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示すo表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示すo
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表8-8　解析モデル6の最適部材断面

剛 接 建 物 A (c m 2) I半 剛 接建 物 (解 析 法 1) A (cm ') A 半 剛 接 建 物 (解 析 法 2) A (c m i A

グル ープ 4

桂 1 蝪 2 5 0 - 8 7 5 .2 4 [コ2 5 0ー8 7 5 .2 4 [コ2 5 0ー8 7 5 .2 4

柱 2 ロ 2 5 0ー9 83 .9 8 □ 2 5 0 - 8 蝣7 5 .2 4 [コ2 5 0 - 12 1 0 9 .3

柱 3 ロ 2 5 0 - 9 83 .9 8 □ 2 0 0 - 1 2 8 5 .3 D 4 0 0ー14 2 0 9 .4

柱 4 ロ 55 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0ー2 5 4 9 2 .8 口 5 0 0 - 2 2 4 0 4

梁 1 H 3 9 0 -30 0 -10 -1 6 13 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 8 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -16 1 3 3 .3 1 .0 0

梁 2 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -1 4 99 .5 3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 r1 1 7 2 .1 6 0 .5 9 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -16 1 3 3 .3 0 .9 0

梁 3 H 3 4 0 -25 0 -9 -1 4 9 9 .5 3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 6 H 5 8 8 -3 0 0 -1 2 -2 0 1 8 7 .2 1 .0 0

梁 4 H 8 0 0 -30 0 -14 -2 6 26 3 .5 H 8 9 0 -2 9 9 -1 5 -2 3 2 6 6 .9 1 .0 0 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -16 1 3 3 .3 1 .0 0

グル ー プ3

柱 1 蝪 30 0ー12 13 3 .3 □ 3 0 0 - 1 2 13 3 .3 ロ 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3

柱 2 蝪 35 0 - 14 1 8 1 .4 蝪 3 5 0 - 1 2 15 7 .3 □ 3 5 0 - 1 2 1 5 7 .3

柱 3 D 50 0 - 19 34 7 □ 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 3 5 0ー14 1 8 1 .4

柱 4 ロ 55 0 - 2 2 43 9 .7 [コ5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3 口 6 5 0 - 2 5 5 9 2 .8

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 -10 -1 6 13 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -H 7 2 .1 6 0 .6 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .7 0

S 2 H 4 8 2 -3 0 0 -l l-1 5 14 5 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 4 H 4 8 2 -3 0 0 -l l -15 1 4 5 .5 1 .0 0

梁 3 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 H 9 0 0 -3 0 0 -1 6 -2 8 3 0 5 .8 1 .0 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 0

梁 4 H 7 0 0 -3 0 0 -13 -2 4 2 3 1 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 1 H 9 12 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0

グル ー プ 2

柱 1 □ 35 0- 1 9 2 3 9 .2 蝪 3 5 0ー1 4 18 1.4 蝪 3 50 - 1 2 1 5 7 .3

柱 2 □ 50 0ー1 9 3 4 7 蝪 4 5 0- 2 2 3 6 0 蝪 4 00 ー1 9 2 7 1

柱 3 ロ 55 0- 2 5 4 9 2 .8 蝪 4 5 0 - 2 5 3 9 2 .8 蝪 6 00 - 2 8 6 0 0 .3

柱 4 【コ4 5 0- 1 9 3 0 9 D 5 5 0- 2 8 5 4 4 .3 蝪 5 00 - 2 5 4 4 2 .8

梁 1 H 4 8 8 -3 0 0 -l l -18 1 5 9 .2 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .6 2 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 0 .7 0

梁 2 H 5 8 8 -3 0 0 -12 -2 0 1 8 7 .2 H 7 9 2 -3 0 0 -1 4 -22 2 4 3 .4 1 .0 0 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .1 6 0 .5 0

梁 3 H 8 0 0 -3 0 0 -14 -2 6 2 6 3 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -H 7 2 .1 6 0 .5 9 H 9 12 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0

梁 4 H 3 9 0 -3 0 0 -10 -16 1 3 3 .3 H 9 1 2 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0 H 3 9 6- 19 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .5 0

グル ー プ 1

柱 1 蝪 4 0 0- 1 9 2 7 1 □ 4 0 0 - 1 9 2 7 7 .2 ロ 3 50 - 1 6 2 0 5

柱 2 ロ 6 0 0二2 5 5 4 2 .8 D 5 0 0】1 9 、. 3 4 7 ロ 6 00 - 2 5 5 4 2 .8

柱 3 蝪 50 0ー2 8 4 8 8 .3 [コ6 0 0 - 2 5 5 4 2 .8 蝪 5 5 0 - 2 8 5 4 4 .3

柱 4 口 4 5 0- 1 9 3 0 9 [コ5 0 0 - 2 5 4 4 2 .8 蝪 4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7

梁 1 H 4 8 2 -3 0 0 -l l -15 1 4 5 .5 H 5 8 2 -3 0 0 -1 2 -1 7 17 4 .5 0 .9 8 H 3 9 6 -19 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .5 0

梁 2 H 9 12 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -H 7 2 .16 0 .5 9 H 9 12 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0

梁 3 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 9 12 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0 H 3 9 6 -1 99 -7 -l l 7 2 .16 0 .7 0

i」 4 H 5 82 -3 0 0 -1 2 -17 1 7 4 .5 H 3 9 6 - 19 9 -7 -l l 7 2 .16 0 .6 2 H 5 9 4 -3 0 2 -1 4 -2 3 2 2 2 .4 0 .7 0

鋼 材 総 重 量 選択 部 材 1 3 4 .9 5 t 12 8 .6 7 t 1 3 0 .14 t

数 学的 解 1 2 3 .3 8 t 12 0 .5 2 1 1 2 1 .8 1 1

以上の図表より,解析法1,解析法2ともに半剛接建物は剛接建物にくらべ鋼材総重量肝

が小さくなることがわかる。また,解析法1と解析法2を比べると,解析法1の方が鋼材

総重量Wの値が小さくなっており,この間題の最適解であることがわかる。また,解析法

1と解析法2では半剛接合部の配置は異なるものの,建物上方に向かって山型にコアを作る

配置となる傾向は同じであることがわかる。

各解析結果の比較

各解析モデルにおける重量低減率(半剛接建物と剛接建物の鋼材総重量の相対誤差)を

図8-17に示す。図には,規格部材を選択する前の数学的解から求めた重量低減率と規格部

材を選択した後の選択部材から求めた重量低減率の両方を示す。図より, 5層建物は10層

建物に比べて,重量低減率が高いことがわかる。また,スパン数が多くなるほど重量低減

率は高くなる傾向にあることがわかる。よって,半剛接合部は低層の多スパン建物におい

てより有効であると言える。
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1

r'i

II

5層3スパン　5層5スパン　5層7スパン10層3スパン10層5スパン10層7スパン

図8-17　半剛接建物の重量低減率

8.6　まとめ

本章では,第7章の結果を踏まえ,それ,Bをさらに発展させ・半剛接合部を有する建築

骨組の最小重量設計を解析法1,解析法2の2通りの解析埠で行い,建物重量を最小にする

半剛接合部の最適配置を求やた。そのとき,解析法1は接合部の剛性と部材の断面積を設

計変数とし,建物の鋼材総重量を目的関数として,逐次線形計画法によって解析する最適

設計法,解析法2は,接合部の剛性を数種の離散値とし,その組み合わせ最適問題を遺伝

的アルゴリズムによって求める最適設計法である。

.その結果,解析法1は,スパン数が多くなると局所解に収束してしまう場合があるもの

の,それを除けば,ほぼ最適解を求めることができることを確認したoまた, 5層3スパン

～10層7スパンの鉄骨建物における半剛接合部の最適設計を行った結果,上層の外はりや

下層の外はりまたは内はりに半剛接合部を用いて,各層に必ずコアを作るような配置が最

適解となる傾向にあることが示された。また,剛接建物と半剛接建物の鋼材総重量を比べ

ると,半剛接合部を用いることによる重量低減率は, 10層建物より5層建物の方が高く,

半剛接合部を用いる際, 5層建物の方がより有効であることが示されたoまたスパン数が多

くなるほど重量低減率は高くなり,このモデルの中では5層7スパン建物が半剛接の使用

がもっとも有効であった。
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第9章　建物骨組のはり戒を制約した最小重量設計

第9章

建物骨組のはり成を制約した最小重量設計

9.1　はじめに

第8章では,半剛接合部を有する建築骨組の最小重量設計を示した。本最適解析法は・

長期荷重および短期荷重に対して生じる各部材の応力と各層の層間変形角を制約した最小

重量設計を行っている.そのため,多スパン建築骨組の問題において,各スパンごとには

り部材を独立な設計変数とすると,外はりと内はりで極端にはり成が異なる部材断面が求

まる場合があり,実務設計者が提示する仮定断面と異なる場合がある。この主な原因を考

えてみると,実務設計では最初の仮定断面を決める際,部材種類をなるべく少なくし,は

り成を同一層あるいは全層において固定する傾向があるoまた,幅厚比を制限することも

ある。これは施工性,保有耐力など1次設計の制約条件には考慮されていない事項をあら

かじめ設計者が考慮しているためであるo最適設計プログラムを有効に活用するためには・

設計者が経験的に用いている制約条件をプログラムに反映させる必要があるoそこで, JIS

規格部材')に加え, 3社の鉄鋼メーカ-2),3),4)の鋼材データベースを作成し,そのデータベー

スからユーザーが自由に使用部材系列を作成,選択できるようにすることで,解析プログ

ラムに設計者が経験的に用いている部材の制約条件を考慮できるような改良を加えたoそ

して,本章の解析例では,はり成と幅厚比の制約を行った建築骨組の最小重量設計を示すo

9.2　断面性能間の関係式

本解析に用いる規格部材データベースは, JIS規格1)と3社の鉄鋼メーカーの鋼材断面デ

ータ2),3),4)をもとに作成し, H形鋼に関しては計345種類のデータを入力したO

本章の解析例ではこのデータベースから表9-1に示す抽出条件を満たす鋼材データを抽
一

出し,その部材系列ごとに断面性能間の関係式を求めて解析に用いるo抽出されたデータ

はH形鋼中幅系列の場合20種類, H500系列は53種類, H600系列とH700系列は67種類

である。また,本解析プログラムでは,デフォルト部材系列として, H形桐(H広幅, H中

幅, H細幅, H500-H700:50きざみ)以外にも,角形鋼管(正方形,長方形),円形鋼管

の合計11種の部材系列を用意している。
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表9-1部材系列の抽出条件

部材系列 抽出条件

H 形鋼中幅系列 1′2<幅′せい< 1, および, はり成≧700m m

H 500 系列 はり戒が 500m m の もの

H 600 系列 はり成が 600m m の もの

H 700 系列 はり成が 700m m の もの .

図9-1'図9-4にH形鋼中幅系列の断面積Aに対する断面2次モーメントI,断面係数Z,

ウェブ断面積Aw,フランジ断面積Afの各関係式を示す。また,図9-5'図9-8にH500系

列,図9-9-　図9-12にH600系列,図9-13-図9-16にH700系列の場合における同様の図

をそれぞれ示す。また,断面の有効せん断係数Kは部材系列の平均値を用いるものとし, H

形鋼中幅系列の場合はk -0.427 ,H500.系列の場合はk =0.387 ,H600系列の場合はk =0.376,

H700系列の場合はk =0.353である。
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9.3　解析例1

解析例1として図9-17に示す5層3スパンの鉄骨骨組構造の最小重量設計を行う。解析

は,各層のはりの部材系列がH形鋼中幅系列である解析モデル1, H500系列である解析モ

デル2, H600系列である解析モデル3, H700系列である解析モデル4の4通りとする。こ

のときの解析条件を表9二2にまとめる。

③　　　　⑧　　　　③
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72t

mH

72t

72t

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ 0

回

0

団

0

回

0

[∃

0

□

B] ③ B] ④ 団 ③

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓
D] ③ P] ◎ 団 ③

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓、↓↓↓↓↓
団 ① 0 * 01

↓↓↓↓↓ ↓↓⊥↓↓ ↓↓↓↓↓
田 ① 団 ② 団 ①

↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓ ↓↓↓↓↓

u 団 ② . 団 ①

図9-17　解析モデル
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表9-2　解析条件

建物形 状 5 階建て, 3 スパ ン

階高 4m , 各層重量 72 t

部材種 別 は り :H 形鋼 中幅系列, H 5 0 0 系列 , H 6 0 0 系列 , H 7 00 系列

柱 : 角形鋼管

部 材種類 は り4 種類(1,2 層 の内 は りと外 は りお よび 3 ～5 層 の内は りと外は り)

柱 4 種類(U 層の内柱 と外 柱および 3～ 5 層 の内柱 と外柱)

荷 重条件 鉛直荷重 :長方形分布 荷重 (図 9-1 7 参照 )

水平荷重 ;標準層せん断力係数 0.2

地震力は A Zl分布

制 約条件 の 許 容層間変形角 1′20 0

許容値 ,材 料 許 容応力度 比 1.0

定 数および は り断面積の下限値 20cm ^ 上限値 400 cm '

敷地 条件 柱断面積の下限値 20 cn r 上限値 120 0 cm 2

地域係数 1.0 , 第 2 種地盤

鋼材ヤ ング率 21 00t′c m 2

ポ アソン比 0.3 , F 値 2 .4 t′cm 2

はり,柱の断面積の上下限値は,選択する規格部材断面積の上下限値を設定するべきで

あるが,ここでは,一律にはりの断面積の下限値は20cmz　上限値は400cm2,柱の断面積

の下限値は20cnT　上限値は1200cm2とする。

図9-18,図9-20,図9-22,図9-24にそれぞれ,はり部材にH形鋼中幅系列, H500系

列, H600系列, H700系列を用いた場合の最終断面積分布状況を示すoこれらの図は線の太

さで各部材の断面積の大きさを表しているoまた,選択された規格部材を右表に示す　wcopt

の値は最適解の鋼材総重量であり,括弧内の数値は選択された規格部材の鋼材総重量であ

る。

図9-19,図9-21,図9-23,図9-25は長期荷重時および短期荷重時に生じる部材の最大

応力度比とその発生位置である。ここに,図中の括弧内の数値は選択規格部材の値である。

各数値の前添え字M, Qまそれぞれはりに関しては曲げ応力度による応力度比とせん断

応力度による応力度比であり,柱に関しては,曲げ応力度と軸方向応力度の組合せ応力度

柱よる応力度比とせん断応力度による応力度比であることを表しているo各モデルの解析

結果について,以下に述べる。

(1)解析モデル1 (はり部材にH形鋼中幅系列を即、た場合)

図9-18にはり部材にH形鋼中幅系列を用いた場合の最終断面積分布状況を示す。土の解

揺,はり成を制約した解析ではないため,外はりと内はりで,はり成が極端に異なる解が

求まることがわかるp
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外梁 .外 柱 内 梁 .内 在

3～ 5層

梁
H 3 90 - 30 0 - 10 - 1 6 H 7 0 0ー30 0 - ー3ー24

(13 3 .3 c m 2) (2 3 1.50 m z)

荏
蝪 2 50 - 2 5 0- 8 - 8

(7 5 .2 4 c iti )

[コ4 5 0- 4 50 - 19 - 1 9

(3 0 9 .0c m 2)

1 ,2 暦

梁
H 3 90 - 30 0- 10 -ー6 H 9ー2- 30 2 - 18 - 34

(1 3 3 .3 c m 2) (36 0 .1c m 2)

柱
D 2 50 - 2 5 0- 9 - 9

(8 3 .9 8 c m )

[ 】4 5 0- 4 50 - 2 5 - 2 5

(39 2 .8 cm 2)

^r-25.666 1 (30.483 1)

図9-18　最終断面積分布状況　H形鋼中幅系列

::)＼ . m0.24(m0.20)

m I.O Q

ア

0 ′

M0.2ラ

(mO.92)′　　(mO.22)　(q0- 1 2)

長期荷重時

図9-19　最大応力度比　H形鋼中幅系列

(2)解析モデル2 (はり.部材にH500系列を用いた場合)

図9-20にはり部材にH500系列を用いた場合の最終断面積分布状況を示す。この解は,

外はりと内はりで同一のはり成500mmとなっている。しかしながら,図9-21より,短期

荷重時の最大応力度比において, 1階外はりの選択規格部材の応力度比は1.0をこえている

ことがわかる。これは,- H500系列のデータ中にH500-250-12-28部材よりも断面積が大きな

部材がないため,やむを得ず危険側の部材が選択されているためであるが,数学的解の応

力度比は1.0以下となっている。

外 梁 .外 柱 内梁 .内在

3 ～ 5層

沸
H 5 0 0 - 2 0 0- 9- ー6 H 5 00 - 2 0 0 -ー2- 2 5

5K (10 7 .6 c m 2) (1 5 5 .5 c m 2)

柱
蝪 3 0 0 - 3 0 0ー14 - 14 蝪 5 00 - 5 0 0 -ー9- 1 9

(1 53 .4 c m 2) (3 4 7 .0 c m 2)

1.2層

-.弥
H 5 0 0ー2 0 0- 9- 1 9 H 5 00 - 2 5 0 - 1 2- 2 8

5K (ー1 9 .0 c m '!) (ー9 6 .7 c m )

柱
蝪 3 0 0 - 3 0 0ー9- 9 [コ4 50 - 4 5 0 - 2 5- 2 5

(10 2 .0 0 m z) (3 9 2 .8 c m )

J*V=28.824 1 (28.086 1)

図9-20　最終断面積分布状況　H500系列
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図9-21最大応力度比　H500系列

(3)解析モデル3 (はり部材にH600系列を用いた場合)

図9-22にはり部材にH600系列を用いた場合の最終断面積分布状況を示すoこの解も外

はりと内はりで同一のはり成600mmとなっていることがわかる。

外 梁 .外 在 内 梁 .内柱

3 ～ 5層

梁
H 6 0 0 - 2 0 0 - 9 - 1 6 H 6 0 0 - 2 0 0- 9- 1 6

(1 1 6.6 c m 2) (1 1 6 .6 c m 2)

柱
ロ 30 0 - 3 0 0 - 1 2 - 1 2 蝪 4 5 0 - 4 5 0- 2 2- 2 2

(1 3 3 .3 c m z) (3 5 1 .7 c m 2)

1▼2層

梁
H 6 0 0 - 2 0 0 - 9 - 12 H 60 0- 3 0 0 - 1 6 - 3 2

(1 0 1 .3c m 2) (2 7 9 .2 c m 2)

柱
□ 2 50 - 2 5 0 - 14 - ー4

(12 5 .4 c m )

ロ 4 5 0- 4 50 - 2 2 - 2 2

(3 5 1 .7 cm 2)

tfV-25.255 t (27.771 1)

図9-22　最終断面積分布状況　H600系列

図9-23　最大応力度比　H600系列

(4)解析モデル4 (はり部材にH700系列を用いた場合)

図9-24にはり部材にH700系列を用いた場合の最終断面積分布状況を示すoこの解の鋼

材総重量wop握22.942tであり,4つの解析モデル中最も軽く,この間題の最適解であったo
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■表
■■
鵜■

外 梁 I外 在 内梁 .内 柱

3 ～ 5層

梁
H 7 0 0- 2 00ー9 - 1 2 H 7 0 0 - 2 0 0 - 9- 2

(11 1 .6 cm 2) (1 1 1 .6 c m 2)

柱
D 3 0 0- 3 00 - 14 -ー4 蝪 4 50 - 4 5 0ー1 5- ー6

(15 3 .4 cm z) (2 6 9 .0 c m z)

1,2層

梁
H 7 0 0- 2 00 - 9 - 1 2 H 70 0 - 3 0 0 - 1 2- 2 5

(1ー1 .6 cm 2) (2 3 0 .8 c m 2)

柱
0 3 0 0- 3 00ー9 l 9

(10 2 .0 c rn )

[ 】4 50 - 4 5 0 - 1 9- 1g

(3 1 5 .2 c m 2)

Wopt-22.9A2 1 (25.208 1)

図9-24　最終断面積分布状況　H700系列

:芸)＼ 一 q0.56(q0.48)

,0..s

/

.M

メ /

I / ..㌔0.1§

MO.20

(mO.20)

(qO.54)　(mO. 1 9)　(mO.28)

長期荷重時

図9-25　最大応力度比　H700系列

9.4　解析例2

解析例2では;第8章と同様の解析モデルを用いて,はり成と幅厚比を制約した解析例

を示す。はり部材には, H形鋼を用い,はり成は600mmに制約する。そして, FAランクの

部材のみを使用することで,幅厚比を制約する。そして,第8章の解析例と同様に,解析

法1 (逐次線形計画法による解析法　8.3節参照)と解析法2 (遺伝的アルゴリズムによる

解析法, 8.4節参照)によって,それぞれ剛按建物と半剛接建物の最小重量解析を行い解を

比較する。このときの解析モデルの基本設計条件を表9-3にまとめる。はり,柱の断面積

の上限値は,選択する規格部材断面積の上限値とする。

本解析例では, 3社の鉄鋼メーカーの鋼材表データベースから,はり成600mmかつFA

ランクの抽出条件で抽出された43種のH形鋼をはり部材に用いる。そして,その抽出され

た部材系列より,部材断面積に対する各断面定数の近似関数を求めて解析に用いa.。その

断面定数の近似関数は次式となる。ここに, Aは部材断面積1は断面2次モーメント, Z寸ま

断面係数, Afはフランジ面積, Aのまウェブ面積であるo

/ = 216.792.41.199

Z = 7.226,41.199

Af - 0.023Aim

4, - 20.146,4"
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第9章　建物骨組のはり戒を制約した最小重量設計

表9-3　基本設計条件

建物形状 階高 400cm , スパン長 600cm

各層重量 lOOt

部材種即 はり H 形鋼はり成 600 系列 FA ランク

柱 角形鋼管

材料定数 鋼材ヤング係数 2100t′cm 2

ポアソン比 0.3

F 値 3.3t′cm 2

制約条件 許容層間変形角 1′200

許容応力度比 1.0

荷重条件 鉛直荷重 はり :長方形分布荷重 0.08t′cm

外柱 :集中荷重 10t

内柱 :集中荷重 2t

P水平荷重 .標準せん断力係数 0.2

地震力はA i分布.

地盤条件 地域係数 1.0

第 2 種地盤

その他 はりの断面 2 次モーメント増大率 2.0

解析法1では,接合部剛性を連続値として,逐次線形計画法によって最適剛性を求める

のに対し,解析法2では接合部剛性を,接合係数A=1.0, 0.9, 0.7, 0.5の4種の離散値とし,

その組合せを遺伝的アルゴリズムで探索する。そのときの遺伝的アルゴリズムの解析条件

は表9-4に示す通りであり,世代数20,個体数10,交差率0.8,突然変異率0.02とする。

表9-4　遺伝的アルゴリズムの解析条件

位代数 個件数 交差壷 突然変異率

20 .10 0.8 0 .0 2

(1)ノ　解析モデル5 (5層3スパンモデル)

解析モデル5では,図9-26に示すような5層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする。

このとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに外側と内側で分類し,はり種類4

種類,柱4種類とした。
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600 I600 ,6棚I

w=90t

w=90t

w=90t

w=90t

w=90t

図9-26　解析モデル5

図9-27に解析モデル5の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,国中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。

W=24.50 t

剛接建物 半剛接建物(解析法1)半剛接建物(解析法2)

図9-27　最適部材断面積と接合係数(解析モデル5)

表9-5に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。鋼材総重量は,選択部材の鋼材総重量と,

数理計画法によって求まった数学的解の両方を示す。

表9-5　解析モデル5の最適部材断面

剛 接 建 物 」 (c m 2) ]半 剛 接 建 物 (解 析 法 l) A (cm z) A 半 剛接 建 物 (解 析 法 2) A (cm ') A

グル ー プ 2

タト旺 蝪3 0 0 - 1 4 15 3 .4 [コ3 0 0 - 1 2 13 3 .3 口 3 0 0 - 12 1 3 3 .3

内 1王. 蝪 4 0 0 - 2 2 3 0 7 .7 蝪 4 5 0 】1 6 2 6 9 蝪 4 5 0 - 16 2 6 9

外 梁 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 13 3 .6 0 .8 4 H 6 0 0 -2 00 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 0 .9 0

内 梁 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -19 14 4 .9 1 .0 0 H 6 0 0 -2 00 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0

グル ー プ 1

外 柱 蝪3 5 0 - 16 2 0 5 ロ 3 50 】14 1 8 1 .4 D 3 5 0 - 14 1 8 1 .4

内 在 蝪4 0 0 - 19 2 7 7 .2 蝪 4 50 - 16 2 6 9 □ 4 5 0 - 16 2 6 9

外 梁 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 14 4 .9 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -16 1 33 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 00 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0

内 梁 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 14 4 .9 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1 .0 0

S SFS i 藁 選 択 郡 材 2 4 .5 0 t 2 3 .15 t 2 3 .0 0 t

数 学 的 解 2 1 .1 4 1 2 1 .0 8 t 2 1 .0 9 t

これらの図表より,解析法1と解析法2の解は削ぎ同様であり,半剛接合部は,上層の

外はりに用いられていることがわかる。また,鋼材総重量を比較すると,選択部材による

鋼材総重量は半剛接建物が若干小さな値となっているものの,数学的解で比較すると,半

剛接建物と剛接建物は,ほぼ同程度であることがわかる。
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(2)解析モデル6 (5層5スパンモデル)

解析モデル6では,図9-28に示すような5層5スパンの鉄骨造建物を解析モデルとするo

このとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに柱1-3,はり1-3で分類し,はり

種類6種類,柱6種類とした。

柱1柱2　柱3　柱3　柱2　柱1

染1染2　染3　梁2　染1

図9-28　解析モデル6

・図9-29に解析モデル6の最適部材断面積と接合係数を示すo国は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。

半剛接建物(解析法1)　半剛接建物(解析法2)

図9-29　最適部材断面積と接合係数(解析モデル6)

また,表9-6に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解

析法1による最適解と解析法2による最適解を示し,鋼材総重量は,選択部材の鋼材総重

量と,数理計画法によって求まった数学的解の両方を示すo

表9-6　解析モデル6の最適部材断面

剛 按 建 物 」 (c m 2) 半 剛 接 建 物 (解 析 法 1) A (c m ") A 半 剛 接 建 物 (解 析 法 2 ) 」 (cm 2) A

グル ー プ 2

柱 1 蝪 2 5 0ー16 14 1 □ 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 蝪 2 5 0- 16

蝪 4 0 0- 1 6

1 4 1

柱 2 口 4 0 0 - 16 2 3 7 蝪 4 0 0 - 16 2 3 7 2 3 7

柱 3 蝪 4 5 0 - 19 3 0 9 蝪 4 5 0 - 16 2 69 蝪 4 5 0ー1 9 3 0 9

1 3 3 .6
梁 1 H 6 0 0 -2 0 0 - 12 - 16 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6

1 .0 0

梁 2 H 6 0 0 -2 0 0 -12 - 16 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 1 3 3 .6

1 3 3 .6

1 .0 0

沖 3 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 1 3 3 .6 H 6 0 0ー2 0 0ー1 2ー1 6 13 3 .6 1 .0 0 1 .0 0

グル ープ 1

-1*
荏 1

蝪 3 5 0 - 14 1 8 1 .4 ロ 3 5 0】1 2 15 7 .3 □ 3 5 0丁1 4 18 1 .4

柱 2

.柱 3

蝪 4 50▼1 6 2 6 9 [コ4 0 0 - 1 9 2 7 1 □ 4 5 0 - 16 2 6 9

蝪 4 00 - 1 9 2 7 1 □ 4 5 0一1 9 3 0 9 蝪 4 0 0 - 19 2 7 1

13 3 .6
梁 1

m -2

S 3

H 6 0 0ー2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 1 3 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -20 0 -1 2 -1 6 1 .0 0

H 60 0 -2 0 0 -1 2 -2 2 15 8 .2 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 1 3 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -20 0 -1 2 -2 2 1 5 8 .2 1 .0 0

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 2 1 8 0 .2 1▼0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0

振 s i ^ n m 選 択 部 材 3 8 .2 0 1 3 7 .4 8 1 3 8 .2 0 t

数 学 的解 3 3 .9 0 1 3 3 .87 t 3 3 .9 0 t
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以上の図表より,このモデルでは,半剛接合部は使用されないことがわかる。また,解

析法1は,若干,鋼材総重量Wが小さくなっているが,解析におけるムーブリミットの絞

込みによって生じる誤差であると考えられ,これら3つの解は,同一解であると言える。

(3)解析モデル7 (5層7スパンモデル)

解析モデル7では,図9-30に示すような5層7スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする。

このとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに柱1-4,はり1-4で分類し,はり

種類8種類,柱8種類とした。

600.600.600 ,600 ,600.600.600

柱1　柱2　柱3　柱4　柱4　柱3　柱2　柱1

染1　染2　梁3　染4　染3　染2　染1

図9-30　解析モデル7

図9-31に解析モデル7の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,国中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。

W=53.18 t

剛接建物

JF=52.74- t

■ ■ 0.87 0.8 7

蝣 I 0.87 0.8 7

0.8 1 ,.8

W=54.10 1
1 1 9 0 0 .9 0

「 3 .9 0
0 .9 0

0 .9 訂 0 .9 0

0 .9 0

0 .9 0

半剛接建物(解析法1)　　　半剛接建物(解析法2)

図9-31最適部材断面積と接合係数(解析モデル7)

表9_7に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。
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表9-7　解析モデル7の最適部材断面

剛接 建 物 」 (c m 2) 半 剛 按 建 物 (解 析 法 1) A (c m 2) A -半 剛 接 建 物 (解 析 法 2 ) 」 (c m 2) A

グル ー プ 2

柱 1 □ 3 0 0 - 12 13 3 .3 蝪 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 蝪 3 0 0ー12 1 3 3 .3

柱 2 蝪 4 0 0 - 14 2 0 9 .4 蝪 4 0 0 - 14 2 0 9 .4 ロ 3 5 0 - 19 2 3 9 .2

柱 3 蝪 4 0 0 - 2 2 3 0 7 .7 蝪 4 0 0 - 19 2 7 1 蝪 4 0 0 - 16 2 3 7

柱 4 蝪 4 5 0 - 1 6 2 6 9 蝪 4 5 0 - 19 3 0 9 蝪 4 5 0こ2 2

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6

3 6 0

* 1 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0 1 3 3 .6 1 .0 0
;rtc
梁 2

梁 3

扮 .4

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 0 .87 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 0 .9 0

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6

ロ 3 5 0 - 19

1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 1 4 4 .9 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0

1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 2 1 5 6 ▼2 1 .0 0

グル ー プ 1

;* c
柱 1 2 3 9 .2 蝪 3 5 0 - 1 2 1 5 7 .3 蝪 3 5 0 - 1 2 1 5 7 .3

柱 2 蝪 4 5 0 - 19 3 0 9 [コ4 0 0 - 1 6 2 3 7 ロ 4 0 0 - 19 2 7 1

柱 3

柱 4

ロ 4 0 0ー16

[ 14 0 0】19

2 3 7 蝪 4 0 0ー1 6 2 3 7 蝪 4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7

2 7 1 蝪 5 0 0 - 1 9 3 4 7 蝪 4 0 0 - 16 2 3 7

13 3 .6梁 1

梁 2

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 1 4 6 .9 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0ー2 0 0 -12 -1 6 1.0 0
H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 1 4 4 .9 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 14 6 .9 1.0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 35 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 2 15 8 .2 1.0 0

梁 4

選 択 部 材

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 1 4 4 .9 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 2 0 6 .7 1 .00 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 0 .90

鋼 材 総 重 量 5 3 .1 8 t 5 2 .7 4 1 5 4 .1 0 1

数 学 的解 4 6 .8 8 t 4 6 .6 8 t 4 6 .8 4 1

以上の図表より,半剛接合部は,上層の中間部に用いられているものの,鋼材総重量は

ほぼ同じ値であることがわかる。

(4)解析モデル8 (10層3スパンモデル)

解析モデル8で札図9-32に示すような10層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとす

る。このとき,部材種類は1-2層と3-5層, 6-8層と9, 10層で分け,さらに外側と内

側で分類し,はり種類8種類,柱8種類とした。

・600,600,600,単位:cm

図9-32　解析モデル8

図9-33に解析モデル8の最適部材断面積と接合係数を示すo図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

示す。
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剛接建物　　　半剛接建物(解析法1)半剛接建物(解析法2)

図9-33　最適部材断面積と接合係数(解析モデル8)

表9-8に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。

表9-8　解析モデル8の最適部材断面

剛 接 建 物 」 (c m 2) l半 剛 接 建 物 (解 析 法 1 ) 」 (c m 2) A 半 剛 接 建 物 (解 析 法 2 ) A (c m *) A

グル ー プ4

外 在 □3 0 0 - 14 15 3 .4 U 3 0 0 - 1 4 15 3 .4 □ 3 0 0 - 16 17 3

内 1王 ロ4 0 0 - 19 2 7 1 蝪 4 0 0 - 1 9 2 7 1 □ 4 0 0 - 19 2 7 1

外梁 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2- 16 1 3 3 .6 1 .0 0

内梁 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 - 12 -1 6 13 3 .6 0 .9 5 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2- 16 1 3 3 .6 0 .9 0

グル ー プ3

外桂 . ロ3 5 0 - 14 1 8 1 .4 蝪 3 5 0 - 1 4 1 8 1 .4 □ 3 5 0 - 14 1 8 1 .4

内柱 蝪5 0 0 - 2 5 4 4 2 .8 [ ー5 0 0一2 5 4 4 2 .8 蝪 5 0 0 - 2 5 4 4 2 .8

外梁 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2- 16 13 3 .6 1 .0 0

内梁 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 5 1 9 2 .5 H 6 0 0 -2 5 0 - 12 -2 5 1 94 .4 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2-2 5 19 2 .5 1 .0 0

グル ー プ 2

外柱 蝪4 5 0ー19 3 0 9 蝪 4 5 0ー1 9 3 0 9 蝪 4 5 0ー1 9 3 0 9

内柱 [コ5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 ロ 5 0 0ー2 2 3 95 .7 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7

外梁 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 5 1 6 7 .5 H 6 0 0 -2 0 0 - 12 -2 8 1 78 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2-2 8 17 8 .7 1 .0 0

内 梁 H 6 0 0 -2 50 -12 -2 5 1 9 2 .5 H 6 0 0 -2 0 0 - 12 -2 8 1 78 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 2 17 8 .2 1 .0 0

グル ー プ 1

外柱 ′蝪5 0 0 - 19 3 4 7 □ 5 0 0 - 19 3 4 7 □ 5 0 0 - 1 9 3 4 7

内柱 ロ5 0 0 .- 2 2 3 9 5 .7 ロ 5 0 0 - 2 2 3 95 .7 口 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7

外 梁 H 6 0 0二2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 .7 H 6 0 0 -2 5 0一12 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0

内 梁 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 9 1 4 4 .9 H 6 0 0 -2 0 0 - 12 -1 9 14 4 .9 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -19 14 4 .9 1 .0 0

鋼 材 総 重 量 選 択部 材 62 .6 8 t 6 2 .8 3 t 6 3 .0 4 1

数 学 的解 5 7 .4 2 1 5 7 .4 2 1 5 7 .4 2 1

以上の図表より,解析法1,解析法2ともに半接合部は最上層内はりに若干用いられてい

ることがわかる。しかし,鋼材総重量Wの値は各解析ともほぼ同じであることがわかる。

(5)解析モデル9 (10層5スパンモデル)

解析モデル9では,図9-34に示す皐うな10層5スパンの鉄骨造建物を解析モデルとす

る。このとき,部材種類は1-2層と3-5層, 6-8層と9, 10層で分け,さらに柱1-3,

はり1-3で分類し,はり種類12種類,柱12種類とした。
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ト600 ,600 |600 |600 ,600-!単位:孤

主1柱2　柱3　柱3　柱2　柱1

梁1染2　染3　梁2　染1

図9-34　解析モデル9

図9-35に解析モデル9の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積

の大きさを表現している。また,国中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量を

QQK^E

W=99A3 t

剛接建物 半剛接建物(解析法1)

W=99A3 t

半剛接建物(解析法2)

図9-35　最適部材断面積と接合係数(解析モデル9)

表9-9に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示すo表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。
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表9-9　解析モデル9の最適部材断面
剛接 建 物 A (c m * ) l半 剛 接 建 物 (解 析 法 1) A (c an A 半 剛 接 建 物 (解 析 法 2 ) A (c m 2) A

グル ー プ4

柱 1 蝪 3 0 0 - 1 2 1 3 3 .3 蝪 2 5 0 - 1 2 10 9 .3 □ 3 0 0ー1 2 1 3 3 .3

柱 2 ロ 4 0 0 - 1 9 2 7 1 [コ4 0 0 - 1 9 2 7 7 .2 蝪 4 0 0 - 1 9 2 7 1

柱 3 ロ 4 0 0 - 14 2 0 9 .4 U 4 0 0 - 1 6 2 3 7 蝪 4 0 0 - 1 4 2 0 9 .4

梁 1 H 6 00 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 - 16 13 3 .6 0 .9 8 H 6 00 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 1.0 0

梁 2 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 - 16 13 3 .6 1 .0 0 H 6 00 -2 0 0 -1 2 - 16 1 3 3 .6 1.0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 0 0こ1 2 -1 6 1 3 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 - 16 13 3 .6 0 .9 3 H 6 00 -2 0 0 - 12 - 16 1 3 3 .6 1.0 0

グル ー プ 3

柱 1 蝪 3 0 0 - 1 6 1 7 3 蝪 3 0 0 - 1 4 15 3 .4 ロ 3 0 0 - 1 6 17 3

柱 2 □ 4 5 0 - 1 6 2 6 9 [コ4 5 0ー1 6 2 6 9 □ 4 5 0 - 1 6 2 6 9

柱 3 □ 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 □ 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7

ォ 1 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 13 3 .6 0 .9 2 H 6 0 0ー2 0 0 -12 - 16 1 3 3 .6 1.0 0

梁 2 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 16 7 .5 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 5 16 7 .5 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 5 1 6 7 .5 1.0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 5 19 4 .4 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 5 1 9 4 .4 1.0 0

グル ー プ 2

柱 1 □ 4 0 0 - 16 2 3 7 [コ4 0 0 - 16 2 3 7 蝪 4 0 0 - 1 6 2 3 7

柱 2 ロ 5 0 0 - 2 2 4 0 4 ロ 50 0 - 2 2 4 0 4 蝪 5 0 0 - 2 2 4 0 4

柱 3 □ 5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3 蝪 5 0 0 - 2 5 4 4 2 .8 □ 5 0 0 - 2 8 4 8 8 .3

梁 1 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 2 15 6 .2 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 2 15 6 .2 1 .0 0 H 6 0 0ー2 0 0 -12 -2 2 1 5 6 .2 1 0̀ 0

w j 2 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 2 0 6 .7 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 5 0ー1 2 -2 5 19 2 .5 H 6 0 0 二2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 2 .5 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2二2 5 1 9 2 .5 1 .0 0

グル ー プ 1

I 柱 l 蝪 4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7 蝪 4 5 0 - 2 2 35 1 .7 D 4 5 0ー2 2 3 5 1 .7

柱 2 蝪 5 5 0ー2 2 4 3 9 .7 ロ 5 5 0 - 2 5 4 9 2 .8 口 5 5 0ー2 2 ▼4 3 9 .7

柱 3 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 ロ 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 蝪 5 0 0ー2 2 3 9 5 .7

se i H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 8 1 7 8 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1 .0 0

梁 2 H 6 0 0ー2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 4 .4 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 2 .5 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 4 .4 1 .0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1 .0 0

号if.T.im -r, ≡ 選 択 晋β材 9 9 .4 3 t 9 9 .3 4 1 9 9 .4 3 t

数 学 的解 9 0 .2 6 t 9 0 .2 8 1 9 0 .2 6 t

以上の図表より,解析法1では,半剛接合部は上層部にいくつか使用されているが,い

ずれの接合係数Aの値も剛接の1.0に近い値であり,ほぼ,剛接建物の最適解と等しい解と

なっている。数学的な鋼材総重量を比べると,解析法1の解が一番大きな値の90.28 tであ

り,これは,解析法1の解析誤差であり,半剛接合部を用いない解が最適解であった。

(6)解析モデル10 (10層7スパンモデル)

解析モデル10では,図9-36に示すような10層7スパンの鉄骨造建物を解析モデルとす

る。このとき,部材種類は1-2層と3-5層, 6-8層と9, 10層で分け,さらに柱1-4,

はり1-4で分類し,はり種類16種類,柱16種類とした。

.600.600.600.600 ,600 ,600.600 ,

w=210t

w=210t

w=210t

w=210t

w=210t

w=210t

w=2 10t

w=210t

w=210t

w=210t

1 1王2　1王3　旺4　1≡4　モE3　任2　モEl

染1　梁2　染3　染4　染3　梁2　染1

由9-36　解析モデル10
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図9-37に解析モデル10の最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面

積の大きさを表現している。また,図中の数字は,接合係数Aの値であり, Wは鋼材総重量

を示す。

W=135A9 1

剛接建物

W=134.59 t JF=130.10 1

半剛接建物(解析法2)

図9-37　最適部材断面積と接合係数(解析モデル10)

表9-10に剛接建物と半剛接建物の最適部材断面と鋼材総重量を示す。表中には解析法1

による最適解と解析法2による最適解を示す。

表9_10　解析モデル10の最適部材断面

剛接 建 物 A (c m 2) I半 剛 接 建 物 (解 析 法 1 ) A (c m ') A 半 剛 接 建 物 (解 析法 2) A (c nf ) A

グル ー プ4

ー王1 蝪3 0 0 - 9 10 2 [ 】2 0 0- 1 2 8 5 .3 [コ3 0 0 - 9 1 0 2

柱 2

柱 3

【] 4 5 0 - 16 2 6 9 蝪 4 0 0ー1 4 2 0 9 .4 蝪 4 5 0こl 16 2 6 9

【コ4 0 0 - 14 2 0 9 .4 蝪 4 0 0 - 1 9 2 7 1 蝪 4 0 0 - 14 2 0 9 .4

柱 4 [】3 5 0 - 19 2 3 9 .2 蝪 4 0 0 - 1 9 2 7 1 D 3 5 0 - 19 2 3 9 .2

梁 1

梁 2

梁 3

H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 1 3 3 .6 H 6 00 -2 0 0 - 12 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 1 3 3 .6 1 .0 0

H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 1 3 3 .6 H 6 00 -2 0 0 - 12 -1 6 13 3 .6 0 .8 1 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 13 3 .6 1 .0 0

H 6 0 0 -2 0 0 -12 - 16 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 13 3 .6 1 .00

梁 4 H 6 0 0ー2 0 0 -1 2 -16 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 13 3 .6 0 .9 7 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 13 3 .6 1 .00

グル ー プ 3

柱 1 蝪 3 0 0- 1 6 17 3 蝪 3 0 0一16 1 7 3 蝪 3 0 0ー1 6 17 3

柱 2 蝪 4 0 0- 1 9 2 7 1 D 4 0 0 - 19 2 7 1 □ 4 00 - 1 9 2 7 1

柱 3

柱 4

D 4 5 0 - 2 5 3 9 2 .8 蝪 5 0 0 - 19 3 4 7 □ 4 50 - 2 5 3 9 2 .8

蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 □ 5 5 0】2 2 4 3 9 .7

梁 1

梁 2

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0ー12 -16 1 3 3 .6 0 .9 9 H 60 0 -2 0 0 -1 2 -16 13 3 .6 1 .0 0

H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 9 14 4 .9 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 2 1 5 6 .2 1.0 0 H 60 0 -2 0 0 -1 2 -19 14 4 .9 1.0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 8 17 8 .7 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1.0 0 H 60 0 -2 0 0 -1 2 -2 8 1 7 8 .7 1.0 0

梁 4 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 2 .5 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 2 .5 1.0 0 H 6 00 -2 5 0 -1 2 -2 5 1 9 2 .5 1 .0 0

グル ー プ 2

荏 1 蝪 4 0 0 - 14 2 0 9 .4 蝪 4 0 0- 1 4 2 0 9 .4 U 4 0 0 - 14 2 0 9 .4

柱 2 □ 4 5 0一2 2 3 5 1 .7 蝪 4 5 0 - 2 2 3 5 1 .7 蝪 4 5 0ー2 2 3 5 1 .7

柱 3 □ 55 0 - 2 2 4 3 9 .7 □ 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 ロ 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7

柱 4 蝪 55 0 - 2 2 4 3 9 .7 U 5 5 0ー2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0】2 2 4 3 9 .7

梁 1 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -1 6 13 3 .6 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -1 6 13 3 .6 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -16 13 3 .6 1 .0 0

梁 2 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 8 17 8 .7 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 8 17 8 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 8 17 8 .7 1 .00

梁 3

梁 4

H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 2 0 6 .7 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 ▼7 1 .0 0

H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 2 0 6 .7 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 5 1 9 4 .4 1 .0 0 H 6 0 0 -2 5 0 -12 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0

グル ー プ 1

柱 1 蝪 4 5 0- 19 3 15 .2 D 4 5 0一19 3 0 9 蝪 4 50 - 1 9 3 15 .2

柱 2 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7

柱 3 U 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7 蝪 5 5 0 - 2 2 4 3 9 .7

柱 4 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 □ 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7 蝪 5 0 0 - 2 2 3 9 5 .7

梁 1 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2ー2 5 1 67 .5 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 1.0 0 H 60 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 6 7 .5 l .O O

梁 2 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 8 17 8 .7 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 8 1 7 8 .7 1.0 0 H 6 00 -2 0 0 -1 2 -2 8 1 7 8 .7 1 .0 0

梁 3 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 20 6 .7 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 8 2 0 6 .7 1.0 0 H 6 0 0 -2 5 0ー1 2 -2 8 2 0 6 .7 1 .0 0

梁 4 H 6 0 0 -2 0 0 -1 2 -2 5 1 67 .5 H 6 0 0 -2 5 0 -1 2 -2 5 16 7 .5 1.0 0 H 6 0 0 -2 0 0 -12 -2 5 1 6 7 .5 1 .0 0

鋼 材 総 重 量 選 択 部 材 13 5 .4 9 t 1 3 4 .5 9 t 1 3 5 .4 9 t

数 学 的 解 1 2 3 .4 9 t 1 2 3 .5 3 t 1 2 3 .4 9 t
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以上の図表より,解析法2の半剛接建物の解は剛接建物と同じあった。また,解析法1

の解は,選択部材から計算される鋼材総重量は最小であるが,数学的解から計算される鋼

材総重量は最小解ではなく,この間題の最適解は,剛接建物の解であることがわかる。

各解析結果の比較

各解析モデルにおける重量低減率(半剛接建物と剛接建物の鋼材総重量の相対誤差)を

図9-38に示す。図には,規格部材を選択する前の数学的解から求めた重量低減率と規格部

材を選択した後の選択部材から求めた重量低減率を示す。図より,はり成を制約した解析

の場合,半剛接建物にすることによる重量低減率は非常に小さいことがわかる0

16.0%

14.0%

12.0%

10.0%

凝ト

賛　5.0%
壁
瑚　6.0%
囲
4.0%

2.0%

0.0%

-2.0%

I田選択部材

-田数学的解

「 一 m 「「

5層3スパン5層5スパン5層7スパン10層3スパン10層5スパン10層7スパン

図9-38　半剛接建物の重量低減率

9.5　まとめ

本章では,第8章までに示した解析法をさらに発展させ,施工上の観点から生じるはり

成と幅厚比の制約を骨組構造の最小重量設計に考慮する方法を示し,建築骨組のはり成を

制約した最小重量設計を示した。

その結果,本解析法によって,ユーザーの要求に応じたはり成の制約が行えることが確

認できた。しかしながら,制約を厳しくしすぎた条件でユーザーが解析した場合,解析に

用いる部材系列によっては,部材選択時に最適解に適した規格部材が見つけられずに,危

険側の部材が選択される可能性があるため,はり,柱の断面積の上限値は,選択する規格

部材の断面積の上限値とするなどの考慮が必要であることが示された。また,第8章と同

様の解析モデルを用いてはり成と幅厚比を制約した解析を行った結果,半剛接合部を用い

ても,建物の鋼材総重量の低減は少ないことが示された。
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第10章

接合部のコストを考慮した半剛接鉄骨建物の最

小コスト解析

10.1　はじめに

日本では兵庫県南部地震により,溶接接合部で破断が生じた建物が多く発生した1)。溶接

接合部の破断は建物の大破,倒壊につながる可能性が高いため,最近では比較的,施工,

品質管理が容易な高カボルト接合を用いた工法の開発が行われている2)。また高カボルト接

合のような半剛接骨組の動的な応答性状においては,減衰の効果等により必ずしも不利で

はないことが最近の研究で確かめられている3)。また,金物を介して柱にボルト接合する半

剛接合部は,部材の解体作業も容易で,リサイクル問題にも有効であり,このような接合

形式を積極的に用いることは重要であるものと思われる。

半剛接合部に関する実験的研究は数多く行われており,最近では閉断面部材の外側から

だけの締め付け施工が可能な,高カワンサイドボルトを用いた接合部に関する研究が行わ

れすでに数件の実建築物で実施されている4)∴また半剛接合部に関する解析的研究では,

要素の幾何学的非線形性や材料非線形性を考慮した立体骨組の弾塑性非線形解析までに発

展している5)。また,半剛接合部の最適設計に関する研究も盛んに行われており,海外では,

弾性設計において半剛接骨組は剛接骨組よりも鋼材総重量を低減できるという報告もあ、る

6)。ただし,この論文では水平力を考慮していないため,そのまま我が国に適用できない。

また,接合部コストまで考慮した建設コストを目的関数とした半剛接鉄骨建物の最適設計

が行われ,剛接建物よりも低コストで設計可能であるという報告もある7)。しかし,この論

文では,部材をいくつかのセグメントに分割し,そのセグメントに離散的部材断面を割り

当てて,部材断面の代わりにセグメント長を新たな設計変数とする.ことで,離散的な部材

断面を連続債として扱っているため,多くのバリエーションを持つ部材選択の扱いが難し

い。

一方,第2章では骨組の部材要素端にせん断,曲げ,引張,圧縮,ねじりの任意自由度

のバネ特性を導入できる有限要素を提案し8),第6章では,半剛接骨組の動的弾塑性解析を

行い,その応答特性を調査した9)。また,第8章では,建物の鋼材総重量の最小化を目的関
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数とした半剛接骨組の最小重量設計を行い,半剛接と剛接を組み合わせることによって・

剛接骨組よりも鋼材の総重量を低減できる場合があることを確認した10),ll)この研究では,

設計に接合部のコストが考慮されていないため,鋼材重量は最小となる解ではあるが,実

際の建設コストは,部材費,施工費,ボルトや金具の価格等によって決まるため,必ずし

も最も経済的な設計とは限らなかった。

そこで本章では,接合部コストまで含めた建設コストの最小化を目的関数とし,長期及

び短期荷重下における各部材の応力度比と各層の層間変形角が許容値を満足するような最

適設計問題を定式化する。設計変数は,連続値の接合部剛性と離散値の部材断面であるが,

本手法は,規格部材データベースを構築し,そこからユーザーの要求に応じた部材系列を

抽出して各断面定数を断面積の連続関数として近似的に求めるため,設計者が経験的に用

いている部材の制約条件を容易に最適設計プログラムに考慮させることができるoそして

本手法は,数理計画法により求まった解から,部材系列の中で最も誤差の少ない離散値を

再び選ぶことで最終的に離散値の最適部材断面を求める。本章で札半剛接鉄骨建物の最

小コスト解析の定式化を示し5層および10層の3スパンと5スパンの鉄骨建物の計4つの

解析例によって,コストを最小にする半剛接合部の最適剛性と配置を調査するo

10.2　半剛接合部のモデル化

本解析では,半剛接合部を有するはりを,図10-1に示す有限要素でモデル化するoこの

とき,接合部のバネ剛性は,次式の接合係数Aを用いて表すo

K"=
7,　4EI

l一九　g
(10.1)

ここに, Eは鋼材のヤング係数, Iは梁部材の断面2次モーメント, lは部材長である。こ

のとき　A=lは剛接合, A=0はピン接合となり,その間が半剛接合となるo

Kf-　　　　　　　　　　*?

u ffl-鵜如上望竿呼、鵬
p　　　　　,　　　　1　i
1 ㍗ ∫

図10-1半剛接はりモデル

*

図10-1の内節点p,qの自由度は,要素レベルの段階で,静的縮約法によって縮約する。

なお,分布荷重が作用する場合にも同様の縮約を行うことができる。このような縮約によ

り,本要素は,他の骨組要素と同じ自由度となり,プログラムの扱いが容易となる。

本解析では,梁両端の接合部剛性は同じものとして解析を行う。また,層合部は弾性と
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して扱い許容耐力は考慮しないものとする。

10.3　号剛接骨組の最小コスト問題の定式化

10.3.1　コスト関数

本解析では,はり端の接合部剛性は連続値として扱い, (10.1)式のAによってその剛性を評

価する。目的関数には,接合部コストを考慮したコスト関数を用いる。そのとき,半剛接

合部は剛接に比べて,コストが安価になることを考慮し,文献7)を参考に,材端がピン接

合(A-o)されたはり融材は,剛接合(A-l)された部材に比べてコストが6割になると仮定し,

剛接との間を線形補間したものを半剛接合のコスト関数とする。そして,次式のようにコ

スト関数を接合係数A,梁コスト係数a,柱コスト係数βを用いて表現する。

Nb+N,

Z(x,A) - p芸(0.4A; +0.6)4 ifォ, + p是4C^βi

〟 :鋼材の単位体積重量

4B :梁の断面積

L: :梁の部材グループ別総長さ

V :接合係数

ai :梁コスト係数

ここに,

4C　:柱の断面積

Lf :柱の部材グループ別総長さ

βi :柱コスト係数

Nb :梁の部材グループ数

Nc :柱の部材グループ数

ただし. a-{a?,-- AB Ac　->^Nb+Nc¥'A.-{¥>'->A.Nb¥であるo

(10.2)

鋼構造建物で使用される部材には様々な形状のものがあり,多くの接合部ディテールが

考えられるが,それらのコストに関する厳密なデータは少なく,本解析では,係数α, βは

ともに220,000円/tとして,その特性を調査する。

また,設計変数は,接合係数Aと断面積Aであり,それらは,それぞれ,次のような制約

が課せられているものとする。

0≦Al・≦1 (i"-l,2,-,Nb)

4・L≦4≦4 (*-1,2,-サtf* +tfc)

∂M)≦∂　0-1,2,-,/)

rM)≦γ　(/-1,2,->tf>+#c)

(10.3)

(10.4)

(10.5)

(10.6)

ここに,〟,4は,断面積の上下限値であるo AとAは連続値として扱う。 Aに従属する

他の断面定数(断面2次モーメントI,断面係数Z,ウェブ面積Aw,フランジ面積Af,断面

の有効せん断係数K)は,データベースによって作成された近似関数を用いて計算する　4
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はj層の層間変形角, fは建物の層数, riはi部材グループ内で最大の長期および短期の応力

度比　　　ま梁,柱の部材グループ数である　&ajま, j層の許容層間変形角(4;-1/200),

raiはi部材グループの許容応力度比(to=1.0)である。以上を一般的に定式化すると次式とな

る.

最適解析

目的関数

..TO条件

Nb                Nb +Nc

MinZ{X,A) - p∑(0.4A,. +0.6)4 Ifα +p是4cJfA

0≦A.・≦1 (1-1,2,～,Nb)

4・L≦4≦4 (*"-!,2,～,Nb十Nc)

∂M)≦∂　O'-l,2,～,I)

rM)≦γ　(i=1,2,-,Nb +Nc)

10.3.2逐次線形計画法の適用

(10.7)式の目的関数はAとAの関数であり,このAとAは互いに独立な設計変数となるため,

(10.7)式が最小となるような,AとAを同時に求める最適設計問題は難解となるoそこで,A

を既知量^-尋・aJとしたときの,Aの最適解を求める副最適解析を行い,Aのコス'ト

関数に対する感度解析に用いる。このとき,感度解析は簡単のため,差分法によって行う。

また,副最適解析は,最終的にコスト関数を最小とする最適解んAの最適計算にも用いる。

本解析では,(10.7)式-(10.ll)式に示した最適化問題に逐次線形計画法を適用するoそのと

き,各軍計変数の増分値AA'jAAp--^^♭},M-¥M?,～,MB
Nb,AAc
Nb+1,-,MC
Nb十Nc)を新たな設計変数として,以上を書きあらためると次式となる。

主最適解析(Aの最適分布解析)

目的関数

Min Z(A) =Z(A-) + 主: '/- >-
x A/..

A-AO

制約条件

0≦入+AA,.≦1 (i-¥2,-,Nb)

-」蝣≦AAi≦e? (1-1,2,-M

副最適解析C4の最適分布解析)
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((10.12)式の感度些也の差分計算に用いる)
・:サ/,

(最適解AのときのAの最適計算に用いる)

ただし,

制約条件

Nb十N。

Min Z(A,^)-Z(^-)+p ‡ <PMLi
q,-‖

1≦i≦Nb :ft-(0.4A,. +0.6)a,. ・ (はりに対して)

Nb <i≦Nb +Ne :t, =βi　　　(柱に対して)

4LL≦4-+M-≦4 (i-1,2,-,Nb+Nc)

-ciA≦A4・≦ef (サ-1,2,- ,Nb+Nc)

∂M>∂M-)+

ri(A)- rt(4-) +

(10.15)

(10.16)

(10.17)

≦ a a -1,2,-,/)　　(10.18)

≦yai e=l>2,～,Nb +Ne)　(10.19)

このとき,解の線形性を確保するために,各設計変数の増分値AA,A/1は, (10.14)式, (10.17)

式の制約条件を満足するような許容変動量bi >bi内で変動するものとする。本解析では,

(10.12)式'(10.19)式の線形計画問題をシンプレックス法によって解くo

10.4　解析法の概要

本解析法のフローチャートを図10-2に示す。本解析ではまず,設計条件として,建物階

数,階高,スパン長,長期及び短期荷重算定のための荷重条件,はしり,柱の材料定数と断

面定数を入力する。このとき,規格部材データベースから,ユーザーの要求に応じて部材

系列を抽出し,各断面定数(断面2次モーメントI,断面係数Z,ウェブ面積Aw,フランジ

面穫AF,断面の有効せん断係数K・)を断面積Aの連続関数で近似するoそのとき,規格部材

データベースはJIS規格部材12)と3社の鉄鋼メーカーの鋼材断面データ13),14),15)をもとに作

成した。そして,接合部剛性をある初期値(A-0.9)に設定し,接合部剛性を既知としたとき

の建物の最小コスト解析を行う。そして,差分法によって接合部剛性の変化に対するコス

ト関数の感度を求め,逐次線形計画法を適用することで最適な接合部剛性を求める。なお,

本解析では,剛床仮定が成り立つものとし,はりの軸方向変形に関する自由度は縮約する。
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図10-2　解析のフローチャート

数理計画法によって求められた最適解は,設定された部材系列における連続した近似関

数によって求められる。実在する部材系列の断面定数は離散値であるため,実際の部材を

選択するにあたり,得られた最適解A,I,Z,A紛Afと実際の規格部材断面のA'V 7'A'A'tと

の間の差を計算し,次式で表されるERRが最小となる部材を最終的な最適解として選択するo

Em-・

err -(ォ^J2 + (ォ,」;)2 + (azEzf

・KA,)2 +KA)

EA -旦窓,」/ -

EAw
.工-.1.

K

呈,Ez一旦曇Z
A'f -Af

(10.20)

ここに,

このとき0-A,ォi aZ, &A仰aAfは規格部材から危険側部材を選択しないようにするための誤
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差の重み係数である。これらの値は一般ユーザーに委ねられているが,本解析では, Ea>　Ej,

Ez, EA糊 EAfが正の場合はその係数の値を1とし,負となる場合は105に設定して大きなペナ

ルティを与えるものとする。

10.5　解析例

本解析例では, 5層3スパン, 5層5スパン, 10層3スパン, 10層5ス!1ンの4通りの

解析モデルを用いて,それぞれ剛接建物と半剛接建物の最小コスト解析を行い,解を比較

する.ただし,剛接建物の場合は,コストの最小化と重量の最小化が同じになる。本解析

モデルの基本設計条件を表10-1にまとめる。

表10-1基本設計条件

建物形状 階高 400cm , スパン長 600cm

各層重量 lOOt

部材種別 はり H 形鋼中幅系列

柱 角形鋼管

材料定数 鋼材ヤング係数 2100t′cm 2

ポアソン比 0.3

F 値 3.3t/cm z

制約条件 許容層間変形角 1′200

許容応力度比 1.0

荷重条件 鉛直荷重 はり :長方形分布荷車 0.08t′cm

外柱 :集中荷車 10t

内柱 ‥集中荷重 2t

水平荷重 標準せん断力係数 0.2

地震力はA E分布

地盤条件 地域係数 1.0

第 2 種地盤

その他 はりの断面 2 次モーメント増大率 2.0

はりの部材系列

解析例ではり部材に用いるH形鋼中幅系列はJISのH形鋼中幅系列20種からなる部材系

列である。その部材系列の断面積に対する断面2次モーメントの関係式は次式で表される。

∫ = 0.59742.326

そのときの関係をグラフに示すと図10-3となる。
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図10-3　断面積に対する断面2次モーメ`ントの近似関数

解析例1 (5層3スパン鉄骨造建物).

解析例1では,図10-4に示すような5層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとするoこ

のとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに外側と内側で分類し,計梁4種類,

柱4種類とした。
6001 fm,final単位-

w= 1 00t

loot

l oot

lOOt

loot

グループ2

グループ1

図10-4　解析モデル1

図10-5に最適部材断面積と接合係数を示す。図は線の太さで部材断面積の大きさを表現

している。また,図中の数字は,接合係数Aの値である。図より,半剛接合部は下層の内は

り及び上層の外はりに用いられていることがわかる。

蝣蝣蝣
剛接建物

図10-5　最適部材断面積と接合係数

表10_2に剛接建物と半剛接建物の各部材断面とコストを示すoまた,表中には鋼材総重

量を示し,コスト,鋼材総重量ともにカッコ内の値は数理計画法によって求まった規格部

材を選択する前の数学的解である。表より半剛接建物のコストは5,371,800円であり,剛接

のコスト5,770,600円に比べて約6.9%安く設計できることがわかるoなお,数学的解でコ

ストを比較した場合は,剛接建物に比べ半剛接建物は約3.5%安であったo
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表10-2　部材断面

剛接 建 物 A (cm 2) ] 半剛 接 建 物 A (cm i ?

グル ー プ 2

外 征 □ 30 0 -12 133.3 □ 2 50 -9 8 4 .0

内柱 □ 45 0 -19 3 09.0 □ 5 00 -19 34 7 .0

外 梁 H 39 0-30 0-10 -16 133.3 H 39 6-19 9-7 -ll 7 2 .2 0.6 0

内 梁 H 58 8-30 0-12 -2 0 187.2 H 70 0-30 0-13 -24 23 1 .5 1.0 0

グル ー プ 1

外 柱 □ 40 0 「14 2 09 .4 ロ 4 00 -16 23 7 .0

内柱 □ 40 0 -19 2 71.0 口 4 00 -19 27 1 .0

外 梁 H 594 -30 2-14 -2 3 2 22.4 H 70 0-30 0-13 -24 23 1 .5 1.0 0

内 梁 H 39 0-30 0-10 -16 133.3 H 39 6-19 9-7 -ll 7 2 .2 0.6 1

コ ス ト*1 5 ,7 70 ,60 0 円 (5 ,22 5,0 00 円 ) 5,3 7 1,80 0 円 (5 ,0 43 ,100 円 )

鋼 材 総 重 量 tl 2 6 .2 3t (23 .75t) 24 .85 t (23 .42 t)

* 1 カ ツ コ円 は 数 字 的 解

解析例2 (5層5スパン鉄骨造建物)

解析例2では,図10-6に示すような5層5スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする.こ

のとき,部材種類は1-2層と3-5層で分け,さらに柱1-3,梁1-3で分類し,計琴6種

類,柱6種類とした。

w= 1 00t

lOOt

lOOt

lOOt

lOOl

rl600,600,600,600　車.h

染1　梁2　梁3　梁2　染1

図10-6　解析モデル2

グループ2

グループ1

図10-7に最適部材断面積と接合係数を示すO図より,半剛接合部は下層及び上層ともに

外はりに用いられていることがわかる。

図10-7　最適部材断面積と接合係数

また,表10-3に剛接建物と半剛接建物の各部材断面とコストを示す。表より半剛接建物

のコストは6,777,900円であり,剛接のコスト7,717,600円に比べて約12%安く設計できる
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ことがわかる。なお,数学的解でコストを比較した場合は,剛接建物に比べ半剛接建物は

約6.8%安であった。

表10-3　部材断面

剛 接 建 物 A (c m 2) 半 剛 接 建 物 A (c n f ) ?

グ ル ー プ 2

柱 1 蝪 2 5 0 -1 2 1 0 9 .3 □ 2 5 0 -9 8 4 .0

柱 2 蝪 3 0 0 -1 2 1 3 3 .3 口 2 5 0 -9 8 4 .0

柱 3 □ 4 0 0 -2 2 3 0 7 .7 蝪 4 5 0 -2 5 3 9 2 .8

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 13 3 .3 0 .3 4

梁 2 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 - 1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .5 2

梁 3 H 5 8 2 -3 0 0 -1 2 - 1 7 1 7 4 .5 H 5 9 4 -3 0 2 -1 4 -2 3 2 2 2 .4 1 .0 0

グ ル ー プ 1

桂 1 □ 3 0 0 -1 2 1 3 3 .3 一蝪 3 0 0 -1 2 1 3 3 .3

柱 2 □ 4 0 0 -1 6 2 3 7 .0 □ 3 0 0 -1 4 1 5 3 .4

桂 3 蝪 3 5 0 -1 9 2 3 9 .2 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 - 1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .5 0

梁 2 H 5 8 2 -3 0 0 -1 2 - 1 7 1 7 4 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .5 7

梁 3 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 - 1 6 1 3 3 .3 H 8 9 0 -2 9 9 -1 5 -2 3 2 6 6 .9 ▼ 1 .0 0

コ ス トⅠ1 7 ,7 1 7 ,6 0 0 円 (6 ,5 5 1 ,6 0 0 円 ) 6 ,7 7 7 ,9 0 0 円 (6 ,1 0 8 ,1 0 0 円 )

鋼 材 総 重 量 Ⅰ1 3 5 .0 8 t (2 9 .7 8 t) 3 2 .7 1 1 (2 9 .4 3 t)

* 1 カ ツ コ 円 は 数 字 耶 解

解析例3 (10層3スパン鉄骨造建物)

解析例3では,図10-8に示すような10層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする。

羊のとき,部材種類は1-2層と3-5層6-8層と9-10層で分け,さらに外側と内側で分

類し,計梁8種類,柱8種類とした。

1仰　fioolmnl JL也-

'.　-

グループ4

グループ3

グループ2

9QBa il

図10-8　解析モデル3

図10-9に最適部材断面積と接合係数を示す。図より,半剛接合部は下層の内はり及び上

層の外はりに用いられていることがわかる。
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図10-9　最適部材断面積と接合係数

また,表10-4に剛接建物と半剛接建物の各部材断面とコストを示す。表より半剛接建物

のコストは14,354,800円であり,剛接のコスト14,938,000円に比べて約3.9%安く設計でき

ることがわかる。なお,数学的解でコストを比較した場合は,剛接建物に比べ半剛接建物

は約2.3%安であった。

表10-4　部材断面

剛 接 建 物 A (c m ") 半 剛 接 建 物 A (c m ') ?

グ ル ー プ 4

外 1王 □ 2 5 0 -1 2 1 0 9 .3 □ 2 0 0 -1 2 8 5 .3

内 柱 □ 4 5 0 -1 9 3 15 .2 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0

外 梁 H 4 8 2 -3 0 0 -1 1 ー1 5 1 4 5 .5 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -1 4 9 9 .5 0 .6 0

内 梁 H 4 8 8 -3 0 0 -l l -1 8 1 5 9 .2 H 5 9 4 -3 0 2 -1 4 -2 3 2 2 2 .4 1 .0 0

グ ル ー プ 3

外 柱 ロ 3 5 0 -1 2 1 5 7 .3 □ 3 0 0 -1 2 1 3 3 .3

内 柱 □ 5 0 0 -2 8 4 8 8 .3 □ 5 5 0 -2 2 4 3 9 .7

外 梁 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .6 3

内 梁 H 9 0 0 -3 0 0 -1 6 -2 8 3 0 5 .8 H 9 1 2 -3 0 2 -1 8 -3 4 3 6 0 .1 1 .0 0

グ ル ー プ 2

外 柱 ロ 4 5 0 -1 9 3 0 9 .0 蝪 4 5 0 -2 5 3 9 2 .8

内 柱 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0 ロ 4 5 0 -2 2 3 6 0 .0

外 梁 H 7 0 0 -3 0 0 -1 3 -2 4 2 3 1 .5 H 8 0 0 -3 0 0 -1 4 -2 6 2 6 3 .5 1 .0 0

内 梁 H 5 8 2 -3 0 0 -1 2 -1 7 1 7 4 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .6 3

グ ル ー プ 1

外 柱 □ 5 0 0 -2 8 4 8 8 .3 □ 5 0 0ー2 8 4 8 8 .3

内 柱 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0

外 梁 H 8 0 0 -3 0 0 -1 4 -2 6 ′2 6 3 .5 H 8 0 0 -3 0 0 -1 4 -2 6 2 6 3 .5 1 .0 0

内 梁 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .6 2

コ ス トⅠ1 4 ,9 3 8 ,0 0 0 円 (1 3 ,4 8 3 ,8 0 0 円 ) 1 4 ,3 5 4 ,8 0 0 円 ( 1 3 ,1 7 8 ,1 0 0 円 )

鋼 材 総 重 量 Ⅰ1 6 7 .9 0 t (6 1 .2 9 t) 6 6 .l l t (6 0 .7 2 t)

* 1 カ ツ コ 円 は 数 字 閃 解

解析例4 (10層5スパン鉄骨造建物)

解析例4では,図10-10に示すような10層3スパンの鉄骨造建物を解析モデルとする。

このとき,部材種類は1-2層と3-5層6-8層と9--10層で分け,さらに柱1-3,梁1-

3で分類し,計梁12種類,柱12種類とした。
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当f?a
柱1柱2　柱3　柱3柱2　柱1
染1梁'2　梁3　染2　梁1

図10-10　解析モデル4

グループ4

グループ3

グループ2

グル　ーfi

図10-11に最適部材断面積と接合係数を示す。図より,半剛接合部は建物に山型のコア

を形成するように配置されることがわかる.

図10-11最適部材断面積と接合係数

また,表10-5に剛接建物と半剛接建物の各部材断面とコストを示す。表より半剛接建物

のコストは17,364,800円であり,剛接建物のコスト18,785,800円に比べて,約7.6%安く設

計できることがわかる。なお,数学的解でコストを比較した場合は,剛接建物に比べ半剛

接建物は約3.7%安であった。
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表10-5　部材断面

剛 接 建 物 . A (c m 2 ) 半 剛 接 建 物 A (c m ' ) ?

グ ル ー プ 4

杜 1 □ 2 5 0 -8 7 5 .2 □ 2 0 0 -8 5 9 .2

柱 2 □ 3 5 0 -1 2 1 5 7 .3 □ 2 0 0 -9 6 6 .0

柱 3 □ 4 0 0 -1 4 2 0 9 .4 □ 4 5 0 -2 5 3 9 2 .8

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 - 1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 0 -3 0 0 ∵1 0 -1 6 1 3 3 .3 0 .2 8

梁 2 H 4 8 2 -3 0 0 - l l -1 5 1 4 5 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .5 4

梁 3 H 3 9 0 -3 0 0 - 1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 5 8 8 -3 0 0 -1 2 -2 0 1 8 7 .2 1 .0 0

グ ル ー プ 3

柱 1 口 3 0 0 -1 2 1 3 3 .3 蝪 3 0 0 -1 2 1 3 3 .3

桂 2 □ 3 5 0 -1 4 1 8 1 .4 コ 3 5 0 一1 2 1 5 7 .3

柱 3 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0 □ 5 0 0 -2 5 4 4 2 .8

梁 1 H 3 9 0 -3 0 0 - 1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 4 0 -2 5 0 -9 -1 4 9 9 .5 0 .6 7

xm H 3 9 0 -3 0 0 - 1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .5 8

梁 3 H 7 9 2 -3 0 0ー1 4一2 2 2 4 3 .4 H 9 0 0 -3 0 0 こ1 6 -2 8 3 0 5 .8 1 .0 0

グ ル ー プ 2

柱 1 蝪 3 5 0 -1 9 2 3 9 .2 口 3 5 0 -1 2 1 5 7 .3

柱 2 □ 4 5 0 -2 2 3 5 1 .7 □ 5 0 0 -1 9 3 4 7 .0

柱 3 [コ4 5 0 -1 9 3 0 9 .0 ロ 4 5 0 -2 2 3 5 1 .7

梁 1 H 4 8 2 -3 0 0 - l l -1 5 1 4 5 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .4 8

梁 2 H 5 9 4 -3 0 2 - 1 4 -2 3 2 2 2 .4 H 7 9 2 -3 0 0 -14 -2 2 2 4 3 .4 1 .0 0

梁 3 H 3 9 0ー3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .6 2

グ ル ー プ 1

柱 1 □ 4 0 0 -1 6 2 3 7 .0 □ 3 5 0 -1 9 2 3 9 .2

柱 2 □ 5 0 0 -2 2 4 0 4 .0 □ 5 5 0 -2 5 4 9 2 .8

柱 3 コ 4 5 0 -2 2 3 5 1 .7 ロ 4 5 0 -2 2 3 6 0 .0

梁 1 H 4 8 2 -3 0 0 - l l -1 5 1 4 5 .5 H 3 9 6 -1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .5 9

梁 2 H 5 9 4 -3 0 2 -1 4 -2 3 2 2 2 .4 H 7 9 2 -3 0 0 -1 4 -2 2 2 4 3 .4 1 .0 0

梁 3 H 3 9 0 -3 0 0 -1 0 -1 6 1 3 3 .3 H 3 9 6 - 1 9 9 -7 -l l 7 2 .2 0 .6 1

コ ス ト 1 8 ,7 8 5 ,8 0 0 円 (1 6 ,5 5 0 ,6 0 0 円 ) 1 7 ,3 6 4 ,8 0 0 円 ( 1 5 ,9 3 2 ,4 0 0 円 )

鋼 材 総 重 量 * 1 8 5 .3 9 t (7 5 .2 3 Q 8 1 .5 4 t (7 4 .8 8 t)

* 1 カ ツ コ 円 は 数 字 的 解

各解析モデルの比較

半剛接合を高カボルト接合,剛接合を溶接接合とすると,各モデルの半剛接合個所の比

率は表10-6のようになる。表より,半剛接合部を最適に用いることで,建物の溶接接合個

所を5割から8割減らすことができることがわかる。

表10-6　半剛接合個所の比率

溶接接 合 高 力ボル ト接合

5 層 3 ス.パ ン 47% 53%

5 層 5 スパ ン 20% 80%

10 層 3 スパ ン 33% 67%

10 層 5 スパ ン 30% 70%

各解析モデルの鋼材総重量を図10-12に示す。図より,半剛接合部を最適に用いることJ

で,鋼材総重量は剛接建物とはぼ同様か, 3%-7%軽く設計ができることがわかる。ただし,

数学的解で鋼材総重量を比較した場合には　0.5%-1.4%程度の低減であるので,数学的解

を規格部材へ離散化したときの影響にも注意を払う必要がある。
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図10-12　重量の比較

また,各解析モデルのコストを図10-13に示す。半剛接合部を最適に用いることで,コ

ストは剛接建物に比べ最大12%低減できることがわかる。なお,これらの値は,数学的解

を規格部材へ離散化した場合の結果で,数学的解でコストを比較した場合, 2.3%-6.8%程

度の低減率となる。しかし,すべての解析モデルにおいて半剛接建物のコストは剛接建物

のコストに比べて低い値になっている。.

単位:百万円

16

云14
も12
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8
軍事

K　6

n　4
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1
国 剛 接 建 物

口 半 剛 接 建 物

[

5層3スパン　　　5層5スパン　　10層3スパン　　10層5スパン

図10-13　コストの比較

本解析では簡単のため, (10.2)式のようなコスト関数を仮定したが,参考のために,接合

係数A=0.5以下の半剛接合のコストは一律に剛接合コストの6割(ピン接合と同じコスト)に

なると仮定し,接合係数に対する接合部コストをより安価に評価したコスト関数で解析を

したところ,各ケース,すべての接合部に半剛接合部が用いられ,半剛接建物は剛接建物
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に比べて鋼材総重量(数学的解)は約10%-15%増加するものの約6%-12%のコスト(数学的

解)の低減が得られた。よって,接合部のコスト関数が安値に評価されれば,剛接建物に比

べて半剛接建物の鋼材総重量は増加しても目的関数であるコストが最小となる解が求めら

れる場合があることを確認した。

また,本解析例に示した4種類のラーメン架構の最適解は,下層部では外側,上層部で

は内側部分の部材に応力を集中させて,全体的に山型のコア部分を形成する傾向にあるこ

とが認められる。これらの解は,集中荷重を受ける片持ち平板の位相最適化問題の解16)と

はぼ同様の傾向を示しており,力学的にも正しいと考えられる。

10.6　まとめ

本章では,次のような仮定の下で,痩合部のコストを考慮した半剛接鉄骨建物の最小コ

スト解析を逐次線形計画法によって行い,剛接建物と半剛接建物の解を比較した.

仮定1)接合部コストはピン接合(A-0)から剛接合(A=l)まで, Aの変化に対して線形補間

したコスト関数を用いた。このとき,ピン接合は剛接合に比べて接合部コスト

が4割低減すると仮定した。

仮定2)接合部の剛性は,はり端のバネのみで評価し,接合される柱の剛性とは無関係

であるとした。

その結果,本解析モデルでは, `半剛接合と剛接合を5割から8割程度の比率で組み合わ

せることで,剛接建物に比べて鋼材総重量は3%-7%程度軽く設計ができ,コストでは,同

程度から最大12%程度の低減が可能であることが示された。

なお,これらの解析結果はコスト関数の設定に依存して様々な傾向を示すことが考えら

れる。コスト関数の設定に関してはさらに多くの研究が必要であるため,本章ではコスト

関数の大域的な影響を考察するための基本的な検討を行った。そのとき,本章で設定した

コスト関数による最適解は,第8章に示した鋼材総重量の最小化を目的関数とした場合の

最適解と,ほぼ同様の傾向を示したため,本解析例では,第9章に示したような,はり成

を制約した解析は示さなかった。
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第11章

結論

本研究は,半剛接合部を有する建築骨組の構造解析を効率よく行うための有限要素モデ

ルを提案するとともに,半剛接合部を有する建築骨組の構造解析における諸問題について

考察し,建築骨組における半剛接合部の最適設計問題の一端を論じたものである。

本研究では,半剛接合部を考慮することによって生じる内節点の付加自由度を縮約し,

通常のはり要素と同じ自由度で扱える半剛接要素の定式化を行い,解析プログラムのアル

ゴリズムを明快に構築することのできる手法を示した。そして,半剛接合部を有する建築

骨組の静的応力,固有振動,座屈, ・静的および動的弾塑性,最適設計の各解析例を示した。

各章の概要と得られた知見をまとめると,以下のようになる。

第、1章では,本研究の背景および半剛接合部に関する既往の研究を示し,本研究の目的

および概要について述べた.

第2章では∴・半剛接合部を有する骨組の剛性方程式の導出法において,内節点自由度を

増加させることなく扱える半剛接要素の定式化を代表的な4通りの導出法によって示した。

以下, 4通りの定式化の方法と利点についてまとめる。

導出法1. 「静的縮約法による半剛接合部の定式化」 :この方法は,はり要素端部に長さO

のバネ要素を付加し,はり要素とバネ要素の接合節点(内節貞)の自由度を節点力の釣合

条件を用いて縮約する方法である。この方法の利点は,内節点の釣合条件に基づいて定式

化が行われるため,はり要素に分布荷重等の中間荷重が作用し,内節点での力の釣合に外

力項が存在する場合にも同様の手順で定式化を行えば,容易にそのような荷重に対する等

価節点力を導出できることにある。

轟出法2. 「たわみ性関係式を用いる方法」 :この方法は,はり要素と半剛接要素のたわみ

性マトリックスを利用し,釣合マトリックスを用いて部材を直列結合する方法である。こ

の方法の利点は,はり部材の部材端に剛,域を考慮する場合には,釣合マトリックスに剛域

の関係式を考慮することで,容易に剛域を考慮したはり要素の定式化を行うことができる
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点にある.

導出法3. 「伝達方程式を用いる方法」 :この方法は,要素i端の情報を伝達マトリックス

を利用し,要素j端に伝達する関係式を求めることで,はり要素全体の剛性マトリックスを

導く方法である。この方法の利点は,内節点自由度が自動的に縮約されるため,動的解析

の場合に生じる縮約誤差を含まない形で定式化できる点にあるo

導出法4. 「流れ則を用いる方法」 :この方法は,一般的な骨組の弾塑性解析法である塑嘩

ヒンジ法の定式化に用いられる流れ則において,各自由度の塑性変形は連成せず独立なも

のと仮定することで,半剛接合部の剛性方程式を導出する方法であるoこの方法の利点は,

定式化の段階で,流れ則の基本式にかえれば,各自由度のバネ剛性の達成効果を考慮でき

る可能性がある点にある。

また,第2章では,基本的な数種の静的応力解析を行い,接合部に曲げバネおよびせん

断バネを有する骨組の断面力と変形の基本特性を調査した0

第3章では,半剛接合部を有するはりの固有振動解析および座屈解析を行った0本解析

法札半剛接合部によって生じる付加自由度は静的縮約法によって縮約するため,固有振

動解析では,分布質量系の解析の場合に縮約誤差を生じる・また,座屈解析でも,縮約誤

差を生じるため,半剛接合部を有するはりの固有振動解析と座屈解析を行い,これらの縮

約誤差の影響を調査した。

その結果,固有振動解析では,縮約誤差は,式の上では要素長と断面形状に依存するも

のであり,この内,数値解析上では,要素長の影響が大きく,断面形状の影響は通常の部

材断面ではほとんど影響を与えないことが示されたoまた,高次振動の解析を行う場合は,

少なくとも1要素に半波以上の振動モードの変化が生じないように適切に要素分割を行え

ば,特に問題はないことが示された。

座屈解析では,縮約誤差の影響係数のオーダーが固有振動解析よりも小さいことと,ま

た通常座屈問題では1次モードのみが必要となることから,近似的に静的縮約を行っても

問題はないと言える。

以上の点に注意した解析を行えば,本解析法は,静変形解析と同様に固有振動解析や座

屈解析にも有効に利用することができること号示した0

第4章では,半剛接骨組の動的解析に利用できる部材端にバネとダッシュポットを有する

有限要素の定式化を示し,静的縮約法による内節点自由度の縮約によって生じる誤差の検

討を行った。

その結果,せん断バネに関しては,分布質量に関する縮約誤差もダッシュポット減衰に

関する縮約誤差も小さく,接合部減衰が極端に大きい場合以外は,工学的に無視できる範

囲の誤差であることがわかった。

一方,曲げバネに関しては,接合部が大きく変形するような振動モードが生じる場合に
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分布質量の縮約誤差が大きくなることが示された。しかし,骨組の半剛接梁では,~このよ

うな大きな曲げ振動が生じないため,この縮約誤差は工学的に無視できることがわかった。

また,ダッシュポット減衰に関しては40%以上の接合部減衰を考える場合には,大きな縮

約誤差が生じることがわかった。したがって,曲げバネの半剛接を考慮する場合は,以上

のことに注意し,大きな誤差が予想される場合は分割数を増やすか,半剛接合部を有する

要素の長さを短くすることで,本要素はこれらの解析に適用できることが示された。

第5章では,半剛接合部の非線形特性を考慮した建築骨組の静的弾塑性解析を示した。

そのとき,接合部の非線形特性はRichardらによって提案されているべき乗関数によって評

価し,塑性ヒンジ法に基づく骨組の静的弾塑性解析を行った。 -接合部は,既往の実験的研

究によって得られている代表的な6種類の半剛接合部を用いるものとした。そして,それ

らの接合部を6層3スパンの鉄骨造建物のすべてのはり端に仮定し,Ai分布より算出した地

震力を比例増分荷重として静的弾塑性解析を行った。

その結果,以下の結論を得た。

1.本研究で取り扱った剛接建物では,塑性ヒンジは,はじめに5層のはり端部に生

じ,続いて3層のはり端部に発生した後, 5層内柱, 3層内柱の順に発生するのに

対し,半剛接建物では,はじめに1層柱脚部に塑性ヒンジが発生した後, 3層のは

り端部に発生し,.はり降伏型の崩壊機構を形成することが示された。

2.接合部の剛性低下は構造物全体の剛性を低下させ,接合部耐力が大きくなれば,

構造物の耐力も大きくなり,構造物が崩壊に至るまでの変形が大きくなり,靭性

が増大することが示された。

第6章では,第3章に示した手法をさらに発展させ,半剛接合部を有する骨組の弾塑性地

震応答解析法を示した。

本方法を利用して,梁端の接合形式を6種の半剛接合と剛接合の計7種に設定して,レベ

ル2の4種の地震波に対する6層鉄骨骨組の地震応答解析を行った。その結果,半剛接合

部の剛性が弱くなると建物の最大変位は大きくなる傾向にあるが,建物の最大加速度と柱

のせん断力,曲げモーメントは小さくなる傾向にあり,半剛接合部は大地震に対する応答

に関して必ずしも不利なものとはならないことが示された。また, _接合部剛性が低下する

と上層部の層間変形角は大きくなること,柱・梁部材の塑性率に関しては,接合部剛性が

低下すると,柱の塑性率は小さくなり,梁の塑性率は特に上層部が大きくなることがわか

った。

第7章では,鉄骨骨組構造を対象にした最適設計プログラムの開発に必要な理論および

計算法の概要と,剛接鉄骨建物の最小重量設計における局所解の発生パターンについての

検討を行い,その1例を示した。
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この解析例では16通りの初期断面を与えて計算を行ったところ局所解は3つのパターン

に分類され,それぞれの総重量は最小重量解に対する相対誤差が9%以内であり,いずれも

ほぼ同様の重量解であった。これら局所解の収束断面の分布は,初期断面の分布とおおよ

そ対応しており,必ず外側,あるいは中央部分にコアを作り応力を集中させる傾向にある

ことが示された。

また,これらの解の坤には,上階の柱断面が下階より大きい解や, ・はり断面が同階で極

端に異なる解が得られる場合も見られ　このような解は,本章で対象とする1次設計での

制約条件を満足しているものの,実務設計者には受け入れにくく,本解析法の制約では,

このような解が求まる場合があることが示された。このような問題を回避する方法として

は,部材ごとの設計変数を同一のものとした解析を行うことや,制約条件をさうに増やす

方法などが考えられるが,本解析結果は,建築骨組の最適設計問題を考察する上で重要な

特性を示しており,これらの解は建築構造計画に十分生かすことができるものと思われる.・

第8章では第7章の結果を踏まえ,それらをさらに発展させ,半剛接合部を有する建

築骨組の最小重量設計を解析法1,解析法2の2通りの解析法で行い,建物重量を最小にす

る半剛接合部の最適配置を求めた。そのとき,解析法1は接合部の剛性と部材の断面積を

設計変数とし,建物の鋼材総重量を目的関数として,逐次線形計画法によって解析する最

適設計法,解析法2は,接合部の剛性を数種の離散値とし,その組み合わせ最適開題を遺

伝的アルゴリズムによって求める最適設計法である。

その結果,解析法1は,スパン数が多くなると局所解に収束してしまう場合があるもの

の,それを除けば,ほぼ最適解を求めることができることを確認した。また, 5層3スパン

～10層7スパンの鉄骨建物における半剛接合部の最適設計を行った結果,上層の外はりや

下層の外はりまたは内はりに半剛接合部を用いて,各層に必ずコアを作るような配置が最

適解となる傾向にあることが示された。また,剛接建物と半剛接建物の鋼材総重量を比べ

ると,半剛接合部を用いることによる'重量低減率は, 10層建物より5層建物の方が高く,

半剛接合部を用いる際, 5層建物の方がより有効であることが示されたoまたスパン数が多

くなるほど重量低減率は高くなり,このモデルの中では5層7スパン建物が半剛接の使用

がもっとも有効であった。

第9章では,第8章までに示した解析法をさらに発展させ,施工上の観点から生じるは

り成と幅厚比の制約を骨組構造の最小重量設計に考慮する方法を示し,建築骨組のはり成

を制約した最小重量設計を示した。

その結果,本解析法によって,ユーザーの要求に応じたはり成の制約が行えることが確

認できた。しかしながら,制約を厳しくしすぎた条件でユーザーが解析した場合,解析に

用いる部材系列によっては,部材選択時に最適解に適した規格部材が見つけられずに,危

険側の部材が選択される可能性があるため,はり,柱の断面積の上限値は,選択する規格
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部材の断面積の上限値とするなどの考慮が必要であることが示された。また,第8章と同

様の解析モデルを用いてはり成と幅厚比を制約した解析を行った結果,半剛接合部を用い

ても,建物の鋼材総重量の低減は少ないことが示された。

第10章では,次のような仮定の下で,接合部のコストを考慮した半剛接鉄骨建物の最小

コスト解析を逐次線形計画法によって行い,剛接建物と半剛接建物の解を比較した。

仮定1)接合部コストはピン接合(A-o)から剛接合(A=l)まで, Aの変化に対して線形補間

したコスト関数を用いた。このとき,ピン接合は剛接合に比べて接合部コスト

が4割低減すると仮定した。

仮定2)接合部の剛性は,はり軍のバネのみで評価し,接合される柱の剛性とは無関係

であるとした。

その結果,本解析モデルでは,半剛接合と剛接合を5割か、ら8割程度の比率で組み合わ

せることで,剛接建物に比べて鋼材総重量は3%-7%程度軽く設計ができ,コストでは,同

程度から最大12%程度の低減が可能であることが示された。

以上を総括すると,本研究では,半剛接合部を有する骨組の構造解析を行う際に必要と

される,より一般的で汎用性の高い半剛接骨組要素を提案し,半剛接合部を有する建築骨

組の静的応力解析,固有振動解析,座屈解析,動的弾塑性解析の一連の解析法を開発し,

建築骨組における半剛接合部の力学的特性を調査したこ　また,応力と変形の制約条件下に

おける半剛接建築骨組の最適設計法を確立し,半剛接合部の最適配置およ`び最適剛性の調

査を行い,建築骨組における半剛接合部の適応性について論じた.

本研究で開発した半剛接はり要素は,任意自由度(曲げ,せん断,軸方向,ねじり)の

半剛接バネを考慮する.ことができ,建築骨組の構造解析に非常に有効なものであり,また,

解析結果も半剛接合部の重要な特性を示唆しているものと思われる二

本研究で得られた結果は,理想的な接合部の工学モデルに基づく数値解析によるもので

あり,これらの結果を実際の構造設計に取り入れるためには,数多くの実験および実測デ

ータと解析値の比較・照合,あるいは,より詳細なモデル化等によるさらなる検討が必要

であろう。このような現段階では扱えなかった事象については,今後さらに研究を進めて

ゆきたい。
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付録

付録

本論文での単位は,工学単位を用いているが,国際的な標準単位にはsI単位が用いられ

るため,ここにその対応表を示す。

工学単位(重力単位)とSI単位の対応

工学単位 SI 単位

力

kgf (キ ログラム重)

= lkg (S I単位).の質量 に重力加速度

(9.8m ′S2) を生 じさせるような力

(慣 用 として kg と書 く)

N (N ew ton )

= lkg (S I単位) の質量 に 1m ′S2の加

速度 を生 じさせ るよ うな力

f=9.8N

ltonf=9 .8kN

質量

kgf-sz仙

(kg -s2′m , 慣用)
kg

l kg f-sz′m =9.8k g

(1′9.8) k gf -s2血 =lkg

(従来 の工学単位で 1 キログラムの重量 (lkgf) の物体 の SI単位の質量

は 1kg である)

剛性

:/m

(kg′m , 慣用)
N ′m

lkgf/m = 9.8N /m

ニ ュー トンの法則

(力=質量×加速度)

kgf= 【kgf-sz′m H m ′S2】 N =kg -【m ′S2】

応力

kgf/nT

(kg′m 2, 慣用)

Pa (P ascal) =N .′m 2 .

1k g帥 iz=9.8N ′m =9.8P a

lk gf/cm = 9 .8 ×104P a= 98k P a

ltonf/cm z= 98 X lO'kN /m z=9 8M P a

例 ‥ 鋼 の降伏点 2l4 ×103kgf/cm =2 35M P a

ヤング係数 2.1×106kgf/cm = 206 G P a

エネルギー, 仕事
[・m

J (Joule ) = N -m

lk gf-m = 9 .2J
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付録

工学単位 SI単位

仕事率

kgfTn′S W (W att)=J′S

lkgf-m ′s =9.8W

1 質点系

萱

質量 l kgf, 質量⊥ kgf -s2
9.8 m

蛋

質量 1 kg

剛性 9.8N ′m

剛性 l kgf/m 振動数′

振動数′

= 去 V ffl i性′質量

lkgf/m

2* ¥ (1′9.8)kgf -sVm

= 0.5H z(l′S)

= 去 √雷

蝣0.5H z(l/s)
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